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Ⅰ．序論 
 
１．ソヴィエト連邦による日本人捕虜抑留の概略 
第二次世界大戦末期の 1945 年には日本に対する連合国の攻撃が一段と      
激しさを増し、それに伴って日本側の被害が激増した。多くはアメリカ軍の攻撃による
もので、その顕著な例は爆撃機 B29 による日本の都市の徹底的な破壊であり、   
沖縄の占領であり、広島市と長崎市への原子爆弾による攻撃であった。非戦闘員 
である民間人を対象としたこのような攻撃は、日本を早期に降伏させるための措置 
であるとの論理によって正当化された。 
日本を早期に降伏させるために直接行動を起こした国はアメリカだけではなかった。
ソヴィエト連邦は 1945年 4月 5日に 「日ソ中立条約」1 の自動延長を行わない旨の   
条約破棄予告を行い日本に対する戦争の意思を明確化させた。同年 7 月 17 日～  
8 月 2 日にベルリン近郊のポツダムにおいて、アメリカ（トルーマン大統領）、イギリス
（チャーチル首相）、ソヴィエト連邦（スターリン書記長） 以下の首脳により、第二次  
世界大戦の戦後処理を議題とするポツダム会談が行われた。そして会談の開催中の
7月 26日に、日本に対して無条件降伏を要求するポツダム宣言が発表された。 
ポツダム会談から 7 日後の 8 月 9 日、ソヴィエト連邦は日ソ中立条約を一方的に 
破棄して日本に宣戦布告し、150 万人を超える兵力をもってソ満国境を越えて侵攻を   
開始した。満洲には日本の関東軍将兵約 70 万人が配備されていたが、その     
殆どが戦線を維持できずに敗走し、開戦から 10 日後の 8 月 19 日に興凱湖の西に  
あるジャリコーヴォ戦闘司令所で関東軍秦彦三郎総参謀長がソヴィエト連邦極東軍      
総司令官ヴァシレフスキー元帥と会見し、関東軍の武装解除、治安の維持、在留    
邦人の保護などを主題とした交渉が行われ、停戦協定が締結された。その結果、  
関東軍将兵、軍属、民間人など、満洲に在留していた多くの日本人がソヴィエト連邦
極東軍の捕虜となった2。 
1945 年 8 月 23 日、戦争などの非常事態における最高意思決定機関であった   
ソヴィエト連邦国家防衛委員会（GKO）3 は議長スターリンの署名でソヴィエト連邦 
国家防衛委員会決定 No.9898cc「日本軍軍事捕虜 500,000 人の受け入れ、収容 
                                                   
1
 外務省『日本外交年表竝主要文書 1840-1945』（原書房、1966）、491ページ。 
日本語の原文は 「日本国及ソヴィエト聯邦間中立條約」 であり、その第 3項は 「本條約ハ兩締約
國ニ於テ其ノ批准ヲ了シタル日ヨリ實施セラルヘク且五年ノ期間効力ヲ有スヘシ兩締約国ノ何レノ 
一方モ右期間滿了ノ一年前ニ本條約ノ廃棄ヲ通告セサルトキハ本條約ハ次ノ五年間自動的ニ延長
セラレタルモノト認メラルヘシ」 となっている。 
2
 厚生労働省社会・援護局業務課調査資料室の調査によれば、シベリア抑留に関してソヴィエト連邦
地域に抑留された者約 575,000 人、現在までに帰還した者約 473,000 人、死亡と認められる者
55,000人、病弱のため入ソ後旧満洲・北朝鮮に送られた者約 47,000人となっている。 
URL: http://www.mhlw.go.jp/seisaku/2009/11/01.html 
3
 Государственный Комитет Обороны (ГКО), 英語では Gosudarstvennyj Komitet Oboronyで 
あり、略称は英語を用いて GKO とする。 
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および労働使用について」4 を発令した。極東軍はその命令に従い、捕虜約 57 万  
5 千人をソヴィエト連邦領内各地、モンゴル、および北朝鮮に設置された収容所に  
鉄道貨車などで移送して抑留した。 
収容所に送られた日本人捕虜、すなわち抑留者は、極寒、飢餓、病気に直面   
しながら重労働に従事させられた。抑留中の死亡者は約 5万 5千人に達した。 
抑留開始から 1 年余り経過した 1946 年 12 月 19 日に 「日本人引き揚に関する    
米ソ協定」 が締結され、少人数ずつの引き揚げが開始された。そして 1956 年 12 月 
26 日に最後の引き揚げ者 1025 人が帰還した。その結果、引き揚げ者の総数は   
47万 3千人余りとなった。 
 
なお本稿において、ソヴィエト軍の管理下におかれたポーランド人、ドイツ人、   
および日本人については、軍人・軍属・民間人を問わず、また戦争継続中・戦争   
終結後を問わず 「捕虜」 と表記する。また、軍から引き渡されて捕虜・抑留者業務 
管理局（UPVI）5 などの政府機関の管理下で一時的な収容施設におかれた者も原則
として 「捕虜」 と表記する。そして一時的な収容施設から引き渡されて生産収容所
や個別労働隊などに収容された者を 「抑留者」 と表記する。  
ソヴィエト連邦（ロシア連邦）の文献には、上記定義による捕虜も抑留者も合わせて 
「軍事捕虜」 と表記されている場合が多いが、本稿ではこれらの文献の記載内容を
直接引用する場合に限り、この表記を用いる。 
 
２．日本人捕虜抑留についての研究史 
抑留について記述された日本側の書物はこれまでに数多く出版され、またそれを
テーマとした番組がテレビなどで放送されているが6 、その多くは抑留帰還者の   
個人的な経験や見聞に基づいて記述・作成されたものである。また、このような記録
に基づいて、より広い視点から抑留の実態を明らかにした著作が新聞や雑誌の特集 
記事として紹介され、ノンフィクション文学の作品として出版されてきた。さらに全国 
抑留者補償協議会の斎藤六郎や東京大学の和田春樹のように、抑留問題に多く  
                                                   
4
 Постановление ГКО «О приеме, размещении и трудовом использовании 500.000 
военнопленных японской армии» от 23 августа 1945 г. // Русский архив: Великая 
Отечественная. Советско-японская война 1945 года: история военно-политического 
противоборства двух держав в 30—40-е годы: Документы и материалы. Т. 18 (7—2). М.: 
ТЕРРА, 2000. C. 175-179.（出典：ЦАМО РФ. Ф. 66. Оп. 178499. Д. 1. Л. 593—598. Копия.） 
5
 Управление по делам военнопленных и интернированных (УПВИ), 英語ではUpravlenie po 
Delam Voennoplennykh i Internirovannykhで あり、略称は英語を用いて UPVI とする。 
6
 日本では毎年 8 月 15 日の終戦記念日の前後に戦争に関連するテレビ番組が放送される。2014 年
からはシベリア抑留をテーマとした番組の放送が多くなった。たとえば、NHK スペシャル 「女たちの 
シベリア抑留～語れない記憶～」 2014 年 8 月 12 日放送； ETV 特集 「沈黙を破る手紙～戦後   
70 年目のシベリア抑留～」 2015 年 9 月 5 日放送； ETV こころの時代～宗教・人生～シリーズ  
私の戦後 70年「こころの壁を越える」加藤九祚出演 2015年 9月 19日放送など。 
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存在する未解明の事項について、それまで明らかにされてきた事実や推論から仮説
を提示するような試みも行われてきた7。 これらの記録を総合的に整理することに  
より、抑留の実態を 「抑留された側」 から把握することはできるが、一方で 「抑留 
した側」 の視点が欠落していることは否定できず、抑留をソヴィエト連邦の国内問題
や外交問題と関連づけて把握することは困難である。 
ソヴィエト連邦で 1980 年代後半から具体的な動きが見られるようになった     
ペレストロイカの一環として展開されたグラスノスチによって、抑留に関する当時の 
公文書の一部が公開されるようになると、日本において従来の抑留帰還者の記録に
ソヴィエト連邦側の記録を加えて抑留の全体像に迫ろうとする試みが行われるように
なった。その代表的な例は富田武『コムソモリスク第二収容所』8 であり、実際に   
この収容所に抑留され帰還した旧日本軍兵士の証言と、ロシア連邦国立公文書館、
ハバロフスク地方国立公文書館等に所蔵されている公文書の記録内容とによって、
この収容所における抑留生活と労働使用の実態に迫っている。 
さらに、富田武「日米ソ公文書に見るシベリア抑留」9 では公文書の閲覧から   
明らかになった抑留をめぐるソヴィエト連邦、アメリカ、日本の外交的な動きや、   
特に食糧問題にみられるような当時のソヴィエト連邦の国内状況が抑留者に    
およぼした影響など、新しい視点から知見を提供している。 
2013 年 8 月に刊行された 長勢了治『シベリア抑留全史』10 は 600 ページを   
超える大著であり、第二次世界大戦前のソヴィエト連邦と日本の関係から、大戦後の
抑留の詳細な経過および引き揚げまでを、抑留帰還者の証言と多数の資料の引用
によって解説している。また 2001 年に長勢はヴィクトル・カルポフの「スターリンの  
捕虜たち」11 を翻訳して刊行している。 
一方、ロシア連邦では第二次世界大戦における捕虜についての研究は 1980 年代
後半から始まった。そして 1990 年にガリツキーは公文書の記述に基づいて、捕虜の
数、収容所の数、および収容システムの概要について報告した12。 これに続いて、 
旧ソヴィエト連邦の史料を用いて抑留問題を扱った研究が数多く出版されるように 
なった。2000 年に刊行されたザゴルーリコ『ソヴィエト連邦における軍事捕虜 
 
                                                   
7
 たとえば、和田春樹「日ソ戦争」、原暉之・外川継男編「スラブと日本」（弘文堂、1995）、122～127 
ページや、斉藤六郎『シベリアの挽歌』（終戦史料館出版部、1995）、161ページ など。 
8
 富田武『コムソモリスク第二収容所』（東洋書店、ユーラシア研究所・ブックレット編集委員会、
2012）。 
9
 富田武「日米ソ公文書に見るシベリア抑留」（ロシア史研究会、ロシア史研究 No.90、2012)、66～87
ページ。 
10
 長勢了治『シベリア抑留全史』（原書房、2013）。 
11
 ヴィクトル・カルポフ『スターリンの捕虜たち』、長勢了治訳（北海道新聞社、2001）。 
12
 Галицкий В. П. Вражеские военнопленные в СССР (1941-1945 гг.) // 
Военно-исторический журнал. 1990. № 9. C. 39-46. 
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1939-1956』13 はこの表題に示された期間のソヴィエト連邦地域における外国人  
軍事捕虜の抑留について、公文書および記録資料を基にして包括的にまとめられた、
1000 ページを超える著作である。この著作にはソヴィエト連邦政府による軍事捕虜
の収容、労働使用、戦犯者の処罰、帰還などについて詳細な調査結果と考察が記載
されており、また多数の公文書の記述内容が原文に忠実に引用されている。さらに、
この中には 350件以上の初出史料が含まれている。 
スピリドノフ「クラスノヤルスク地方における日本人軍事捕虜(1945-1948)： 配分、
収容、および労働使用の問題」14 は、クラスノヤルスク国立教育大学における 2001
年の学位論文である。本論文はクラスノヤルスク地方における日本人軍事捕虜   
収容所の体制および運用方法を明らかにすることをテーマとしており、日本人軍事 
捕虜の労働使用、その経済効果、収容所における日本人捕虜の死亡率、埋葬、   
および軍事捕虜と現地の人々との交流についての調査結果とその考察が記載されて
いる。 
マルクドルフ「1943-1948 年の西シベリアにおける外国人軍事捕虜の医療および
労働使用（アルタイ地方の例をもとに）」15 はケメロヴォ国立大学ノヴォクズネツク  
分校から 2008 年に発表された。日本人軍事捕虜の他にドイツ人などの軍事捕虜の
記載がある。公文書に基づいた統計的なデータおよび史料のリストが掲載されており、
その内容はアルタイ地方の軍事捕虜収容所における捕虜の労働使用、および   
特別軍事病院の医療体制についての研究が記載されている。また西シベリア地方の
収容所における軍事捕虜の収容、給食、衣服の補給、警備・保安体制などの軍事 
捕虜への影響について、公文書に基づいた研究の内容が記載されている。 
これまで述べたように、日本人捕虜の抑留および労働使用の問題へのアプローチ
は、日本では抑留者が体験した過酷な待遇や強制的な労働を告発的に述べたもの
が多く、ロシア連邦（ソヴィエト連邦）では当時のソヴィエト連邦政府の内政・外交政策
と結びつけたものが多数を占めている。つまり日本側の研究の視点は主として   
抑留者に向けられているのに対して、ロシア連邦（ソヴィエト連邦）側の研究の視点は
国家の政策に向けられていると捉えることができる。 
このような状況の中から、近年ロシア人研究者の中にも日本側の資料を参照   
しながらロシア連邦で公開された公文書などの一次史料を検証し、これまで解明  
されていなかった事項を明らかにする試みが行われるようになってきた。カタソノワ 
                                                   
13
 Военнопленные в СССР. 1939–1956. Документы и материалы. / Сост.: М.М. Загорулько, 
С.Г. Сидоров, Т.В. Царевская / Под ред. проф. М.М. Загорулько. М.: Логос, 2000. 1120 с. 
14
 Спиридонов, М. Н. Японские военнопленные в Красноярском крае, 1945-1948 гг.: 
Проблемы размещения, содержания и трудового использования: диссерт. ...канд. ист. 
наук. Красноярск, 2001. 306 с. 
15
 Маркдорф, Н. М. Организация лечебного дела и трудоиспользование иностранных 
военнопленных в Западной Сибири в 1943-1948 гг. (на примере Алтайского края) // 
Известия Самарского научного центра Российской академии наук. 2008. Т. 10. № 4, С. 
1131-1140. 
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「ソ連邦指導部による日本軍将兵抑留決定の動機」16 は日本人捕虜が抑留された 
理由として、日本とソヴィエト連邦（ロシア連邦）で提案されてきた 6 つの仮説を取り 
上げ、それぞれについて史料を参照しながら評論したものである。  
また、日本においても横手慎二「シベリア抑留の起源」17 はソヴィエト連邦の労働 
使用の歴史を帝政ロシアにおける刑法犯や政治犯のシベリア流刑と労働教化の  
政策から議論して、ロシア連邦（ソヴィエト連邦）は体制の敵とみなした者に対して  
流刑や労働使用を行うことに心理的な障壁が低く、またそれを実行するための経験と    
ノウハウを持っていたことを示した。 
このように日本人のシベリア抑留と労働使用についての研究は、日本とロシア連邦
において拡がりをみせるようになってきた。しかし、この歴史上の事実については    
解明されていない問題が数多く残されており、その全体像が把握できる状況には  
至っていない。 
未解明の問題のうち重要なものは、「捕虜を家庭に復帰させる」 と明記されている
第 9 項を含むポツダム宣言18 を 8 月 8 日にスターリンが追認したことと、「日本人  
捕虜をソヴィエト連邦領内に移送しない」 とした 8 月 16 日のベリヤ等の電報命令19 
と、日本人捕虜の抑留と労働使用を指示したソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 
No.9898cc20 を 8月 23日にスターリンが発令したことについて、これらが決定された
経緯を示す史料が発見されておらず、これらの関係について解明が進んでいない 
問題である。 
また抑留の最初の段階である、武装解除された日本人捕虜をソヴィエト連邦領内
などの収容所に移送する過程についての検証も殆ど行われていない21。 
 
３．問題の所在 
満洲各地で武装解除された関東軍将兵や軍属などの日本人をソヴィエト連邦が 
連邦領内、モンゴル、北朝鮮に設置された捕虜収容所に移送して抑留し労働使用 
することが、スターリンを議長とするソヴィエト連邦国家防衛委員会によって決定   
されるまでの経緯を明確に示す史料は発見されていない。この経緯を推定する上で
                                                   
16
 E.L.カタソノワ「ソ連指導部による日本軍将兵抑留決定の動機」、（Review of Asian and Pacific 
Studies 特別号、2014）、41～46ページ。 
17
 横手慎二「シベリア抑留の起源」、（法学研究 83巻 12号 2010.12）、29～56ページ。 
18
 アメリカ、イギリス、中華民国が日本に対して無条件降伏を要求した宣言。1945 年 7 月 26 日に  
発表され、同年 8月 8日にソヴィエト連邦のスターリンがこれを追認した。 
19
 ソヴィエト連邦の指導者であるベリヤ、ブルガーニン、アントーノフが連名で極東軍総司令官の   
ヴァシレフスキーに対して発令された命令。 
20
 スターリンが議長を務める当時のソヴィエト連邦の最高意思決定機関の命令。 
21
 抑留帰還者の証言により、移送される側が体験した移送の実態については多数報告されている。
例えば長勢了治『シベリア抑留全史』（原書房、2013）92～101ページには、満洲の集結地から 
ソヴィエト連邦の収容所に移送される日本人捕虜の移送状況が詳細に述べられている。しかし、 
移送の全体像に関する研究やソヴィエト連邦側の史料に基づいた研究については報告例がない。 
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問題を複雑にしている要因は、1945 年 7 月 26 日に発表され、捕虜を帰国させる   
ことを条文の中で明記しているポツダム宣言を同年 8 月 8 日にスターリンが追認して
翌 8 月 9 日に対日参戦したこと、日本がポツダム宣言を受諾した翌日の 8 月 16 日
に内務人民委員のベリヤ、参謀本部総長のアントーノフ、および国防人民委員部  
長官代理のブルガーニンの連名による、捕虜はソヴィエト連邦領内に移送しない旨の
電報命令が極東軍総司令官のヴァシレフスキーに発令されたこと、そして 8 月 23 日
にスターリンがソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898cc として捕虜を     
ソヴィエト連邦領内などに移送して労働使用を行う命令を発令したことなど、国家の
指導者たちが短期間のうちに相反する内容の決定や命令を次々に発令したことに 
ある。 
 
スターリンがポツダム宣言を追認してから満洲における日本人捕虜の移送を命令
するまでの一連の動きの最も一般的な解釈は次の通りであると思われる。すなわち、
スターリンはポツダム宣言を追認した8月8日の時点では、まだ日本人捕虜の抑留を
決定していなかったため、ベリヤ等は 8 月 16 日にポツダム宣言の趣旨に基づいて 
「捕虜をソヴィエト連邦領内に移送しない」 という命令を発令した。その後 8 月 16 日
から 8 月 23 日までの間にスターリンは日本人捕虜の抑留と労働使用を決定した、と
いうものである。しかし、この解釈においては 3つの疑問点が浮かび上がる。 
第 1 の疑問は、スターリンはポツダム宣言を追認した 8 月 8 日の時点で、       
なぜ日本人捕虜の抑留を決定していなかったのか、という点である。この疑問は、      
スターリンが日本人捕虜の抑留を決定していたとするならば、なぜポツダム宣言を 
追認したのか、という疑問と表裏の関係にある。駐英大使を経て外務人民委員代理
となったマイスキーは 1943 年にドイツ人捕虜の抑留と労働使用について国際法の 
立場から検討し、その正当性の根拠を見出してスターリンに報告している22  。    
また、ポツダム会談にはアメリカのトルーマン大統領、イギリスのチャーチル首相と 
共にスターリン書記長も出席した。炭鉱労働者の不足に悩むチャーチルに対して、    
スターリンはドイツ人捕虜を抑留して労働使用することをすすめ、ソヴィエト連邦では
すでにそれを行っていることを語った23。 このことから、スターリンにとって捕虜の  
抑留と労働使用は、国際社会に対して隠すべきものではない、という認識であった 
ことがうかがえる。当時ソヴィエト連邦国内では独ソ戦により労働人口が減少して  
農業や工業の生産力が著しく低下しており、さらにドイツ人抑留者の数も減少して  
                                                   
22
 Жигалов Б. С. И. М. Майский и проблема германских репараций (1943-1945 гг.) // 
Вестник Томского государственного университета. История. 2014. № 1 (27). С. 56-63. 
23
 ポツダム会談における 7 月 25 日、第 9 回会議の議事録による。Советский Союз на 
международных конференциях периода Великой Отечественной войны 1941-1945 гг. 
Сборник документов / М-во иностр. дел СССР. Т. 6. Берлинская (Потсдамская) 
конференция руководителей трех союзных держав ― СССР, США и Великобритании 
(17 июля - 2 августа 1945 г.). М.: Политиздат, 1984. 511 c. 
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労働力不足が深刻な問題となっていた。 
このような状況から、満洲で捕らえた日本人捕虜を抑留して労働使用することは、  
スターリンにとっては当然の選択であったように思われる。 
 
第 2 の疑問は、ベリヤ、アントーノフ、およびブルガーニンは 8 月 16 日に、なぜ   
捕虜を移送しないという命令を出したのか、という点である。先に述べたように、    
スターリンがポツダム宣言を追認したことを踏まえて、その第 9 項に従って捕虜を  
抑留しないことを指示したと推定することも可能である。しかしスターリンが 7 日後の 
8 月 23 日にソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898cc を発令したことから   
考えて、8 月 16 日の時点では捕虜を抑留して労働使用する方針はすでに決定され、
その準備、例えば詳細な捕虜の配分計画の作成や配分先との交渉などを行っていた
と推定される。当時スターリンやベリヤなどの指導者は共にモスクワにおり、情報の
共有や意見交換が十分に可能な状況であったと推察される。スターリンが捕虜の  
抑留と労働使用の準備を行っていたのと同じ時間と空間を共有していながら、     
スターリンの考えと異なるような命令を発令したのはなぜだろうか。 
 
第 3 の疑問はスターリンが日本人捕虜の抑留と労働使用を決定した論理、    
すなわちソヴィエト連邦は日本人捕虜の抑留と労働使用をなぜ行ったのか、     
戦争終結後のソヴィエト連邦において、日本人の抑留と労働使用はどのように意味
づけられたのか、という点である。独ソ戦によるドイツ人捕虜の抑留と労働使用の  
意味については、戦闘により荒廃した国土の復興のために、賠償としてドイツ人捕虜
の労働力を使用した。あるいは侵略者に対する報復と懲罰の意味があったと理解 
することができる。しかし直接的な責任論から考えれば、満洲の日本人捕虜に対して、
ソヴィエト連邦は国土の復興も報復も懲罰も科す理由がない。それでは、どのような
論理によってスターリンは日本人捕虜の抑留と労働使用を決定したのだろうか。 
 
この 3 つの疑問は、ソヴィエト連邦による日本人捕虜の抑留と労働使用について、
それがなぜ決まり、どのように実行に移されたのかを知る上で避けて通ることが   
できない問題であると考えられる。 
さらに、このソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898ccにより 57万 5千人に
およぶ日本人捕虜をソヴィエト連邦領内などに移送する過程において、ソヴィエト  
連邦内務人民委員部に付属した組織である捕虜・抑留者業務管理総局（GUPVI）24 
および極東軍による管理の中で、特に捕虜の健康状態や生命の維持を目的として 
                                                   
24
 Главное управление по делам военнопленных и интернированных (ГУПВИ), 英語では
Glavnoe Upravlenie po Delam Voennoplennykh i Internirovannykhであり、日本で出版される 
書籍や論文では、その略称は英語を用いてGUPVIとされることが多い。脚注5記載の捕虜・抑留者
業務管理局（UPVI）が 1945年 1月 11日に発展改組した組織である。 
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実施された施策とその効果についての検証はこれまで行われていなかった。 
捕虜の移送、抑留、および労働使用において、ソヴィエト連邦の対応はドイツ人 
捕虜に対するものと日本人捕虜に対するものとでは大きく異なっていた。すなわち、
1941 年 6 月 22 日から 1945 年 5 月 8 日までの独ソ戦においてソヴィエト連邦軍は         
約 315 万 5 千人のドイツ人を捕虜として捕え25、その一部を戦線や占領地などから  
ソヴィエト連邦領内に移送した。そして労働可能な捕虜を生産収容所や個別労働隊
などに抑留して労働使用し、それは 1950 年頃まで続いたが、この間に移送の段階も
含めて約 110万人が死亡したといわれている26。 死亡率は実に 35 % にのぼる。 
これに対して、満洲の日本人捕虜 57 万 5 千人に対しては 1945 年 9 月頃から   
移送が開始され、抑留と労働使用の日々が続いた後、帰還がほぼ終了する 1950 年
までに約 5万 5千人が死亡した27。 死亡率は約 10 % である。 
このドイツ人抑留者と日本人抑留者に対するソヴィエト連邦の対応の相異は、  
日本人捕虜の抑留の論理、およびその手法を考察する上で無視することのできない
事実であると考えられる。 
以上述べたように、日本人捕虜の抑留と労働使用という歴史的事実について、    
ソヴィエト連邦がどのような論理に基づいてこれを決定し実行したのかが明確に   
なっていないために、抑留問題を多方面にわたる多くの要因に基づいて正しく理解し、
評価することができないまま現在に至っている。 
  
４．研究課題 
本研究はソヴィエト連邦による日本人捕虜の抑留と労働使用がどのように    
決定されたのかを、主としてソヴィエト連邦（ロシア連邦）側の史料に基づいて考察 
することを研究課題とする。 
この研究課題を検討するために、当時のソヴィエト連邦がすでに持っていた外国人
捕虜の抑留と労働使用の経験と技術、日本人捕虜を抑留し労働使用する決定に    
至るまでのソヴィエト連邦の国内状況および外交状況について、特に独ソ戦による 
人的および経済的な被害とその回復のための施策や、戦争の終結に向けた連合国
                                                   
25 Медведев, С. А. Немецкие военнопленные в СССР в 1941-1956 гг. и формирование 
образа Советского Союза: диссерт. ...канд. ист. наук. Воронеж, 2009. С. 44にて下記の文
献を引用している。 
Böhme K. Die deutschen Kriegsgefangenen in sowjetischer Hand. Eine Bilanz-Die deutschen 
Kriegsgefangenen in der Sowjetunion. Eine Bilanz. ― Miinchen-Bielefeld, 1967. S. 187. 
26
 Безбородова, И. В. Управление по делам военнопленных и интернированных 
НКВД-МВД СССР (1939-1953 гг.): диссерт. ...канд. ист. наук. М., 1997. С. 3にて下記の文献
を引用している。 
Streit Ch. Die Behandlung und Ermorung der sowjetischen Kriegsgefangenen.-Gegen das 
Vergessen: der Vernichtungs Krieg gegen Sowjetunion 1941-1945. ― Frankfurt a.M.,1992. 
S. 92. 
27
 厚生労働省社会・援護局業務課調査資料室の調査による。脚注 2参照。 
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の動きの中で、特にアメリカとの関係に注目しながら検証を行う28。 
そしてポツダム会談での議論、スターリンによるポツダム宣言の追認、対日参戦、
日本人捕虜のソヴィエト連邦領内への移送と労働使用の命令、および移送の実施 
の各過程において、スターリンをはじめとするソヴィエト連邦の指導者の動きや   
発令した命令の意味の解釈を試みるとともに、ドイツ人捕虜の場合との比較を行う。 
これらの検討を通して、日本人捕虜を抑留して労働使用することに対するソヴィエト
連邦の論理について考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
28
 日本人捕虜抑留について当事国である日本とソヴィエト連邦の他にはアメリカがこの問題に関与し、
1946 年 12 月 19 日に 「日本人引揚に関する米ソ協定」 を締結して日本人抑留者の帰還問題に
介入した。中国はソヴィエト連邦から日本人抑留者の引渡しを受け、また投降した日本人兵士を 
直接抑留した。イギリス、フランスは満洲の日本人捕虜の抑留については直接関与しなかった。 
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Ⅱ．本論 
 
第 1章 ソヴィエト連邦における外国人捕虜の抑留 
 
１．ポーランド人捕虜とドイツ人捕虜の抑留 
第二次世界大戦は 1945年 8月 15日に日本が連合国のポツダム宣言を受諾して
無条件降伏したことにより終結した。満洲に駐留していた日本の関東軍は、      
同年 8月 9日に日本に宣戦布告して国境を越えて侵攻してきたソヴィエト連邦極東軍
に対して 8月 15日を過ぎても戦闘を継続していたが、8月 19日になって停戦交渉を 
行って武装解除され、将兵、軍属および民間人が捕虜となった29。 
この日から始まった日本人捕虜に対するソヴィエト連邦の対応について検討する 
とき、これに先立って 1941 年に始まった独ソ戦によるドイツ人捕虜への対応、    
さらには 1939 年のポーランド分割占領によるポーランド人捕虜への対応について、 
その過程を整理しておくことは極めて重要である。日本人捕虜の抑留と労働使用は 
ドイツ人捕虜やポーランド人捕虜の抑留と労働使用の経験の上に実施されたと   
考えられるからである。 
以下にソヴィエト連邦とナチス・ドイツによるポーランドの分割占領によって     
ソヴィエト連邦軍が捕らえたポーランド人捕虜、および独ソ戦によって捕らえたドイツ
人捕虜について、抑留された人数の推移、戦線から収容所までの移送のシステム、
および労働使用の状況について整理する。 
 
２．ナチス・ドイツとソヴィエト連邦によるポーランドの分割占領 
ナチス・ドイツ軍は 1939 年 9 月 1 日、ポーランドへの侵攻を開始した。これに   
対してポーランド軍は国土防衛のための戦いを展開したが、国土の半分以上の地域
をナチス・ドイツ軍に占領された。 
ソヴィエト連邦においては 1939 年 9 月 14 日の共産党の機関紙プラウダに、     
ポーランドは多民族国家であり 60% を占めるポーランド人の他に、ウクライナ人、 
ベラルーシ人、ユダヤ人などの少数民族が人口の 40%を占めること、この中で   
少なくとも 800 万人のウクライナ人と約 300 万人のベラルーシ人が最も大きな少数 
民族であること、これまでポーランド政府はこれらの民族に対して強制的なポーランド
化政策を行ってきたこと、などの記事が掲載された30。 そして 3日後の 1939年 9月  
17 日にソヴィエト連邦軍はナチス・ドイツとの密約に従ってポーランドの国土の東側
に位置する西ウクライナ、西ベラルーシに侵攻して占領した。これらの地域は以前は
                                                   
29
 捕虜となったのは、関東軍将兵や関東軍に関連した軍属の他、満洲国政府に所属する官吏や満蒙
開拓移民なども含まれていた。 
30
 О внутренних причинах военного поражения Польши // Правда, № 255. 14 сентября 
1939 г. C. 1. 
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ソヴィエト連邦の領土であったが 1921年 3月に成立したリガ条約によってポーランド
に割譲された地域であった。この占領によってポーランドの国土はナチス・ドイツ軍と
ソヴィエト連邦軍によって二分割された。そして 1939 年 10 月 1 日のソヴィエト連邦 
政府の決定に伴い、占領されたポーランドの東部地域はソヴィエト連邦の共和国で 
あるウクライナ・ソヴィエト社会主義共和国およびベラルーシ・ソヴィエト社会主義  
共和国に編入され、これらの地域の住民はポーランド国籍から外されてソヴィエト  
連邦国籍が与えられた。これらの地域のソヴィエト連邦への編入を合法化する動きは
さらに続き、10 月 27 日に西ウクライナの人民会議によって、宣言 「西ウクライナに 
おける国家権力について」および「西ウクライナのウクライナ・ソヴィエト社会主義共和
国への加入について」31 が全員一致に採択され、また 10月 29日に西ベラルーシの
人民会議によって、宣言 「国家権力について」 および 「西ベラルーシのベラルーシ・
ソヴィエト社会主義共和国への加入について」32 が全員一致に採択された。この二
つの文書ではポーランド国家が解体されたこと、およびソヴィエト連邦の権力が   
認められたことが宣言された。そして 1939 年 11 月 1 日のソヴィエト連邦最高会議  
ソヴィエト連邦法33 および 1939年 11月 2日のソヴィエト連邦法34 によって、西ウク
ライナおよび西ベラルーシは正式にソヴィエト連邦に編入された。 
 
３．ソヴィエト連邦によるポーランド人捕虜の抑留 
(1) ソヴィエト連邦の捕虜収容システム 
ソヴィエト連邦が大量の外国人捕虜を組織的に抑留したのは 1939年のポーランド
人捕虜に対するものが最初であった 35。  ソヴィエト連邦軍は侵攻を開始した      
直後からポーランド軍将兵を捕らえて捕虜とした。ヤコヴレフの資料集36 に収録   
されている文書には、「ソヴィエト連邦国防人民委員部（NKO）長官の 1939 年 9 月 
                                                   
31
 Декларации Народного Собрания Западной Украины «О государственной власти в 
Западной Украине» и «О вхождении Западной Украины в состав Украинской Советской 
Социалистической республики» // Известия, № 250. 28 октября 1939 г. C. 1. 
32
 Декларации Народного Собрания Западной Белоруссии «О государственной власти» и 
«О вхождении Западной Белоруссии в состав Белорусской Советской 
Социалистической республики» // Известия, № 252. 30 октября 1939 г. C. 1. 
33
 «О включении Западной Украины в состав Союза Советских Социалистических 
Республик с воссоединением её с Украинской Советской Социалистической 
Республикой», Закон от 1 ноября 1939 г., Сборник законов СССР и указов Президиума 
Верховного Совета СССР. 1938 г. - июль 1956 г. / Под ред. к. ю. н. Мандельштам Ю. И. 
М.: Государственное издательство юридической литературы, 1956. С. 21. 
34
 «О включении Западной Белоруссии в состав Союза Советских Социалистических 
Республик с воссоединением её с Белорусской Советской Социалистической 
Республикой», Закон от 2 ноября 1939 г., Сборник законов СССР и указов Президиума 
Верховного Совета СССР. 1938 г. - июль 1956 г. / Под ред. к. ю. н. Мандельштам Ю. И. 
М.: Государственное издательство юридической литературы, 1956. С. 22. 
35
 これ以前の第一次世界大戦中に、オーストリア人とドイツ人の捕虜を抑留した歴史がある。 
36
 Интернет-проект «Архив Александра Н. Яковлева» [Электронный ресурс] // 
URL: http://www.alexanderyakovlev.org/ 
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19 日付けの命令により、ポーランド軍将兵の捕虜は戦線地区からソヴィエト連邦  
内務人民委員部（NKVD）37 に所属する収容所まで軍により特別なルートを使って 
移送され、国境付近に設置された引き渡し局において引き渡された。」 などの記述
がある38。 また、ヴォルゴグラード国立大学のシドロフの学位論文には 「戦線からの
正式な報告によると 1939 年 9 月 17 日から 10 月 2 日まで、ポーランド軍の 1 万     
8 千 789 人の将校を含む 45 万 2 千 536 人が捕虜となった。その捕虜の過半は     
ソヴィエト連邦軍の命令によって解放されたが、残りは NKVDに引き渡すために身柄
を拘束された」という記録もある39。しかし、そのページの脚注で、カティンの森事件に
ついて長年にわたり研究を続けているレベデェワの著書『カティン』を引用し      
「ポーランド軍捕虜 45万人は過大で、約 1万人の将校を含めて 24～25万人程度で
あろう。」 とも述べている。 
1939 年 10 月 3 日のソヴィエト連邦人民委員会議においてベリヤが署名した命令
が発令された40。その内容は、① 西ウクライナ、西ベラルーシ出身の元ポーランド兵
士の捕虜 4万 2千 400人を解放し帰宅させること。 ② ノヴォグラード – リヴィウ間
の道路建設は一部が完成するまで （1939 年 12 月末まで） 2 万 5 千人の収容を継
続すること。 ③ 逮捕されたチェコ人（命令の下書きでは 800 人となっている）を解放  
すること。 ④ ドイツに占領されたポーランド西部地域出身の兵士の捕虜について、
特別な指令があるまでスモレンスク州のコゼリスキー収容所およびスメイ州のプティ      
ヴリスキー収容所に収容すること。 ⑤ 将官、将校、上級の軍人および地位の高い 
国家公務員をヴォロシロヴグラード州のスタロベリスキー収容所に集めること。    
⑥ 諜報員、スパイ、憲兵、刑務所職員、警官をカリニン州のオスタシコフスキー    
収容所に集めること。など、捕虜の具体的な取扱いを命じたものだった。 
これを受けて、同年 10 月中に NKVD は 捕虜受け入れ局 および 捕虜収容所  
から 4 万 2 千 400 人のポーランド人捕虜を解放し、さらにソヴィエト連邦と共に    
ポーランドを分割占領していたナチス・ドイツとの合意に基づいた 10 月 14 日の    
ソヴィエト連邦人民委員会議の決定により、ポーランド国籍の捕虜 4万 2千 492人を
                                                   
37
 Народный комиссариат внутренних дел СССР (НКВД), 英語では Narodnyj Komissariat 
Vnutrennikh Delであり、略称は英語を用いて NKVD とする。 
38
 Распоряжение по прямому проводу Генерального штаба РККА Военным советам БОВО 
и КОВО с изложением приказа наркома обороны СССР о транспортировке и передаче 
военнопленных органам НКВД СССР от 19 сентября 1939 г. Архив Александра Н. 
Яковлева, 
документ № 10: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/1007742 
39
 Сидоров, С. Г. Труд военнопленных в СССР. 1939-1956 гг.: диссерт. ...докт. ист. наук. 
Волгоград, 2001. С. 26. 
40
 Приказ № 001177 Л.П. Берии «Об освобождении военнопленных солдат — чехов, 
белорусов, украинцев и других уроженцев Западной Белоруссии и Западной Украины и 
порядке содержания военнопленных других категорий в лагерях НКВД СССР» от 3 
октября 1939 г. Архив Александра Н. Яковлева, 
документ № 37: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/1007954 и 
документ № 38: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/1007962 
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ナチス・ドイツに引き渡した。これはナチス・ドイツの占領地域出身のポーランド軍  
兵士や、ナチス・ドイツ軍の侵攻から逃れてきたユダヤ人などであった。その結果、
NKVDが管理しているポーランド人捕虜は 13万 242人となった41。 
上記の史料や論文の記述から、1939年当時ソヴィエト連邦が持っていた捕虜収容   
システム、すなわち戦線で捕えた捕虜を収容所に引き渡すまでの過程について、   
その概要を理解することができる。それは、戦線地区で捕えられたポーランド軍将兵
の捕虜はソヴィエト連邦軍によって国境付近に設置された捕虜引き渡し局に連行され、
そこで NKVD が管理する捕虜受け入れ局に引き渡される。そして捕虜受け入れ局 
からソヴィエト連邦領内各地の収容所に送られたが、命令で指定された職務について
いた者は、特定の収容所に送られたということであり、図 1 に示すような構成で   
あったと考えることができる。 
管理の観点からは、戦線地区から捕虜引き渡し局までは軍が管理しており、   
捕えた捕虜の人数の確認を行い、また捕虜を選別して解放することも軍にゆだね  
られていたものと推察される。そして捕虜受け入れ局、およびそこから最終的な   
移送先である収容所までは NKVD の管理となり、受け入れた捕虜の人数の確認、 
捕虜になる前の職務に関する取り調べ、捕虜の解放、ナチス・ドイツへの引き渡し、 
および移送する収容所の決定などを担当していたと考えられる。 
各施設が設置された位置の観点からは、戦線地区に捕虜の収容施設が存在した
という明確な証拠は見つかっていない。しかし、戦線で捕虜を捕えるたびに国境付近
の捕虜引き渡し局に連行することは現実的ではないので、武装解除した捕虜を    
一定期間収容する施設が戦線地区に設けられていたと推定することは困難ではない。     
捕虜引き渡し局が設置されたのは、1939 年 9 月 19 日の NKO 長官命令に記載が  
あるとおり 「国境付近」 であると考えられる。 
NKVD が管理する捕虜受け入れ局は捕虜引き渡し局の近くに設置されたと     
推察される。捕虜の引き渡しと受け入れは、管理の主体が軍から NKVD に代わる  
ことを意味しているが、位置的には近くにある方が便利であり距離を離す意味はない。
しかし、捕虜受け入れ局が複数の引き渡し局から捕虜を受け入れるように設定されて
いる場合には、捕虜引き渡し局と受け入れ局が離れて設置された可能性もある。 
さらにベリヤが署名した 1939 年 10 月 3 日のソヴィエト連邦人民委員会議の命令
では 「捕虜を解放し帰宅させる」  となっているが、西ベラルーシや西ウクライナ   
出身の捕虜の解放・帰宅に際して長距離の移送を行った形跡が全くないことから、 
捕虜受け入れ局からの捕虜の解放はベラルーシやウクライナの近く、すなわち国境
付近で行われたと考えられることも、捕虜受け入れ局が国境付近に設置されていた 
ことを推定する根拠の一つである。  
大量の捕虜が殺害されたカティンの森およびその周辺地域はソヴィエト連邦西端
                                                   
41
 Военнопленные в СССР. 1939–1956. Документы и материалы. С. 26. 
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のスモレンスク州のグニェズドヴォ村の近郊にある。グニェズドヴォ村は州都     
スモレンスク市の約 13 km 西側に位置し、更に約 50 km 西はベラルーシとの国境  
であることから、捕虜の殺害も捕虜引き渡し局や捕虜受け入れ局の周辺で起こったと 
見ることもできる。 
一方、捕虜収容所が設置された場所は 1939 年 10 月 3 日のソヴィエト連邦人民 
委員会議の命令にあるように、スモレンスク州のコゼリスキー収容所、スメイ州の  
プティヴリスキー収容所、ヴォロシロヴグラード州のスタロベリスキー収容所、    
カリニン州のオスタシコフスキー収容所など、ソヴィエト連邦国内の広い範囲に   
わたっていることが明らかである。 
 
(2) ポーランド人捕虜の人数の推移 
先に引用したシドロフの学位論文には 「戦線からの正式な報告」 による捕虜の数 
として 「ポーランド軍の 1 万 8 千 789 人の将校を含む 45 万 2 千 536 人」 「その   
捕虜の過半はソヴィエト連邦軍の命令によって解放されたが、残りは NKVD に    
引き渡すために身柄を拘束された」  と記述されており、そのページの脚注では   
「ポーランド軍捕虜 45万人は過大で、約 1万人の将校を含めて 24～25万人程度で
あろう。」 と述べるなど、その主張が十分な説得力を持って説明されていない。また 
この論文で引用されている 「戦線からの正式な報告」 は、さらに慎重に検討され  
なければならないと思われる。 
この捕虜の人数に関する問題は、先に述べたソヴィエト連邦の捕虜収容システム
を考慮に入れることにより、以下の解釈の可能性が生まれる。すなわち、「戦線から
の正式な報告」  を行ったのはソヴィエト連邦軍であり、軍が管理する戦線地区   
あるいは捕虜引き渡し局でカウントされた捕虜数は 45 万 2 千 536 人であったと    
考えることができる。 
そして軍は人数をカウントした後にその過半を解放し、残りを捕虜引き渡し局から
NKVDが管理する捕虜受け入れ局に引き渡したとの記述から、軍から NKVDに引き
渡された捕虜の数は 45 万 2 千 536 人の半数以下であることがわかる。ここでは   
約半数の 22万 6千人と仮定して以下の計算を試みる。 
NKVDは 1939年 10月 3日のベリヤの署名がついたソヴィエト連邦人民委員会議
の命令を実行して、この 22 万 6 千人と仮定した捕虜の中から 4 万 2 千 400 人の   
ポーランド人兵士を解放し、さらに 4 万 2 千 492 人の捕虜をナチス・ドイツに       
引き渡した。その結果、計算上では約 14 万 1 千人が NKVD が管理している捕虜の
数であると、おおまかに見積もることができる。この見積もりは 『Военнопленные в 
СССР. 1939-1956.』, стр. 26 にある 「NKVD が管理しているポーランド人捕虜は 
13 万 242 人となった。」 との記述に近い数字であり、「ポーランド軍捕虜 45 万人は 
過大で、約 1 万人の将校を含めて 24～25 万人程度であろう」 という、根拠があまり
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明確でないシドロフの推定を参照せずに、史料に記載されている数値を理解すること
ができる。このようにソヴィエト連邦が捕えた捕虜の数を取り扱う際には軍が捕えた
捕虜数と NKVDが把握した捕虜数を分けて理解する必要があると思われる。 
NKVD が管理していたポーランド軍将兵の捕虜 13 万 242 人の中の一部     
（約 1 万 5 千人） は 1940 年 3 月 5 日にスモレンスク州のカティンの森の近くで     
銃殺された。ポーランド人捕虜の殺害はこの後も続き、同年 3 月～5 月の間に上記  
1万 5千人を含めて 2万 1千 857人が殺害された42。 
この事件から約 8 か月後の 1940 年 11 月 2 日に、ベリヤはスターリンに      
「ポーランド人およびチェコ人軍事捕虜についての特別報告」43 と題する極秘文書を 
提出し、捕虜の数について報告した。その内容は 「現在、NKVD 付属の収容所に 
おいて、1 万 8 千 297 人のポーランド人軍事捕虜が収容されている。そのうち、    
将官 - 2、 大佐および中佐 - 39、 少佐および大尉 - 222、 下士官 - 691、下級 
指揮官 - 4022、 兵卒 - 13321人である。全ポーランド軍事捕虜 1万 8千 297人 
のうち、1万 1千 998人はドイツの占領地域の出身である。 
 リトアニアおよびラトビアで抑留され、NKVD に付属している収容所に移送された 
捕虜は 3303人である。 
 その他の捕虜の大半は、指揮官を除いて道路および鉄道の建設作業に使用されて
いる。」 となっている。  
ドイツ占領地域出身の捕虜は、1939 年 10月 14 日に 4 万 2 千 492人がナチス・   
ドイツ側に引き渡されているので、今回の報告にある 1 万 1 千 998 人はその後の  
約 1 年の間に新たに捕虜となった人々であると考えられる。従ってこの報告書の  
1940 年 11 月 2 日の時点で NKVD が管理しているポーランド人捕虜は、1939 年   
10 月 3 日の捕虜の解放および上記のナチス・ドイツへの引き渡を行った後の     
13 万 242 人から、殺害された 2 万 1 千 857 人を差し引いた 10 万 8 千 385 人に、    
新たな捕虜 1 万 1 千 998 人を加えた 12 万 383 人である可能性がある。しかし     
実際にはこの報告書でベリヤは 「NKVD 付属の収容所において、1 万 8 千 297 人
のポーランド人軍事捕虜が収容されている」 と述べている。この差である 10 万余の
消息に関する記録は発見することができなかった。この数はカティンの森付近などで
殺害された 2 万人余に比べて大きすぎるので、殺害されてそれが現在まで明らかに 
されてこなかったとは考えにくく、殺害を示唆する証拠も全く発見されていない。 
ベリヤのこの報告書を注意深く読むと、「現在 NKVD 付属の収容所において、  
1 万 8 千 297 人のポーランド人軍事捕虜が収容されている。」 となっており、NKVD
                                                   
42
 Лебедева Н. С. Катынь: преступление против человечества. М.: АО Издательская группа 
«Прогресс» - «Культура», 1996. С. 35. 
43
 Спецсообщение Л.П. Берии И.В. Сталину о военнопленных поляках и чехах от 2 ноября 
1940 г. Архив Александра Н. Яковлева, 
документ № 135: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/58753 
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付属の収容所に収容されていない捕虜が存在する可能性がある。報告書ではさらに    
「その他の捕虜の大半は、指揮官を除いて道路および鉄道の建設作業に使用されて
いる。」 と記されていることから、次のような推定も可能であると思われる。すなわち、
道路や鉄道の建設作業では工事の進捗に伴って工事現場が移動するので、労働 
使用される捕虜は収容所を出て別の施設に収容されたとすれば、報告書に記載  
された 「その他の捕虜」 は NKVD の管理 から外れて別の施設で管理されて労働 
使用されていた捕虜を意味していると考えることもできる。 
 
４．ソヴィエト連邦によるドイツ人捕虜の抑留 
(1) ソヴィエト連邦の捕虜収容システム 
ソヴィエト連邦軍参謀本部の正式な文書によれば独ソ戦の全期間すなわち  
1941 年 6 月 22 日から 1945 年 5 月 8 日までにおいて、437 万 7千 300 人の敵軍
の将兵が捕虜となった44。 また同期間に捕虜となったドイツ人は315万5千人である  
との報告もある45。 そしてナチス・ドイツが無条件降伏した 1945 年 5 月 8 日から   
4日後の 5月 12日に NKVD長官ベリヤは、報告書46 の中でドイツ人捕虜の総数は  
74 万 7 千 733 人であると述べている。第 1 回の帰還は 1945 年 6 月 15 日付けの  
命令47 によって実施されたので、5 月 8 日以前には帰還した捕虜はいない。       
ソヴィエト連邦軍が捕えた捕虜の数と、NKVDが把握し管理している捕虜の数が合致
しない問題は、既に 1939～1940 年のポーランド人捕虜の人数についての議論の中
で指摘した。これはソヴィエト連邦の捕虜収容施設の構成と、その構成における軍と
NKVD の管理区分など、組織の構造的な問題が大きく作用しているように思われる。
従ってポーランド人捕虜の数を検証した場合と同様、独ソ戦におけるドイツ人などの
捕虜の数を検証する際には、当時のソヴィエト連邦の捕虜収容システムについて  
検証しておくことが重要である。 
図 2に 1943～1945年当時のソヴィエト連邦の捕虜収容施設の構成48 を、図 3に 
1945 年当時の捕虜収容所を管理する組織の構成49 を示す。図 2 によれば戦線で 
捕えられたドイツ軍将兵などの捕虜は 10～12 km 離れた 「連隊および師団分所」 
に連行され、さらに戦線から 25～30 km の距離にある 「軍の受け入れ分所」 に    
移送された。そして労働可能な捕虜が選別されて 「戦線集結分所」 に送られた。 
                                                   
44
 Военнопленные в СССР. 1939–1956. Документы и материалы. С. 10. 
45
 序論で述べたドイツ人研究者による数値。脚注 25参照。 
46
 Докладная записка Л.П. Берии Председателю ГКО И.В. Сталину «О количестве, 
национальном и кадровом составе военнопленных по состоянию на 11 мая 1945 г.» // 
Военнопленные в СССР. 1939–1956. Документы и материалы, документ № 3.33. С. 237. 
47
 Приказ НКВД СССР № 00698 «О мероприятиях по выполнению Постановления ГОКО № 
8921сс от 4 июня 1945 г.» // Военнопленные в СССР. 1939–1956. Документы и материалы. 
Документ № 6.32. С. 614. 
48
 Медведев, С. А. Немецкие военнопленные в СССР. С. 93. から引用。 
49
 Там же. С. 96. から引用。 
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戦線集結分所は戦線から 50～70 km 離れた地域に 1943 年から設置されるように 
なった施設である50。 その主な役割は、移送中の捕虜の減少率、すなわち死亡率を  
抑えることであり、救急処置、休憩、温かい食事の提供、体調管理を行う場所として
使用された。ここまでは軍が管理する施設であるが、捕虜は次に NKVD が管理する  
「戦線受け入れ・移送分所」 に引き渡された。この施設は戦線から 100～120 km の 
地域に設置された。その機能は捕虜を種々の収容所に配分することであり、その  
配分先は、捕虜を労働使用するための後方収容所や生産収容所、捕虜の健康状態
や階級に適合させた健康促進収容所や将校専用収容所、および NKVD の作戦立案
施設などであった。 
図 3 によれば、捕虜は最終的には図の中に記載されている生産収容所や個別  
労働隊に引き渡されて抑留された。捕虜の収容や配分について中心的な役割を  
果たしていたのは NKVDに付属した組織である GUPVIであった。 
図2および図3から明らかなように、ソヴィエト連邦軍は戦線で捕らえた捕虜を軍の 
組織である 「連隊および師団分所」、「軍の受け入れ分所」、および  「戦線集結   
分所」 に一時的に収容しながら順次移送していった。その過程で人数の確認などの
基本的な調査・記録が行われたものと考えられる。ソヴィエト連邦軍が独ソ戦の   
全期間で捕えたドイツ人捕虜の数 315万 5千人は、このようなシステムによって把握
されたものであると思われる。 またNKVD長官であるベリヤが 1945年 5月 12日に     
行った報告では、ドイツ人捕虜の総数は 74万 7千 733人となっており、その差である    
約 240 万 7 千人についての記録が明らかになっていない。これらの捕虜の消息には
以下の二つの可能性が考えられる。 
第一の可能性は、捕虜が軍の管理する 「戦線集結分所」 から NKVDの管理する
「戦線受け入れ・移送分所」 に引き渡され、さらにソヴィエト連邦各地に設置された 
収容所などに移送されて労働使用される過程で、GUPVIの管理から外された可能性
である。図 2 に示すように、軍が捕らえた捕虜は GUPVI が管理する収容所などの  
他に、NKO が管理する 「個別労働隊」 や、州や共和国などの地方が管理する  
「個別労働隊」 にも配分された可能性があるので51 、捕虜の総数 315 万 5 千人の 
中でベリヤの報告に記された捕虜数 74 万 7 千 733 人は軍が捕らえた捕虜の中の
GUPVI が管理する収容所などに引き渡された捕虜の数に限られていた可能性が  
ある。従って、記録が明らかでない 240万 7千人の捕虜は、GUPVIの管理ではない 
「個別労働隊」 などに引き渡されたものと考えることができる。 
                                                   
50
 Галицкий В. П. Вражеские военнопленные в СССР (1941-1945 гг.) // 
Военно-исторический журнал. 1990. № 9. С. 42-43. 
51
 Приказ НКВД СССР № 00398 «О вывозе военнопленных из лагерей и приемных пунктов 
прифронтовой полосы» от 1 марта 1943 г. // Военнопленные в СССР. 1939–1956. 
Документы и материалы. Документ № 2.12. С. 97–103.（出典：ГА РФ. Ф. 9401. Оп. 1. Д. 
637. Л. 148–159. Подлинник.） 
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第二の可能性は、ドイツ人将兵などが捕虜となって戦線地区から、連隊および  
師団分所、そして戦線集結分所まで、軍の施設の間を移送される過程で捕虜の人数
としてカウントされ、その後に病死または殺害された可能性である。ソヴィエト連邦軍
は捕えたドイツ人捕虜を極めて厳しく取り扱ったことはよく知られている事実であり、
1943 年からは移送中の捕虜の死亡率を抑えるために戦線集結分所が設置された 
ほどである52。 実際には第一の可能性と第二の可能性が並行して起きたものと   
考えられる。 
 
(2) 独ソ戦の経過とドイツ人捕虜の人数の推移 
 ナチス・ドイツの総統ヒトラーとソヴィエト連邦の書記長スターリンは 1939 年     
8 月 23 日に不可侵条約を締結した。しかし 1941 年 6 月 22 日の早朝 3 時 30 分、  
ナチス・ドイツ空軍がベラルーシ、ウクライナ、リトアニアの都市を攻撃し、4 時からは
陸軍の北方軍集団、中央軍集団、南方軍集団がそれぞれ国境を越えて侵攻を開始
した。こうして始まった独ソ戦のナチス・ドイツ側の兵力は、153 師団、戦車 3712 両、
戦闘機 4950機など膨大で、砲兵もほぼ 2倍の規模であった53。 
独ソ戦をソヴィエト連邦軍が捕らえたドイツ人捕虜の人数と、その捕虜の管理の  
側面から検証すると、三つの期間に分けることができる。 
 
① ドイツ人捕虜の数が比較的少なかった時期： 独ソ戦の初期（1941 年 6 月 22 日
～1942年末） 
この期間には突如国境を越えたナチス・ドイツ軍がソヴィエト連邦領内を侵攻して
モスクワやレニングラードを包囲した過程、その後のモスクワ攻防戦でソヴィエト連邦
軍が勝利した過程、さらにソヴィエト連邦軍が全戦線で総反撃を開始した過程が  
含まれる。 
戦争初期のナチス・ドイツ軍の進撃速度は速く、短期間のうちにベラルーシの   
ミンスクが陥落し、ブレスト要塞も壊滅した。またウクライナのキエフ、オデッサ、   
ハリコフ、そしてロシア西部のスモレンスクにおいてもソヴィエト連邦軍は退却を   
重ねた。1941 年 10 月から始まったモスクワの戦いは、双方ともに投入された戦力と
受けた損失に関して独ソ戦における最大の戦いの一つであった。ナチス・ドイツ軍は
1941 年 10 月 14 日にはヴォルガ川を渡り、モスクワとレニングラードを結ぶ鉄道を 
切断してクレムリンに 10 kmまで迫った。これに対してソヴィエト連邦軍は 12月初旬 
から冬季大反攻を開始してナチス・ドイツ軍をモスクワ正面から後退させることに  
                                                   
52
Приказ НКВД СССР № 001575 «Об организации новых фронтовых 
приемно-пересыльных лагерей военнопленных» от 26 сентября 1943 г. // 
Военнопленные в СССР. 1939-1956: Документы и материалы. С. 113-116. 
（出典：ГА РФ. Ф. 9401. Оп. 1. Д. 674. Л. 270–275. Подлинник.） 
53
 Жуков Г. К. Воспоминания и размышления. М.: Вече, 2015. С. 206. 
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成功した。1942 年になるとナチス・ドイツは生産力の限界から広大な戦線で物資を 
補給することが困難な状況となった。その結果、夏季攻勢は限られた戦力による   
ものとなり、多くの作戦で目的を達成することができなかった。1942 年 7 月 28 日に 
スターリンはソヴィエト連邦国防人民委員命令 No. 227「赤軍における規律および  
秩序強化の対策、および戦場からの無断撤退の禁止について」54、後に赤軍兵士に
よって 「一歩も下がるな ! 」 と名付けられた命令、を自らの署名をつけて発令し、 
全戦線における徹底的な抵抗を命じた。そして 11 月にはソヴィエト連邦軍の反撃に 
より、スターリングラードでナチス・ドイツ軍など 33万人を包囲した。 
独ソ戦の開始から 1942 年末までの期間でナチス・ドイツ軍などの将兵の捕虜は    
1万 9千 782人となった55 。 
  
② ドイツ人捕虜の数が急激に増加した時期：  スターリングラード攻防戦から    
ソヴィエト連邦の勝利まで（1943年始め～1945年 5月 8日） 
この期間にはスターリングラード攻防戦（1942 年 7 月 17 日～1943 年 2 月 2 日）
で最終的にソヴィエト連邦軍が勝利した過程、その後の戦いにおいて全般的に     
ソヴィエト連邦軍が優勢になった過程、敗走するナチス・ドイツ軍を追撃してソヴィエト
連邦軍が国境を越えてドイツに侵攻し、ナチス・ドイツが無条件降伏するまでの過程
が含まれる。 
スターリングラード攻防戦終結後、この戦闘により 15 万人余のナチス・ドイツ軍  
などの将兵が捕虜となったが、激しい戦闘を終えて収容施設に移送された多くの  
捕虜は栄養失調や凍傷などで衰弱しており、さらに精神的も大きなダメージを受けて
いたという複数の記録がある。この時期は戦線で捕えた捕虜を 「連隊および師団  
分所」 や 「軍の受け入れ分所」 などに移送するための手段が整っていなかった  
ために徒歩で移動させられることが多く、後に  Todesmärsche （死の行進）  と    
言われたように、移送中に死亡する捕虜が非常に多かった56。また、軍の貨物列車が
使用されることもあったが、寒冷への対策が殆ど考慮されなかったことが多く、     
ここでも死亡者が続出した。さらに移送先である収容施設も混乱しており、食糧不足
が慢性化し、衛生管理や医療体制が全く不十分であった。捕虜はそのような環境の
中で厳しい労働に駆り立てられ、死亡する者が多かった。 
 
 
                                                   
54
 «О мерах по укреплению дисциплины и порядка в Красной Армии и запрещении 
самовольного отхода с боевых позиций». Русский архив: Великая Отечественная, 
Приказы народного комиссара обороны СССР. 22 июня 1941 г. – 1942 г. М.: ТЕРРА, 1997. 
Т. 13 (2-2). С. 276-279. 
55
 Галицкий В. П. Вражеские военнопленные в СССР (1941-1945 гг.) // 
Военно-исторический журнал. 1990. № 9. С. 40. 
56
 Медведев, С. А. Немецкие военнопленные в СССР. С. 91. 
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ヴォロネジ国立大学のメドヴェデェフは彼の学位論文の中でソヴィエト連邦内務 
人民委員部の報告書に基づき、「1943 年 2 月末時点でソヴィエト連邦に抑留され  
労働使用されていたドイツ人捕虜 25 万 6 千 918 人は、同年 6 月 1 日までに 7 万     
5千 568人まで減少した。」57 と述べている。すなわち、この 3 ヵ月間のドイツ人捕虜
の死亡率は 70.6% ということになる。このときの捕虜の主な死亡原因は栄養失調 
（全死亡者の 50%）および結核 （25%） であった。さらにメドヴェデェフはドイツ人  
研究者ボーメの著書を引用して 「スターリングラードの戦いで捕虜となったパウルス
元帥率いる第 6軍の 9万 1千人のうち 6千人のみが生き残った。」58 と述べている。
このデータからは捕虜の死亡率は約 93%であったことがわかる。 
 
③ ナチス・ドイツの降伏に伴って武装解除されたナチス・ドイツ軍将兵が捕虜と   
なった時期： 独ソ戦終結後（1945年 5月 8日以降） 
既に述べたように、ナチス・ドイツが無条件降伏した 1945 年 5 月 8 日から 4 日後
の 5月 12日のベリヤの報告では、ドイツ人捕虜の総数は 74万 7千 733人となって
いた。また、ひと月足らず後の 6 月 6 日の報告ではドイツ人捕虜の総数は 185 万    
5 千 38 人であり、更に 3 週間余り後の 6 月 27 日の GUPVI 第 2 部の部長である   
ブロンニコフの報告では、ドイツ人捕虜数を 183万 6千 315人としている59。 捕虜の
人数の確定や報告書の作成に要する日数を見込むと、5 月 12 日の報告 74 万 7 千
733 人は 5 月 8 日以前、すなわちナチス・ドイツが降伏する前の捕虜の数であったと
考えられる。そして 6月 6日の報告 185万 5千 38人はナチス・ドイツ軍の武装解除
により 110万人以上が新たに捕虜となったことを示していると考えられる。 
 
1945 年 6 月 15 日のソヴィエト連邦内務人民委員部命令、No.00698「1945 年   
6月 4日付けのGKO決定 No. 8921の実行の対策について」60 によれば NKVDは
兵士および下士官からなる第 1回目の帰還者の部隊 22万 5千人を後方収容所から
帰還させた。この帰還者は、長時間労働ができない者、傷病兵、栄養失調が悪化した
                                                   
57
 Там же. С. 91 （出典：Будко А. А. Опыт следования законам и обычаям войн при 
медицинском обслуживании раненых и больных немецких военнопленных в период 
Второй мировой войны // Трагедия войны – трагедия плена. М., 1999. С. 60.） 
58
 Там же. С. 90. にて下記の文献を引用している。 
Böhme K. Die deutschen Kriegsgefangenen in sowjetischer Hand. Eine Bilanz-Die 
deutschen Kriegsgefangenen in der Sowjetunion. Eine Bilanz. ― Miinchen-Bielefeld, 1967. 
S. 18. 
59
 Справка начальника 2 отдела ГУПВИ НКВД СССР А.Н. Бронникова на имя заместителя 
начальника ГУПВИ НКВД СССР Н.Т. Ратушного «О количестве, национальном и 
кадровом составе военнопленных, попавших в лагеря ГУПВИ в ходе Великой 
Отечественной войны 1941–1945 гг.» // Военнопленные в СССР. 1939–1956. Документы 
и материалы. Документ № 3.33. С. 237. 
60
 Там же. Приказ НКВД СССР № 00698 «О мероприятиях по выполнению Постановления 
ГОКО № 8921сс от 4 июня 1945 г.». Документ № 6.32. С. 614-617. 
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患者、結核の患者のみに限定され、その選別は NKVD特別委員会が行っていた。 
続いて 1945 年 8 月 10 日にベリヤがスターリンに戦線収容所から 41 万 8 千人、
および後方収容所から 29 万人、合計 70 万 8千人を帰還させることについての議案
を提出し 8 月 13 日に可決された。この議案を基にして、ソヴィエト連邦内務人民   
委員部が命令 No.00955「NKVDに所属する収容所および特別軍事病院からの一部
の軍事捕虜の解放について」61 を発令した。そしてこの時もドイツ人の傷病兵、   
およびドイツ人以外の捕虜などを選んで帰還させた。 
このようにして 1945 年末までに 101 万 5 千 749 人のナチス・ドイツ軍などの    
捕虜を解放し帰還させた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
61
 Там же. Приказ НКВД СССР № 00955 «Об освобождении части военнопленных из 
лагерей НКВД и спецгоспиталей». Документ № 8.2. С. 763-765. 
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第２章 日本人捕虜抑留の決定 
 
１．日本人捕虜の労働力を必要としたソヴィエト連邦の国内問題 
(1) 人口の減少による労働力の不足 
ソヴィエト連邦軍は 1943 年から本格的な反撃に転じ、各地でナチス・ドイツ軍を 
打ち破るようになった。そして 1944年 6月 22日に発動された最大の反撃作戦である
バグラチオン作戦により、同年 7 月末ごろまでには国境を回復し、ポーランドに進撃 
してさらにドイツ領内を目指して追撃を継続した。やがてナチス・ドイツは自国の領土
をソヴィエト連邦をはじめ、アメリカ、イギリス、フランスなどの連合国軍に制圧され、
1945年 5月 8日に無条件降伏した。 
 
独ソ戦によるソヴィエト連邦の人的被害は膨大であった。確定的なデータは存在 
しないが、クリヴォシェエフの大祖国戦争における人的喪失に関する最新の著書によ
れば、軍人および民間人を合わせた戦死者の総数は、およそ 2660万人であった62。 
1940 年 4 月にイズヴェスチヤ紙に掲載された正式な数値によれば、1939 年の  
ソヴィエト連邦の人口は 1億 7012万 6千人であった63。 
また、ソヴィエト連邦の人口に関する研究によれば、独ソ戦が開始される直前の
1941年半ばの人口は 1億 9671万 6千人で、そのうち男性は 9433万 8千人、女性
は 1億 237万 8千人であった64。 そして独ソ戦が終結した後の 1946年始めの人口
は 1億 7054万 8千人となり、そのうち男性は 7436万 4千人、女性は 9618万 4千
人であった。このうち独ソ戦の期間に生まれた人数を差し引いた、すなわち 1941 年  
半ばまでに生まれた者の数は 1 億 5945 万 6 千人であり、そのうち男性は 6878 万   
3 千人、女性は 9067 万 3 千人であった。従って独ソ戦中に死亡し、またはソヴィエト
連邦の国境外に移送された者は 3720 万人ということになる。この中で独ソ戦とは  
無関係の死、いわゆる自然死は、1190 万人と推定されるので、独ソ戦による死亡者
およびソヴィエト連邦外に移送された者は 2530 万人ということになる65。 これは   
独ソ戦直前の 1941年半ばの人口 1億 9671万 6千人の 12.9% にあたり、1946年
始めの人口は 1939年の人口のレベルまで低下したことになる。 
1939 年 1 月のソヴィエト連邦陸軍および海軍の将兵の数は 210 万 233 人で   
あった66。 従って独ソ戦の全期間に死亡した者およびソヴィエト連邦から国外に移送
                                                   
62
 Г. Ф. Кривошеев и др. Великая Отечественная без грифа секретности. Книга потерь. 
Новейшее справочное издание. М.: Вече, 2014. С. 43. 
63
 Облик великого народа // Известия, № 99. 29 апреля 1940 г. C. 1-2. 
64
 Андреев Е.М., Дарский Л.E., Харькова Т.Л. Население Советского Союза, 1922-1991. 
РАН, М.: Наука, 1993. С. 74. 
65
 Там же. С. 75. 
66
 Там же. С. 31.（出典：РГАЭ. Ф. 1562. Оп. 329. Ед. хр. 256. Л. 39; ед. хр. 277. Л. 68, 138, 
148.）. 
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された者 2530 万人のうち、ソヴィエト連邦軍の将兵の数約 210 万人を差し引いた
2320 万人は元々ソヴィエト連邦軍の将兵ではなかった人々ということになる。実際 
にはソヴィエト連邦軍の将兵 210 万人余の全てが死亡または国外に移送されたわけ 
ではないので、元々ソヴィエト連邦軍の将兵でなかった人々の死亡者や国外へ移送
された者の数は 2320 万人以上ということになる。この人々の多くは農民や工業   
労働者、あるいはこれらの労働者が 1939年以降に従軍した兵士であると考えられる。 
従ってソヴィエト連邦の人口減少の中の 2320 万人は、労働人口の減少とみることが    
できる。ただし、この中には子供や老人など、労働することができない人々も含まれて
いる。 
図 4に 1940年から 1945年までの労働可能なコルホーズ農民および工業労働者
の数の変化を示す67。この図から明らかなように、独ソ戦の前の年である 1940 年の   
コルホーズ農民の数は 2880 万人であったが、独ソ戦が始まった 1941 年には  
2580万人、スターリンが全戦線における抵抗を命じた 1942年には 2350万人となり、
1940 年から 530 万人減少した。工業労働者についても 1940 年の 1000 万人から
1942年には 550万人となり、450万人減少した。従って 1942年までの農業と工業の
労働者の減少は 980 万人となった。この減少分の多くはソヴィエト連邦軍に従軍し、
ナチス・ドイツ軍によって殺害され、或いは捕虜としてソヴィエト連邦内から移送された
ものと考えられる。これにより農業と工業の生産力が大幅に低下したことは容易に 
想像できる。 
コルホーズ農民数はその後も減少を続け、1943 年から独ソ戦が終結した 1945 年 
までに 820 万人減少した。従って 1940 年から 1945 年までの総計では 1530 万人  
減少して 1350万人となり、農民として残ったのは 47%に過ぎなかった。 
工業労働者については、すでに述べたように 1942 年には 550 万人まで減少   
したが、1944 年には 90 万人増加して 640 万人となり、1945 年にはさらに 80 万人 
増加して 720万人となった。 
1943 年にはソヴィエト連邦軍の本格的な反撃が開始されてナチス・ドイツ軍が  
劣勢になったが、これ以降コルホーズ農民の減少はさらに拡大した。その減少分は    
ナチス・ドイツ軍を追撃するソヴィエト連邦軍を増強するための従軍と、コルホーズ 
農民の農場から工場への移行によるものであったと考えられる。すなわち工業   
労働者の 170 万人の増加はコルホーズ農民が移行したものであると推察される。     
工業労働者は兵器の生産など、戦争の遂行にとって必要不可欠であり、常に    
一定以上の生産力を確保するためには、工場の定員を下回ることはできない。 
                                                   
67
 Филатов, И. А. Труженики тыла в годы Великой Отечественной войны 1941-1945гг.: На 
материалах Таловского района Воронежской области: диссерт. ...канд. ист. наук. 
Воронеж, 2002. 179 с. （出典：Великая Отечественная война 1941-1945. Энциклопедия. 
М.: Советская энциклопедия, 1985. С. 380, 381, 600）. 
図はこれらのデータから筆者が作成した。 
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コルホーズ農民数と工業労働者数の調整により、ソヴィエト連邦は兵士の数や  
兵器の生産量を増強させて戦力を高め、独ソ戦に勝利した。しかしその結果として 
コルホーズ農民数が大幅に減少した。その減少は農産物の生産量の減少に直結し、
1945年にはソヴィエト連邦は深刻な食糧不足に陥った。 
 
(2) 外国人捕虜の労働使用 
ポーランド人捕虜の労働使用： 
1940年 11月 2日にベリヤはスターリンに 「ポーランド人およびチェコ人軍事捕虜
についての特別報告」 と題する極秘文書を提出し、捕虜の数について報告した   
ことは既に述べた。その報告の中には  「現在 NKVD 付属の収容所において、    
1 万 8 千 297 人のポーランド人軍事捕虜が収容されている。」 「その他の捕虜の  
大半は、指揮官を除いて道路および鉄道の建設作業に使用されている。」  と    
記されている。またシドロフの論文には  「ソヴィエト連邦における捕虜の       
労働は 1939 年秋から開始された。そして 2.5～3 万人の元ポーランド軍の兵士が、
ほぼ 2 年間にわたって労働使用された。ソヴィエト連邦とポーランドの間は戦争   
状態が宣言されなかったため、捕虜は国際法の規定に従うことなく扱われた」と記載
されている68。 
捕虜の労働使用を示す史料としては 1939 年 10 月 14 日に作成された UPVI と
鉄鋼工業人民委員部との、捕虜の貸し出しについての同意書が残されている。この
同意書によれば、鉄鋼工業人民委員部が 1 万 250 人の捕虜の貸し出しを要求し、 
UPVI がこれに応じたことが記載されている69。 また 1941 年 6 月 22 日までに      
2 万 7 千 435 人のポーランド人捕虜がソヴィエト連邦の各地に設置された収容所に 
収容され、その多くは道路などの建設現場や鉄鋼工業などの人民委員部に所属した
企業で労働使用されていたという記録もある70。このように捕虜収容所は多数の捕虜
を抑留して工事現場や工場に貸し出すシステムを持っていた。 
 
ドイツ人捕虜の労働使用：  
ドイツ人捕虜の労働使用は独ソ戦中においてはソヴィエト連邦の軍事力を     
維持・向上させることを目的として、戦後においてはソヴィエト連邦の経済を復興   
させることを目的として積極的に推進された。労働力の対象となったドイツ人は   
                                                   
68
 Сидоров, С. Г. Труд военнопленных в СССР. С. 4. 
69
 Протокол соглашения между УПВ НКВД СССР и Наркоматом черной металлургии СССР 
об использовании военнопленных на предприятиях отрасли от 14 октября 1939 г. Архив 
Александра Н. Яковлева, 
документ № 57: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/1008092 
70
 Приказ № 0315 народного комиссара внутренних дел Союза ССР «О строительстве 
дороги Новоград-Волынский — Ровно — Дубно — Львов» от 25 сентября 1939 г. Архив 
Александра Н. Яковлева, 
документ № 24: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/1007884 
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下記のように分類することができる。 
①  ソヴィエト連邦軍と戦ったドイツ人将兵の捕虜 
独ソ戦の開始から 1942 年末まで、すなわちモスクワの戦いが始まって 3 ヵ月ほど
経過した時点で、ナチス・ドイツ軍兵士などの捕虜の総数は 1 万 9 千 782 人      
でしかなかった71。第１章で述べたシドロフの学位論文には 「将校を除く労働可能な   
ドイツ人および他の敵軍の捕虜は、労働力として 1942 年から使用され始めた」    
ことも述べられている72。 
既に述べたようにドイツ人捕虜の死亡率は非常に高かった。捕虜の主な死亡   
原因は栄養失調および結核であったが、質・量ともに極めて不十分な給食による  
栄養状態の悪化と、厳しい労働による体力の消耗が死亡率を高めた要因となった  
ことは明らかである。その他の要因としては、移送手段の不足（収容所まで徒歩での
移動）、収容所の整備の不完全さ（防寒設備の不足や不潔な環境）、医療スタッフの
不足、などが挙げられており73 、ソヴィエト連邦がドイツ人捕虜をいかに厳しく取り  
扱ったかをうかがい知ることができる。従って、このような環境に置かれたドイツ人  
捕虜は、たとえ死亡していないとしても労働力として適した肉体的な条件を保つことは
困難であったと思われる。それでもドイツ人捕虜の労働使用は積極的に推進された。
シドロフは先の論文の中に 「1945 年の初めには 40 万人余りの捕虜がソヴィエト  
連邦の 32の省に付属した企業および建設現場で働いていた。」 と記載している74。 
 
② ソヴィエト連邦内におけるドイツ人強制移住者  
ナチス・ドイツ軍の侵攻に対してソヴィエト連邦軍が各地で後退を繰り返して    
いた 1942 年 1 月 10 日に、ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.1123cc「徴兵  
年齢 17 歳から 50 歳までのドイツ人移住者の使用の順序について」75 が発令され、  
ポーランドなどの占領地域からソヴィエト連邦領内に強制的に移住させたドイツ国籍
の男性の合理的な労働使用のため下記のことが命令された。 
「労働可能でノヴォシビルスク州、オムスク州、クラスノヤルスクとアルタイ地方、 
およびカザフ・ソヴィエト社会主義共和国に移住させた年齢 17 歳から 50 歳までの  
ドイツ人男性全員について、12 万人の労働大隊を組織して戦争の全期間にわたって
動員すること。そのうち： 
a) ソヴィエト連邦内務人民委員部に：   
                                                   
71
 Галицкий В. П. Вражеские военнопленные в СССР (1941-1945 гг.) // 
Военно-исторический журнал. 1990. № 9. С. 40. 
72
 Сидоров, С. Г. Труд военнопленных в СССР. С. 5. 
73
 Медведев, С. А. Немецкие военнопленные в СССР. С. 91-92. 
74
 Сидоров, С. Г. Труд военнопленных в СССР. С. 5. 
75
 Постановление ГОКО № 1123сс «О порядке использования немцев-переселенцев 
призывного возраста от 17 до 50 лет» от 10 января 1942 г. Архив Александра Н. 
Яковлева, документ № 3.67: http://www.alexanderyakovlev.org/fond/issues-doc/1022067 
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森林伐採のため 45,000人 
バカルスク工場建設のため 35,000人 
b) 交通人民委員部に： 
スタリンスク - アバカン、スタリンスク - バルナウル間の 
鉄道建設のため 40,000人 
を引き渡すこと。」 
1942年 10月 14日のソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No. 2409cc「ソヴィエト
連邦と戦っている国々の他民族（筆者注：ドイツ人ではない民族）の国民に対する、 
国家防衛委員会決定 No.1123cc および No.1281cc の適用について」76 によって、     
ソヴィエト連邦内で労働使用するため動員する外国人としては、ドイツ人男性の他に、
「ルーマニア人、ハンガリー人、イタリア人、フィンランド人を適用する」  ことが命じ   
られた。これらの人々はソ連と戦った枢軸国の国民であった。 
 
③ ソヴィエト連邦軍が占領した地域の住民 
1945年 1月から 4月まで、ルーマニア、ユーゴスラビア、ハンガリー、ブルガリア、
チェコスロヴァキアから、20万 5千～20万 8千人余り（うち、女性 5万人余りを含む）
のドイツ国籍および上記の国の国籍の人々がソヴィエト連邦内に移送され抑留   
された。彼らの収容所における収容状況および労働使用の状況はナチス・ドイツ軍 
将兵の捕虜とほぼ等しい扱いであった77。 
また 1945 年 2 月 3 日のソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.7467cc「第一     
ベラルーシ戦線、第二ベラルーシ戦線、第三ベラルーシ戦線および第一ウクライナ 
戦線の地域における、ドイツ人の動員について」が発令された78。独ソ戦終結の    
約 3か月前に出されたこの決定では下記のことが命じられた。 
ソヴィエト連邦軍がポーランドおよびドイツ国内を侵攻するにつれて、軍の後方  
にはナチス・ドイツの指令機関および諜報機関に所属する、かなりの数の諜報員や   
宣伝活動員が残されている。その諜報員などの活動により、ソヴィエト連邦軍の将兵
に対する侵攻地域の住民のテロ行為、破壊工作などが行われることを防ぐため、   
「年齢 17 歳～50 歳、労働可能で、武器の取り扱いができるドイツ人の男性を動員  
すること。」 また、「ナチス・ドイツの軍隊または国民突撃隊 (Volkssturm 「ドイツ   
                                                   
76
 Постановление ГОКО № 2409сс «О распространении постановлений ГОКО № 1123сс и 
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市民軍」) に入隊したことが確認されたドイツ人は軍事捕虜として取扱い、軍事捕虜    
収容所に移送すること。さらに、その他に動員されたドイツ人から 750～1200 人の  
労働大体を組織し、ソヴィエト連邦内の労働現場で使用すること。（ウクライナ、     
ベラルーシ共和国に優先的に移送すること。）」 などが命じられた。 
このような史料の記録から、ナチス・ドイツ軍などの将兵の捕虜や移住者などを 
積極的に労働使用することによって国内の生産力を高めようとするソヴィエト連邦 
政府の意識がうかがわれる。しかし 1942 年にほぼ最大生産量に達したと言われる 
ソヴィエト連邦の軍需産業において、この時期に動員された労働者は 85 万 3 千人  
であり79、その中で労働使用されたナチス・ドイツ人将兵などの捕虜は 1 万 9 千 782
人で、労働者全体の 2.3% に過ぎなかった。従ってドイツ人捕虜がソヴィエト連邦の
労働力について重要な役割を果たしたとは考えにくい。 
ソヴィエト連邦によるドイツ人捕虜の取り扱いや労働使用は、捕虜の死亡率の  
高さから報復および懲罰的な意識が強かったように思われる。従って労働成果の  
観点からは、捕虜の人数に比べてさらに低かったように思われる。 
しかしながら、捕虜の低い労働生産性は独ソ戦終結後のソヴィエト連邦にとって 
見過ごすことができない問題であったと思われる。この経験が 1945 年 8 月以降の 
極東における日本人抑留者の労働使用に大きな影響をおよぼしたと考えられる。 
 
２．日本人捕虜抑留に関するソヴィエト連邦の外交 
ソヴィエト連邦と日本は互いにシベリアと満洲との国境沿いに軍隊を駐留させて 
いた。1939 年には大規模な国境紛争であるノモンハン事件（ソヴィエト連邦側呼称： 
ハルハ河の戦闘）を引き起こし、同年 9 月 15 日にモスクワで締結された停戦協定を 
経て、1941 年 4 月 13 日に日ソ中立条約が調印された。しかしその後においても、  
国境付近で互いの軍隊の駐留を継続した。 
1941 年 6 月 22 日に始まった独ソ戦において、1943 年秋のスターリングラード   
攻防戦でソヴィエト連邦軍が勝利してから、その後の戦いにおいて全般的に     
ソヴィエト連邦軍が優勢となった。この年、日本とアメリカとの戦いにおいては    
南太平洋でアメリカの反攻が本格化し、その後の戦いにおいて全般的にアメリカ軍が
優勢となった。この時期にアメリカのルーズベルト大統領、イギリスのチャーチル首相、
ソヴィエト連邦のスターリン書記長によるテヘラン会談 （1943 年 11 月 28 日～   
12月 1日） が開かれた。この会談の主な議題はナチス・ドイツ降伏後のヨーロッパの
秩序の構築に関するものであったが、ソヴィエト連邦の即時の対日参戦についても 
ルーズベルトとチャーチルがスターリンに要請した。しかしスターリンは、独ソ戦が  
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継続中であることを理由としてその要請を受け入れず、ナチス・ドイツ降伏後に   
参戦することを提案した80。  そしてスターリンは会談終了後、参謀本部総長の    
ヴァシレフスキーに対日参戦が可能な時期について解答を求めるなど81、日本との  
戦争に向けた検討がひそかに開始された。 
テヘラン会談から 1 年余り経過した 1945 年 2 月 4 日～2 月 11 日には、この     
三者によるヤルタ会談が開かれた。この会談においてナチス・ ドイツの降伏から   
3 ヵ月以内にソヴィエト連邦が対日参戦すること、南サハリンのソヴィエト連邦領への   
復帰、および千島列島のソヴィエト連邦の領土への編入について合意がなされた82。 
この会談から約 2 ヶ月後の 1945 年 4 月 5 日にソヴィエト連邦は日本に対して    
日ソ中立条約の延長は行わない旨通告し、日本に対する戦争の意思を明らかにした。
ただし、この条約の第 3 条には 「条約の有効期間は 5 年であり、その満了 1 年前  
までに両国のいずれかが廃棄を通告しない場合は、さらに次の 5 年間、自動的に  
延長される」 ことが定められており、条約満了日は 1946年 4月 12日であった。 
1945年 7月 17日から 8月 2日まで、アメリカ、イギリス、ソヴィエト連邦の首脳に  
よる三度目の会談が行われた。アメリカ大統領はルーズベルトが死去したことにより
トルーマンとなった。会談の地はドイツのポツダムであった。会談の議題は第二次 
世界大戦の戦後処理に関するものであったが、会談の開催中にポツダム宣言が  
作成されて発表された。この宣言は日本に無条件降伏を迫るもので、降伏しない  
場合 「迅速かつ徹底的な破壊」 (prompt and utter destruction) という表現で原子  
爆弾による攻撃が暗示されたが、ソヴィエト連邦の対日参戦については全く     
示唆されなかった。 
 
スターリンはソヴィエト連邦が対日参戦した後、日本が無条件降伏した際に北海道
に上陸してその北半分を占領することをトルーマンに提案した。しかしそれを拒絶  
されると、その後はこの提案に関連する動きは公式には一切行わなかったばかりか、
極東軍の独断による北海道上陸作戦の発動を強く抑制した83。 
ルーズベルトの死去によってトルーマンがアメリカ大統領に就任してから、ポツダム
会談におけるアメリカ側のスターリンに対する態度が硬化したと評されることがあり、
その例として北海道北半分の占領の提案をトルーマンが拒否した事例があげられて
いる。しかし、この事例に関しては大統領の交代よりも、アメリカが原子爆弾の開発に
成功したことにより、ソヴィエト連邦の発言力が相対的に弱くなったためと考えることも
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できる。さらに北海道北半分の占領が拒否されたために、スターリンはアメリカの手が
届かない満洲の日本人捕虜の抑留を決意したという推測84 についても説得力に  
欠けると思われる。日本人捕虜の抑留と労働使用はそれを命じたソヴィエト連邦国家
防衛委員会決定No.9898cc「日本軍軍事捕虜500,000人の受け入れ、収容、および
労働使用について」 が発令される 8 月 23 日の数か月前から、その準備が行われて
いたと考えられるためである。 
当時ソヴィエト連邦は独ソ戦により 2660 万人にもおよぶ人的損害を受けており、 
これらの多くは農業や工業の労働者、或いはこれらの労働者が従軍した兵士で   
あったことから労働力不足は深刻であった。スターリンは満洲の日本人捕虜を抑留 
して労働使用することを目的として、対日参戦する意欲を高めていったと考えられる。 
 
３．日本人捕虜抑留の決定 
ポツダム会談の期間中である 1945 年 7 月 26 日にポツダム宣言が発表された。  
これはアメリカのトルーマン大統領、イギリスのチャーチル首相、中華民国の蒋介石
国民政府主席の共同声明として発表されたものであった。ただし、蒋介石はこの会談
には出席していなかったので、無線連絡により合意を得た。またソヴィエト連邦の  
スターリン書記長は共同宣言には加わらず、1945 年 8 月 8 日に 「ソヴィエト連邦  
政府の日本国政府への声明」 を外務人民委員モロトフが駐ソヴィエト連邦特命   
全権大使の佐藤尚武に手渡し、同日ポツダム宣言を追認した85。 ポツダム宣言  
第 9 項には 「日本軍が完全に武装解除された後、兵士は各自の家庭に復帰し   
平和的かつ生産的な生活を営む機会が得られる」 と明記された。 
ソヴィエト連邦は 1945年 8月 9日、すなわちスターリンがポツダム宣言を追認した
翌日、日本に宣戦布告して極東軍がソ満国境を越えて侵攻を開始した。日本が   
ポツダム宣言を受諾した翌日の 8 月 16 日には、満洲ではソヴィエト連邦の極東軍と
日本の関東軍との戦闘がまだ続いていた。しかし戦力の差は大きく、関東軍は   
組織的な作戦行動をとることができずに後退を続けていた。そのような情勢の中で、
内務人民委員のベリヤ、参謀本部総長のアントーノフ、および国防人民委員部長官
代理のブルガーニンによる、「日満軍軍事捕虜はソヴィエト連邦領内に移送すること
はしない」 旨の電報命令86 が極東軍総司令官のヴァシレフスキーに発令された。 
しかし、その 7 日後の 8 月 23 日には捕虜を抑留してシベリアを中心とする各地で
労働使用することを命じたスターリンの極秘指令である、ソヴィエト連邦国家防衛   
委員会決定No.9898cc「日本軍軍事捕虜500,000人の受け入れ、収容、および労働 
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使用について」 が発令された。 
日本人捕虜の抑留と労働使用がどのように決定されたかを考察する際には、   
① スターリンがポツダム宣言を追認した理由、 ② ベリヤ等の電報命令の意味、  
③ スターリンが日本人捕虜の抑留と労働使用を決定した論理、について検討する 
必要がある。 
最初に ① スターリンがポツダム宣言を追認した理由について検討する。  
すでに述べたように 8 月 8 日にモロトフから佐藤に手渡された 「ソヴィエト連邦政府 
からの日本政府への声明」 によって、日本はソヴィエト連邦が敵国になったことを 
明確に認識し、同時に日本がポツダム宣言を受諾して無条件降伏した後に、アメリカ、
イギリス、中華民国、およびソヴィエト連邦からどのように扱われるかを、ある程度 
予測したと思われる。 
ポツダム宣言を追認したことについて、スターリンは次のように述べている。 
 
「同盟国としての義務を果たすため、ソヴィエト連邦政府は同年 7 月 26 日付の    
同盟国の案件を受け入れ、その宣言を追認した。」87  
 
「7 月 26 日付けの同盟国の案件」 とは、もちろんこの日に発表されたポツダム  
宣言を指している。しかし、ソヴィエト連邦が日本と戦争に踏み切る目的について、 
スターリンは 「同盟国としての義務を果たす」 ことよりも、さらに緻密な計算を行って
いた。テヘラン会談およびヤルタ会談でルーズベルトやチャーチルから対日参戦を 
要請されたスターリンは、独ソ戦終了後にその要請を受け入れることを表明した。  
しかし独ソ戦による膨大な被害や日ソ中立条約が有効であることを理由として、対日
参戦の要請を拒絶することも可能な状況であったと考えられる。要請受け入れを表明
したスターリンの計算は以下のようなものであったと推定される。 
ソヴィエト連邦が日本と戦争を行うことによって得られるものと得られないものに 
ついて考察すると、侵攻する満洲を占領してソヴィエト連邦の領土に編入することは
同盟国としての中華民国との関係から不可能であり、日本本土の占領はこれまでの
日本とアメリカの戦闘の経過から、これも不可能である。得られるものは南サハリンと
千島列島であるが、この獲得のみでは戦争に踏み切る理由にはならない。対日参戦
によってソヴィエト連邦が得ることができる最大のものは第二次世界大戦を最終的に 
終結させた実績と、この実績に基づいて同盟国の中で確固たる地位を築くことであり、
また参戦によってのみ得られる 50万人を超える日本人捕虜の労働力である。 
しかし、ポツダム会談開催中にアメリカが原子爆弾の実験に成功したことから、  
ソヴィエト連邦が第二次世界大戦を最終的に終結させた実績を誇ることは不可能と 
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なる可能性が生じた。むしろ、この驚異的な新兵器の出現により、日本を降伏させる
ためにソヴィエト連邦の対日参戦は必ずしも必要ではないことが明白になった。 
スターリンがこの状況においてもポツダム宣言を追認し対日参戦に踏み切った  
理由は 50 万人を超える日本人捕虜の労働力であり、これは戦争を行ってでも得る 
必要がある、と考えたからであると思われる。その際に問題となるのが、アメリカなど
の同盟国の了解である。 
 
ポツダム宣言を追認したスターリンがその第 9 項をどのように認識していたかを 
推定するために、その条文を検証する。ポツダム宣言の文案は主としてトルーマン 
大統領と彼のスタッフによって作成されたことはよく知られている。従って、宣言は  
英語で書かれており、その第 9項の原文は以下の通りである88。 
 
(9)  The Japanese military forces, after being completely disarmed, shall be 
permitted to return to their homes with the opportunity to lead peaceful and 
productive lives. 
 
この文の中の after being completely disarmed と shall be permitted to return 
to their homes の時間的な連続性について考えると、前者が完了した後、すぐに  
後者が実行される、という解釈が一般的である。しかし、前者の完了と後者の実行の
間に時間が介在するという解釈が行われても、何ら原文の意味を歪曲することには
ならない。前者と後者の関係は、その順序は規定されているものの明確な時間的な  
制約は示されていない。これに対して同じポツダム宣言第 12 項は次のように記載  
されている。 
 
(12)  The occupying forces of the Allies shall be withdrawn from Japan as soon 
as these objectives have been accomplished and there has been 
established in accordance with the freely expressed will of the Japanese 
people a peacefully inclined and responsible government. 
 
この文章の中の as soon as these objectives have been accomplished と shall 
be withdrawn from Japan の時間的連続性について考えると、前者が実現された  
ならば、その後すぐに後者が実行されることは明らかである。すなわち、ポツダム  
宣言においては、前者と後者が連続して起こることを明示する場合には、それを明確
に表す語句が挿入されると考えることができる。 
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この視点から第 9項の意味を再び検証すると、after being completely disarmed 
と shall be permitted to return to their homes の時間的な連続性を意識的にぼやけ    
させた可能性があると思われる。それはソヴィエト連邦が日本人捕虜を抑留すること
を予想していたトルーマンが、そのことを明示せずに日本人が受け入れやすいと   
感じるような言葉で作り上げた、虚偽にならないぎりぎりの表現だったように      
思われる。 
この第 9項および第 12項についての当時の日本の認識は、当時の翻訳文89 から
推定することができる。 
 
九、日本国軍隊ハ完全ニ武装ヲ解除セラレタル後各自ノ家庭ニ復帰シ平和的且  
生産的ノ生活ヲ営ムノ機会ヲ得シメラルヘシ 
 
十二、前記諸目的カ達成セラレ且日本国国民ノ自由ニ表明セル意思ニ従ヒ平和的 
傾向ヲ有シ且責任アル政府カ樹立セラルルニ於テハ聯合国ノ占領軍ハ直ニ  
日本国ヨリ撤収セラルヘシ 
 
第 9 項の訳文について、「完全ニ武装ヲ解除セラレタル」 のすぐ後に連続して  
「家庭ニ復帰シ」 が来る、と解釈することが一般的であるように思われる。 
第 12 項について、「責任アル政府カ樹立セラルルニ於テハ」 のすぐ後に連続して 
「聯合国ノ占領軍ハ直ニ日本国ヨリ撤収セラルヘシ」 が来ることは、「直ニ」 の表記
から明らかである。前者と後者の時間的な連続性ついて、第 12 項と比較して第 9 項
が特別に異なった意味を持っていると認識することはできない。第 9 項においても、 
前者と後者の間に、「ただちに」  あるいは  「いずれ」  などの語句が挿入されて   
いれば意味が明確になるが、第9項の訳文からは、「いずれ」 を補って解釈する発想
は生まれにくいと思われる。 
従って日本の社会は関東軍が武装解除された後に将兵はすぐに帰国できると  
思い込んだ可能性が高く、それは現在の日本の歴史認識にも強く影響している。  
そのため日本人抑留の記述には 「ポツダム宣言に反して」 という表現が使われる 
ことが多い。 
次にスターリンが読んだと思われる第9項のロシア語訳90 は次に示す通りである。 
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(9) Японским вооруженным силам после того, как они будут разоружены, 
будет разрешено вернуться к своим очагам с возможностью вести 
мирную трудовую жизнь. 
ポツダム宣言の第 5 項は主語を 「我々同盟国は」 とする能動態で記述されて  
いるが、これに対して第 9 項は受動態となっており、意味上の主語がややあいまいで
ある。さらに未来形となっているので после того, как они будут разоружены, と
будет разрешено вернуться к своим очагам の関係は、時間的な連続性が   
はっきりせず、前者と後者がそれぞれ独立した命令によって起こるような印象を   
受ける。従って、この訳文を読んだと思われるスターリンは、前者（武装解除）と   
後者（復帰）の間に、当然のように 「自分の命令により」 という意味が挿入されて  
いるとして理解したものと想像することができる。更にこの原文を書いたトルーマンの
意図、すなわち 「アメリカはソヴィエト連邦が日本人捕虜を抑留することを想定して 
いる」 ことを理解した、と推定することも可能であるように思われる。 
 
一方、ポツダム会談でスターリンは日本に降伏を迫る文書を独自に準備していた。 
「ソヴィエト連邦版ポツダム宣言」91 とも言えるこの文書は、ポツダム会談で提案   
されなかったので、その存在は一般には知られることはなかった。そしてロシア連邦
政府の秘密文書公開によって 2001年に初めてロシアの歴史学者サフロノフによって
明らかにされた。このソヴィエト連邦版ポツダム宣言では日本人捕虜の取り扱いに   
ついては触れられていない。このことから、実際のポツダム宣言の第 9 項に、捕虜を
直ちに帰還させることが明確に述べられていたとしたら、スターリンはそのポツダム 
宣言を追認せず 「ソヴィエト連邦版ポツダム宣言」 を提案した可能性があると想像 
される。実際にはスターリンはポツダム宣言の記述内容に満足し、ソヴィエト連邦が
計画している日本人捕虜の抑留と労働使用はその第 9 項に違反していないと確信 
したものと考えられる。ポツダム会談時点におけるスターリンにとって、日本人捕虜の
抑留と労働使用がアメリカやイギリスに黙認という形であっても受け入れられたことが、
対日参戦を決意する上での大きな要因であったように思われる。 
 
② ベリヤ等の電報命令の意味について検討する。 
1945 年 8 月 9 日にソヴィエト連邦が対日参戦し、同年 8 月 15 日には日本が    
ポツダム宣言を受諾して無条件降伏した。しかしこの時点で満洲の関東軍は降伏 
せずにソヴィエト連邦極東軍との戦闘が続いていた。しかし、その戦力の差があまり
に大きかったことなどから降伏が近いことは明らかであり、事実 3 日後の 8 月 19 日  
には、関東軍の武装解除を伴う停戦交渉が調印された。ベリヤ等の電報命令 「戦線 
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 Сафронов В. П. СССР, США и японская агрессия на Дальнем Востоке и Тихом океане. 
1931-1945 гг. М.: Институт Российской истории РАН, 2001. 453 с. 
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後方部の警備体制および満洲における軍事捕虜収容所の設置について」92 は、この 
ような状況にあった 8 月 16 日にソヴィエト連邦内務人民委員部長官のベリヤ、   
参謀本部総長のアントーノフ、および国防人民委部長官代理のブルガーニンの   
連名で極東軍総司令官ヴァシレフスキーに対して発令された命令を指している。  
その原文の第 3項と、筆者の日本語訳を以下に示す。 
 
3. Военнопленные японо-маньчжурской армиии на территорию СССР 
вывозиться не будут. Лагеря военнопленных необходимо организовать 
по возможности в местах разоружения японских войск. Лагеря 
организовать распоряжением командующих фронтов, выделив для их 
охраны и конвоирования военнопленных необходимое количество войск. 
Питание военнопленных производить применительно к нормам, 
существующим в японской армии, находящейся в Маньчжурии, за счет 
местных ресурсов. Для организации и руководства вопросами, 
связанными с содержанием военнопленных в лагерях, от НКВД СССР 
командирован начальник Главного управления НКВД по делам 
военнопленных генерал-лейтенант тов. Кривенко с группой офицеров. 
 
3. 日満軍軍事捕虜はソヴィエト連邦領内に移送することはしない。軍事捕虜収容所
は、可能な限り日本軍を武装解除した地点に設置すべきである。収容所は、     
戦線指揮官の指示に基づき、必要数の警備・護衛兵を割り当てること。捕虜の 
給食は、満洲駐屯日本軍の基準に準じて行うこと。収容所における捕虜給養に 
関わる諸問題の実施および指導のため、ソ連内務人民委員部から捕虜・抑留者
業務管理総局長のクリヴェンコ中将が将校団を率いて派遣された。 
 
この命令は日本人捕虜の移送は行わずに現状を維持することを命じたもので  
あった。しかし、この時期にスターリンは日本人捕虜を労働使用するための準備、  
たとえばシベリアなど各地の労働現場への人数の配分などの作業を行っていた    
と考えられる。このスターリンと時間や場所を共有していたベリヤ等が、スターリンの
考えと全く逆の命令を発令することは考えられない。 
1994 年 8 月 14 日にテレビで全国放送された NHK スペシャル 「シベリア抑留は       
こうして行われた ～米ソ極東戦略と戦争捕虜～」 では、ヤルタ会談の 2 ヵ月後の
1945 年 4 月には、すでに日本人捕虜を各地の労働現場に配分する計画が存在   
していたことが、それを示す史料の映像とともに紹介された。しかし映像の史料は、 
                                                   
92
 Русский архив: Великая Отечественная: Советско-японская война 1945 года. Т. 18 (7-2). 
С. 174-175. 筆者の訳による。 
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放送以前も、また放送以後現在に至るまで、全くその存在が明らかにされていない。 
捕虜の抑留と労働使用を命じたスターリンのソヴィエト連邦国家防衛委員会決定
No.9898cc は、国家の政策決定に関する命令である。これに対してベリヤ等の命令
は、これまで一般には  「電報命令」  と表現されることが多かったが、正確には    
シフローフカ No.1419「戦線後部の警備体制および満洲における軍事捕虜収容所の
設置について」 であり、シフローフカ (шифровка) は軍事命令に属するもので     
ある。シフローフカは軍がその時点で行うべき行動について命じたものであり、それは
次の命令が発令されるまで有効な命令であると解釈されるべきである。シフローフカ
No.1419の原文と筆者による日本語訳を添付資料 1に示す。 
この命令の最初の文は Военнопленные японо-маньчжурской армиии на 
территорию СССР вывозиться не будут. （筆者訳：  日満軍軍事捕虜は、    
ソヴィエト連邦領内に移送することはしない。） であり、極東軍が捕虜の移送を見合
わせることを命じたものであるが、この命令の趣旨はそれ以降の文、すなわち命令の
表題にもあるように、軍事捕虜収容所の設置、その警備体制、捕虜の給食について
指示したものであると考えられる。従って最初の文が意味することは、極東軍が捕虜
を捕らえた直後に移送することを見合わせるものであると解釈することができる。先に
述べたようにシフローフカの性格上、その命令は軍が現時点で行うべきことを指示 
したものであり、それは次の命令が発令されるまで有効であると解釈される。従って  
この命令は極東軍の現在の状態、すなわち捕虜を捕らえた直後で十分な準備が整え
られていない状態で移送を強行することを抑制したものであり、この後のスターリンが 
捕虜の移送を指示する命令を前提として、その準備的な意味を持っていたと解釈  
する方が実情に合っていると思われる。実際にこの命令は8月16日に、スターリンの  
命令 No. 9898ccは 8月 23日に発令された。 
ベリヤ等がわざわざこのような命令を発令した理由について考察すると、関東軍が 
降伏してソヴィエト連邦極東軍が関東軍将兵を捕虜とした場合、捕虜の管理や移送
は軍が行うことになる。これまで述べてきたように、ソヴィエト連邦は戦線で捕らえた
捕虜を収容所まで移送する際に、いくつもの収容施設を経由する独自のシステムを
持っていた。そして 1941 年から 1945 年の独ソ戦において、軍が 315 万人以上の   
ドイツ人将兵を捕虜にした際、移送の過程などで大量の捕虜を栄養失調などで   
死亡させ、あるいは殺害した。それは 1943 年には移送時における捕虜の死亡数を 
減少させるために戦線集結所が新設されたほどであった。これまで述べてきたように、
日本人捕虜を抑留して労働使用することがソヴィエト連邦の労働人口減少の対策で
あるとするなら、軍による移送がドイツ人捕虜の場合と同様の結果をもたらすことを 
防がなければならない。その対策として軍が早急に日本人捕虜を移送せずに    
次の命令まで現状を維持することを命じたものであると解釈されるのである。実際に
は 8 月 31 日に捕虜・抑留者業務管理総局（GUPVI）局長と将校団が着任した。   
- 36 - 
 
そして 8月 23日のスターリンの指令に従って、捕虜の数を減少させないような移送の
準備が整えられたものと考えられる。 
その移送の例が第 3 章に示す第 30 収容所への移送の実態である。この移送は 
1945年 9月 11日～10月 4日の第 1回移送から、1945年 10月 3日～12月 3日
の第 9 回移送まで 93、移送中の死亡者は各回数名ずつしか発生しなかった。これは
ドイツ人捕虜の移送の場合とは比較にならない死亡者数であり、軍による早急な  
移送を禁止して GUPVI 局長の指揮による準備が行われた結果であると考えられ、 
ベリヤ等の電報命令の成果であると評価することができる。 
 
③ スターリンが日本人捕虜の抑留と労働使用を決定した論理について検討する。 
独ソ戦において、ソヴィエト連邦はその全期間に 315万人のドイツ人を含む 437万
人余りの敵軍の将兵を捕虜とし、その中の一部を戦闘で荒廃したソヴィエト連邦の 
国土を復旧させるための労働力として使用した。これは労働による賠償の位置づけ
であったが、その成果は十分なものではなかった。その理由はソヴィエト連邦軍が  
ドイツ人捕虜を極めて厳しく扱ったために死亡者や病人が続出し、病気でない者も 
労働力として期待できるような身体状態を保っていられなかったことによる。 
日本については、スターリンが追認したポツダム宣言の第 11項には日本の産業の
維持を許し、その生産力を実物賠償の支払いに当てることを可能とすることが明記 
されている。しかしソヴィエト連邦は極東軍を満洲に侵攻させて戦闘を行ったので、 
賠償の対象となるような国土の損害は受けなかった。実際にソヴィエト連邦は日本 
から実物賠償を取り立てることはなかったが、捕虜の抑留と労働使用を大きな規模で
実施し、日本人抑留者は厳しい環境の中でノルマを課されながら働くことを強要   
された。ソヴィエト連邦にとって日本人の労働使用の目的はドイツ人捕虜の場合とは
異なり、国土の直接的な復旧ではないことは明らかである。多くの抑留者が配属   
された労働現場は、農場、工場、森林伐採現場、鉄や石炭などの鉱物資源の採掘場、
鉄道や道路あるいはダムなどの工事現場であり、戦争終結後のソヴィエト連邦の  
経済力の基礎となる資源の確保やインフラストラクチャーの増強を目的として    
いたように思われる。 
1946 年 9 月 15 日に外務大臣代理マリックはモロトフにあてた業務報告書の中で 
次のことを強調している。「ソ連経済の利益の観点から、ソ連における日本人軍事 
捕虜の労働使用の期間はできるだけ延長されることが望ましい。そこで、日本人軍事
捕虜の帰還は、我々の経済的な計画に影響されない程度に実施すべきである。」94 
                                                   
93
 移送は 10回行われたが、8回目と 10回目の移送日程は不明である。また、10回目の移送の報告
は 1946年 6月 22日である。 
94
 Катасонова, Е. Л. Решение гуманитарной проблемы японских военнопленных в 
отношениях СССР (Российской Федерации) и Японии (1945-2003 гг.) исторический 
аспект: дис. ...докт. ист. наук. М., 2004. C.81（出典：АВП РФ. Ф. 18. Оп. 5. Д. 119. Л. 46-47.） 
- 37 - 
 
これらの状況から、スターリンが日本人捕虜の抑留と労働使用を決定した論理は、
ドイツ人抑留者の場合とは異なり、戦後のソヴィエト連邦の経済復興の戦略の中に 
位置づけられたと考えることができる。 
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第３章 日本人捕虜の移送、抑留、および労働使用の命令と移送の実態 
 
１．ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898cc と同 No.8921ccの比較 
(1) 発令のタイミング 
ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898cc「日本軍軍事捕虜 500,000 人の   
受け入れ、収容、および労働使用について」（1945年 8月 23日発令）は日本人捕虜
の移送、抑留、および労働使用についての最初の命令であり、最も基本的で重要な
事項についての命令が記載されている。すなわち日本人捕虜を抑留して労働使用 
することを明確に命じ、その責任者を指名し、労働現場への抑留者の配分と、それを
受け入れる人民委員部、およびその責任者を詳細に指定している。 
一方、ドイツ人抑留者の労働使用については、ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定
No.8921cc「軍事捕虜の配分及び彼らの労働使用改善の対策について」（1945 年  
6月4日発令）によって95、それまでの労働現場への配分や労働管理の方法について
大幅な変更が命じられた。ソヴィエト連邦は独ソ戦が終結する前から敵国の捕虜を 
抑留し労働使用していたが、抑留者を非常に厳しく扱ったため死亡率が高く、労働 
成果が十分に得られなかった。そこでナチス・ドイツの無条件降伏により新たに大量
の捕虜を得たことを契機としてスターリンは No.8921ccを発令し、このドイツ人捕虜を
抑留して新たな配分を命じ、労働使用の管理方法についても詳細な指示を行った。 
ソヴィエト国家防衛委員会決定 No.9898cc および No.8921cc の原文と筆者に  
よる日本語訳を添付資料 2および 3に示す。 
日本人捕虜の移送、抑留、および労働使用を命じた No.9898cc は、その 3 ヵ月   
たらず前に発令され、ドイツ人捕虜の労働使用の配分と管理方法の変更を命じた
No.8921cc の内容を参考にしながら作成されたと考えられる。そこで No.8921cc と
No.9898cc を比較することにより、それぞれの命令について、その特徴を明確にする 
ことを試みる。 
No.8921cc と No.9898cc の発令のタイミングについて検証すると、No.8921cc の  
発令日は 1945年 6月 4日であった。ナチス・ドイツが無条件降伏したのは 5月 8日
なので、終戦後約 1 ヵ月が経過してからの発令であった。しかし、同年 6 月 5 日には  
ベルリン宣言が発表された96。これはナチス・ドイツの無条件降伏によってドイツを分
割して占領していたアメリカ、イギリス、ソヴィエト連邦、フランスが、ドイツの主権を   
掌握したことを宣言したもので、これら 4 ヵ国のドイツに対する権利と、ドイツが従う 
                                                   
95
 Постановление ГКО СССР № 8921сс «О распределении военнопленных и 
мероприятиях по улучшению их трудового использования» от 4 июня 1945 г. 
[Электронный ресурс] «КонсультантПлюс». URL: www.consultant.ru 
96
 Декларация о поражении Германии и взятии на себя верховной власти в отношении 
Германии Правительствами СССР, Соединенного Королевства и Соединенных Штатов 
Америки и Временным Правительством Французской Республики (Берлин, 5 июня 1945 
г.). [Электронный ресурс] Сейчас.ру. URL: http://www.lawmix.ru/abrolaw/16545 
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べき義務を明確に示したものであった。ソヴィエト連邦の占領地域で武装解除されて
捕虜となったドイツ人は、このベルリン宣言によってソヴィエト連邦軍の占領地域の 
最高司令官であるジューコフ元帥の命令に従う義務が科された。 
そこでスターリンはベルリン宣言の発表とほぼ同時に、そのドイツ人捕虜を抑留し
労働現場に配分すると共に、すでにソヴィエト領内に抑留し労働使用している抑留者
についても新たに労働現場へ再配分した。これにより抑留者による労働の生産性を
改善しようと考えたものと思われる。この No.8921ccの第 2項には 「本配分によって、
以前発令された軍事捕虜の作業現場への派遣についての政府の全ての決定は、 
それが完全に満たされる」 と記され、第 3 項には 「ソヴィエト連邦内務人民委員部と
合意した受け入れ文書に基づき、軍事捕虜の受け入れ、収容および労働使用を確実
に行うために徹底的な処置を講じる。このことについて労働力として軍事捕虜を使用
するコミサール、および政府機関の管理官に義務を負わせること。」97 という記載が 
あることからも、スターリンの意気込みをうかがい知ることができる。 
一方、No.9898ccが発令されたのは 1945年 8月 23日であった。日本がポツダム 
宣言を受諾した 8月 15日の 8日後、満洲の日本軍が降伏した 8月 19日の 4日後
にこの命令が発令されたことを考えると、スターリンはソヴィエト連邦と満洲の日本軍
との関係について、戦勝国としてのソヴィエト連邦の権利と降伏した日本の軍隊の 
義務が明確となったタイミングを厳密に計って、この No.9898cc を発令したものと  
想像される。このことは先に述べた連合国のベルリン宣言の発表と No.8921cc の 
発令のタイミングと酷似している。すなわちスターリンは捕虜の抑留と労働使用の  
実行に際して、その命令を独断的に強引に発令したのではなく、国家の方針と論理を   
明確にして、ソヴィエト連邦自身に対して、ドイツや日本に対して、およびアメリカや 
イギリスなどの国際社会に対して、それを示すタイミングを見極めて発令したと考える
ことができる。 
 
(2) 労働現場への配分 
ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.8921 では、冒頭からドイツ人捕虜の労働 
現場への配分が指示されている。捕虜の総数は 210 万人であり、配分を受けて労働
使用する部署はソヴィエト連邦内務人民委員部、石炭産業人民委員部、交通人民 
委員部、建設人民委員部、国防人民委員部、住宅建設人民委員部、および鉄鋼業 
人民委員部であり、これらの人民委員部によって自動車道路・鉄道・飛行場・    
ガスのパイプライン・運河などの公共施設の復旧や建設、炭鉱・金属鉱山・森林など
での資源開発、鉄鋼工場・非鉄金属工場・造船所の建設などが行われていた。 
図 5 に No.8921cc と No.9898cc で命じられた、ドイツ人捕虜と日本人捕虜の   
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 «КонсультантПлюс». [Электронный ресурс] URL: www.consultant.ru 
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各人民委員部への配分を示す98。 また、No.8921cc および 9898cc に示された労働
現場の地図上の位置を図 6 および図 7 に示す99。図 6 から明らかなように、ドイツ人
捕虜が配分された労働現場は独ソ戦で戦場となった地域を中心としたソヴィエト連邦
西部のいわゆるヨーロッパ・ロシア地域がほとんどであった。これはドイツの占領地域
と地理的に近い地域に存在する労働現場が選択されたことに加えて、独ソ戦の戦闘
で破壊された施設などを復旧させるための労働、すなわち労働による賠償の意味も
含まれていたと考えられる。 
一方、No.9898cc では日本人捕虜の抑留と労働使用について詳細に命令された。
抑留して労働使用する日本人は 50 万人とされ、配分を受けて労働使用する部署は
交通人民委員部、非鉄金属工業人民委員部、国防人民委員部、電気工業人民   
委員部、重機械工業人民委員部、カザフ・ソヴィエト社会主義共和国、および    
ウズベク・ソヴィエト社会主義共和国であり、これらの人民委員部や社会主義共和国
によって多くの建設や資源開発が行われていた。図 7 から明らかなように、日本人 
抑留者が配分された労働現場は極東地域からウラル山脈の東側までのシベリア  
全土におよび、さらに中央アジアのカザフやウズベクなどのソヴィエト社会主義   
共和国にまでおよんだ。すなわちドイツ人抑留者はウラル山脈の西側のヨーロッパ・ 
ロシアに、日本人抑留者は東側のシベリア全域に配分されたと、おおまかに見る  
ことができる。労働の種類としては、ドイツ人捕虜は道路、鉄道、工場など、独ソ戦に
よって破壊された公共施設や工場を復旧する工事が多かったのに対して、日本人 
捕虜は鉄道や道路の建設と共に、森林伐採や炭鉱・金属鉱山での採掘のように資源
開発に多くの抑留者が配分された。これは日本人を捕虜とした地域が満洲であり、 
シベリアの労働現場がヨーロッパ・ロシアの労働現場よりも地理的に近かったという 
理由と共に、No.9898cc にも記載されているように100、日本人の肉体が寒冷地での  
労働に適していると評価されていたこともその理由の一つであったと考えられる。 
 
(3) 労働使用の管理 
ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定No.8921ccには、労働使用における抑留者の
管理の方法についても詳細に指示された。生産効率の向上と規律の確保のために
抑留者の中の将校を下級管理職として使用することや、労働ノルマを達成した   
抑留者には金銭や良好な待遇を与え、ノルマ未達の者には残業を科し、労働を   
                                                   
98
 図 5はソ連国家防衛委員会決定 No.8921および No.9898ccの記載内容を筆者がグラフ化した  
ものである。 
99
 図 6および図 7はソ連国家防衛委員会決定 No.8921ccおよび 9898ccの記載内容に基づいて   
筆者が作成したものである。 
100
 ソ連国家防衛委員会決定 No.9898ccの第 2項 a）に「極東およびシベリアの環境の中で働くため
に、肉体的に適した日本人―日本軍軍事捕虜を 500,000人まで選別すること；」 
（「 」内筆者訳）という記述がある。 
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怠けたり、妨害する者は裁判にかけるなど、抑留者の労働意欲を高めるための   
管理方法が指示された。 
独ソ戦が続いていた時期には、ソヴィエト連邦はドイツ人捕虜を非常に厳しく扱い、
第 1 章で触れたように、労働使用した 5 ヶ月間の死亡率が 70.6%に達するといった 
極端な事例もあった。このような結果をもたらした原因は、ソヴィエト連邦がドイツ人 
捕虜を労働使用の対象としてより、報復や懲罰の対象と捉えていたためであると  
考えることができる。しかし No.8921cc を詳細に検討すると、これが発令された 
1945 年 6 月の時点では、ソヴィエト連邦はドイツ人捕虜を労働力として捉えなおした
ように見受けられ、その生産性を高めることを考えていたことを読み取ることができる。
そして、その労働力の追求こそが満洲の日本人捕虜を移送し、抑留して、労働使用 
した要因となったものと考えられる。 
日本人の抑留と労働使用を命じた No.9898cc では、命令の冒頭に日本人捕虜の 
抑留と労働使用の方針を示し、NKVD 長官のベリヤと GUPVI 局長のクリヴェンコを
責任者として任命し、ソヴィエト連邦領内への移送について詳細に指示し、最後に  
この命令の実行状況についての監視の責任者としてベリヤを任命している。 
すなわちこのNo.9898ccにはスターリンの日本人捕虜の抑留と労働使用に関する
強い意志が具体的な指令の形で示されており、これは先のドイツ人捕虜の抑留と  
労働使用を命じた No.8921ccと同じ方針の下に作成されたものであると考えられる。 
 
これまで述べてきたように、No.8921cc および No.9898cc は、ソヴィエト連邦内の 
深刻な労働力不足に対して、捕虜の労働使用によってその問題を緩和させることを
企図したものであったと考えることができる。そのためスターリンは、その手続きを 
詳細に行い、また国際社会からの批判や妨害を未然に防ぐために、その発令の   
タイミングを慎重に見極めたものと思われる。そしてドイツ人抑留者の労働使用に 
当たっては生産性を向上させるために多くの施策を取り入れて抑留者の労働意欲を
高めるような管理を行うように指示した。また日本人抑留者の労働使用に当たっては、   
抑留する捕虜の労働力としての肉体を維持するために、移送の段階での給食の内容、
貨車の構造、および衛生管理の方法を具体的に指示した。 
このように No.8921ccおよび No.9898ccは抑留者の労働力を国家の復興のため
に使用し、その労働生産性を高めることを目的として発令されたものであると考える  
ことができる。 
 
２．日本人捕虜移送の実態 
ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898cc には日本人捕虜をソヴィエト連邦 
領内各地の収容所に移送する際の、移送方法が詳細に指示されていた。例えば  
捕虜の給食についても、パンやコメの量が定められ、新鮮な野菜や肉の提供なども
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指示されていた。また、貨車に設置される板の寝床の構造や消毒薬の散布などの 
衛生処理の回数なども決められていた。これらの指示は移送の初期にはドイツ人  
捕虜の移送についての基準が適用された。 
近年、ロシア連邦国立公文書館やロシア連邦国立軍事公文書館に所蔵されている  
日本人捕虜の抑留に関する膨大な数の公文書が徐々に機密解除されて公開される
ようになった。満洲各地で武装解除された日本軍将兵の捕虜を、それぞれの集結地
からソヴィエト連邦、モンゴル、北朝鮮に設置された収容所に移送した際の、     
移送隊側と収容所側が作成した捕虜の引渡し・受入れ文書も、この公開された   
公文書の中に含まれている101。 
以下、長春（新京）市およびその周辺のシピンガイ（四平街）市、ムクデン（瀋陽）市
の集結地を出発地として、ウラン・ウデ市に設置されたブリヤート・モンゴル自治   
ソヴィエト社会主義共和国内務人民委員部付属 第 30収容所本部、およびその支所
を目的地とした移送における捕虜の引渡し・受入れ文書に注目して、移送の実態に 
ついて考察する。この移送に注目した理由は、移送の出発地が満洲国の首都である
長春（新京）市を中心とした地域で、政治・経済の中枢部にあたり、また関東軍の   
総司令部が設置されるなど、軍政の中枢部でもあることから No.9898cc の指令に   
基づいて移送隊が出発地において準備しなければならない食料や衣服などの物資
が比較的入手しやすかったと考えられ、そのため実際の移送は No.9898cc の指令、
すなわちソヴィエト連邦国家防衛委員会の方針に比較的近い条件で実施されたもの
と推定されるからである。 
極東軍の捕虜移送部隊が日本人捕虜を移送してウラン・ウデの第 30 収容所   
またはその支所に引き渡す際に、移送部隊と収容所によって 「軍事捕虜の引渡し・    
受入れ文書」 が作成された。第 1 次移送から第 10 次移送まで、この文書の記載  
事項はその順序がほぼ同一であることから定型化されていたと推定される。しかし 
専用の記載用紙はなく、雑多な用紙に多くは手書きで記述されて文書化された。 
筆者はその公文書の記載内容を精査し、各移送について共通する項目を抽出した。
表 1～表 3 は抽出した項目を一覧表にまとめたものである。表 1 によれば、1945 年
10 月 4 日にはウラン・ウデ市に日本人捕虜の移送列車が 2 編成到着し、合計して  
約 3000人の捕虜が第 30収容所本部、およびその第 2支所に収容された。その後も
同年 10 月 8 日と 10 月 13 日に各々1500 人に近い捕虜が収容され、結局 1945 年
末までに移送列車 9編成、総計 9917人の日本人捕虜が収容された。 
第 30 収容所本部およびその第 2 支所に最初に到着した 2 編成の捕虜移送    
列車は、それぞれ 9 月 9 日にシピンガイ駅を出発した列車と 9 月 11 日に長春市を
出発した列車であった。日本人捕虜の移送を命じた No.9898cc が発令されたのが  
8月 23日であることから、移送の準備期間は 17日間および 19日間ということになる。
                                                   
101
 当時作成された捕虜の引渡し・受入れ文書はロシア連邦国立公文書館に所蔵されている。 
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この 3 週間にも満たない期間に、列車の手配と出発地への回送、機関車の石炭や 
水の手配、列車の運行計画の策定、移送中の警備計画と管理計画の策定、移送  
される捕虜の食糧、水、医薬品等の確保、捕虜の休養や消毒などを行う施設の 
手配、捕虜を乗車させる貨車の改造整備等々を行ったことになり、その作業は繁忙を    
極めたであろうことは容易に想像される。しかも戦闘が終結した直後の混乱期でも 
あり、これらの準備が十分に整えられた後に移送が行われたとは到底考えられない。 
 
表 1. 集結地から第 30収容所本部への捕虜の移送における日程などのデータ 
移送 列車番号 報告書日付 出発地 到着地 出発日～到着日 移送日数 受け入れ収容所 
第 1次 42227 1945/10/4 チョウシュン市 ウラン・ウデ市 1945/9/11~10/4 24 第 30収容所第 2支所 
第 2次 42226 1945/10/5 シピンガイ駅 ウラン・ウデ市 1945/9/9~10/4 25 第 30収容所 
第 3次 42100 1945/10/10 チチハル市 ウラン・ウデ市 1945/9/29~10/8 10 第 30収容所 
第 4次 42242 1945/10/13 シピンガイ駅 ウラン・ウデ市 1945/9/13~10/13 30 第 30収容所第 3支所 
第 5次 42234 1945/11/8 ムクデン市 ウブクン市 1945/9/21~11/8 45 第 30収容所 
第 6次 42235 1945/11/9 シピンガイ駅 ウラン・ウデ市 1945/9/26~11/8 43 第 30収容所 
第 7次 42225 1945/11/28 ムクデン市 ウラン・ウデ市 1945/9/26~11/27 63 第 30収容所 
第 8次 42224 1945/12/5 ムクデン市 ウラン・ウデ市 記載なし 70 第 30収容所 
第 9次 42243 1945/12/6 シピンガイ駅 ウラン・ウデ市 1945/10/3~12/6 64 第 30収容所第 19支所 
第 10次 98591 1946/6/22 記載なし ユジュラグ町 記載なし 記載なし 第30収容所（朝鮮に移送） 
出典：ГА РФ. Ф. 10п. Оп. 5. Ед. хр. 1. Д. 13. Л. 1-17, 19より作成。 
 
ウラン・ウデ市にある第 30 収容所本部第 2 支所への捕虜の第１次移送は     
長春から出発したが、鉄道の幹線である、長春（新京） － ハルビン（哈爾濱） －  
チチハル（斉斉哈爾） － ウラン・ウデの経路で移送されたとすると、その距離は  
2210 Km となる102。移送列車の平均時速を 30 Km/h と仮定すると、停車せずに   
連続運行した場合には 3 日で到着する計算である。食事や用便あるいは石炭の  
積込みなどの時間として 2 時間の停車を 1 日 4～5 回行ったとしても、5 日前後で  
到着する筈であるが、実際には 24 日間を要している。これは各地からの捕虜の   
移送列車や戦場からの物資の後送列車などがこの幹線に集中した結果、捕虜の  
移送列車が停滞したものと推定することができる。このことから、この列車の運行  
計画は他の列車の運行状況に大きく影響を受ける、計画性の乏しいものであったと
考えざるを得ない。 
さらにシピンガイ駅からウラン・ウデ市までの移送は第 2 次、第 4 次、第 6 次、    
第 9次の 4回実施されているが、それぞれの移送日数は 25日、30日、43日、64日
                                                   
102
 European Rail Timetable. Thomas Cook Group Ltd. UK, 2012. および  
全国鉄路旅客列車時刻表 （中国鉄道出版社、1998)。  
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と、移送時期が遅くなるにつれて長い日数を要している。 
この事実も移送列車の運行が計画的に行われていなかったことを示していると  
考えられる。 しかし、このような運行の計画性の乏しさの責任を全て捕虜の移送隊に
帰すことは妥当性を欠くかもしれない。それは列車運行の混乱は、あらかじめ     
定められた運行計画に全ての列車が従うか、あるいは線路上の全ての列車の運行を  
リアルタイムに一元管理することができて初めて防ぐことができるのであり、この時期
にはそれを実現することは不可能であったと思われるからである。 
表 2 は、この第 1 次から第 10 次移送で作成された公文書の記載内容の中から、
主として移送中の捕虜の人数に関する記述を抽出してまとめたものである。この表 2
によれば 「途中死亡者」、「途中逃亡者」、「病院等引渡し」、「衛生処理」 の各項目
について 「記載なし」 が多く、捕虜の人数の管理が正確に行われていなかった   
印象を受ける。しかし第 2 次移送では、「出発人数」 1458 人、「到着人数」 1457 人
で、「途中死亡者」 1 名が計上されており、 「途中逃亡者」 と 「病院等引渡し」 が  
「記載なし」 となっている。 「記載なし」 は筆者が表 2 の中に書き入れた単語であり、
実際の 「捕虜の引渡し・受入れ文書」 の中には、記述そのものがなかったことを  
意味している。すなわち 「記載なし」 と書かれている項目は、実際には該当者が  
なかったことを示していると思われる。この表の基となった上記公文書は白紙に自由 
に記述する方式であったため、発生しなかった事案については何も書かなかった 
ものと推察される。第 9次移送では 「途中逃亡者」 は 「ゼロ」 と記載されているが、
これはむしろ例外的な記述であると思われる。 
 
表 2. 集結地から第 30収容所本部への捕虜の移送における人数などのデータ 
移送 出発人数 到着人数 途中死亡者 途中逃亡者 病院等引き渡し 衛生処置 服装 
第 1次 1500 1505 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 冬服 
第 2次 1458 1457 1  記載なし 記載なし 1 冬服 
第 3次 1500 1492 記載なし 8 記載なし 記載なし 冬服 
第 4次 1500 1488 5 2 5 1 冬服 
第 5次 記載なし 495 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 冬服 
第 6次 1501 1491 1 記載なし 3 2 冬服 
第 7次 1558 1467 事故 7/病 2 32 事故 14/病 36 2 冬服 80% 
第 8次 記載なし 27 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 
第 9次 1485 495 4 0 記載なし 1 冬服 
第10次 記載なし 306 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 夏服 
第 9次移送では出発人数 1485人に対し、到着人数は 495人であった。残りは他の収容所の分所に引き渡された。 
出典：ГА РФ. Ф. 10п. Оп. 5. Ед. хр. 1. Д. 13. Л. 1-17, 19より作成。 
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この推察に従えば 「記載なし」 が多くても 「出発人数」 と 「到着人数」 の比較 
から、移送中に死亡したり病院に引き渡された捕虜は少数であったことがうかがえる。  
実際に移送された体験を有する抑留帰還者の多くは、「移送貨車の環境は劣悪で 
食料も乏しく、多くの捕虜が衰弱し、病気になり、或いは死亡した」 ことを証言して  
いる103。しかし表 2 を見る限り、第 30 収容所本部および支所への移送における    
「途中死亡者」 や 「病院等引渡し」 の人数は上記証言との比較においては少数で
あったように思われる。 
第 1 次移送のように 「到着人数」 が 「出発人数」 を上回る場合もあったが、    
これは途中で捕虜が追加されたためと推定される。 
従ってこの表 2 から、移送者の人数、および途中死亡者などの人数は移送隊に  
よって正確に把握され管理されていたものと推察される。 
表 3は 1945年中に実施された第 1次から第 9次の各移送において、ウラン・ウデ
市に到着した時点の捕虜の労働区分調査によって重労働に適用可能と判断された
者の割合と、移送中の環境、すなわち移送日数、季節、列車の設備、給食回数、  
給食内容、および湯さまし供給の有無との関係についてまとめたものである。この 
表からは、次のようなことを読み取ることができる。 
(1) 重労働適用者の割合と移送日数との関係については明確な相関は認められ  
なかった。このことから移送自体によって捕虜の労働力としての価値が顕著に低下 
する、という状況はなかったと考えられる。  
 
表 3. 到着時の重労働適用者の割合と移送中の環境との関係 
移送 労働適用 出発日～到着日 移送日数 列車設備 給食回数 給食内容 湯冷まし 
第 1次 91.7% 1945/9/11~10/4 24 記載なし 判読不能 パン・肉・脂肪・野菜なし なし 
第 2次 記載なし 1945/9/9~10/4 25 板の寝床のみ 1 パン・肉・脂肪・野菜なし なし 
第 3次 86.5% 1945/9/29~10/8 10 板の寝床のみ 2 パン・肉・脂肪・野菜なし なし 
第 4次 93.8% 1945/9/13~10/13 30 板の寝床のみ 3 パン・肉・脂肪・野菜なし なし 
第 5次 54.5% 1945/9/21~11/8 45 寝床無ストーブ有 2 ガレータ（堅パン）、小麦粉 なし 
第 6次 記載なし 1945/9/26~11/8 43 板の寝床のみ 2 肉は 20日間支給 なし 
第 7次 記載なし 1945/9/26~11/27 63 板の寝床のみ 2 パン・肉・脂肪・野菜なし なし 
第 8次 100 記載なし 70 記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 
第 9次 100 1945/10/3~12/6 64 寝床有ストーブ有 3 肉は 45日間支給 適切 
出典：ГА РФ. Ф. 10п. Оп. 5. Ед. хр. 1. Д. 13. Л. 1-17, 19より作成。 
 
(2) 移送の季節的な影響については、移送列車のウラン・ウデ市への到着月は   
第 1次～第 4次移送が 10月、第 5次～第 7次移送が 11月、第 9次移送が 12月
                                                   
103
 長勢了治『シベリア抑留全史』 98～101 ページに帰還者の証言に基づいた移送の状況が紹介されている。 
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であった。ロシア国内の気象情報を統括するギドロメテオセンター（Гидрометцентр） 
によれば、ウラン・ウデ市の 2012年の月毎の最高/最低気温は、10月： +7℃/-5℃、 
11 月： -6℃/-15℃、 12 月： -15℃/-24℃ であり104、 第 30 収容所本部が設置  
されていた 1945 年当時もこの気温と大きな差異がないとすると、移送列車はその 
次数が増すほど厳しい低温にさらされ、11月と 12月は本格的な低温対策を施さない
と生命に危険がおよぶ気温であった。特に第 9次移送では 10月 3日から 12月 6日
まで、すなわち最低気温が -5℃ 程度になる10月から -24℃程度にもなる 12月に    
かけて 64 日間におよんだ。しかし、実際には第 1 次 から第 9 次移送まで到着時期
が冬に向かうのに伴って重労働適用者の割合が低下するというような相関関係は   
見られなかった。 
(3) 移送列車は有蓋貨車で１両に多数の捕虜が詰め込まれた、という証言が帰還者
から得られている105。 この第 1 次～第 9 次移送においても同様の条件であったと   
考えると、貨車の設備と到着時の重労働適用者の割合との関係は興味深い。 
第 5 次と第 9 次移送とを比較すると、第 5 次移送では 「板の寝床なし・ストーブ  
あり」 なのに対して、第 9 次移送では 「板の寝床あり・ストーブあり」 であり、重労働   
適用者の割合はそれぞれ 54.5% および 100% であった。このことは、例えストーブ
があっても板の寝床がないと約半数の捕虜の肉体が重労働に耐えられないほど  
衰弱することを示唆している。ただし、第 5 次移送では 「板の寝床なし」 に加えて、 
後述するように給食の内容も他の移送とは異なっていたので、重労働適用者の割合
54.5% が何れの要因により強く支配されていたかを分離することはできない。しかし、
第 5 次移送を除く多くの列車（第 8 次移送は記載なし）にこの板の寝床が設置されて
いた事実からも、移送における板の寝床の重要性を認識することができる。 
(4) １日の給食回数およびその内容は捕虜の肉体的状態に直接関係する重要な  
項目である。 給食回数と重労働適用の間には明らかな相関があり、給食回数 3 回
の第 4 次および第 9 次移送では重労働適用者の割合はそれぞれ 93.8% および
100% で、 第 1 次～第 9 次の移送の中で最も高い値を示した。また、第 3 次と   
第 4 次移送では列車の設備は等しいものの、給食回数は第 3 次移送が 2 回、    
第 4 次移送が 3 回であり、重労働適用者の割合は第 3 次移送が 86.5% であった  
のに対して、第 4 次移送は 93.8% であった。第 3 次移送では移送日数が第 4 次  
移送の 3分の 1の 10日間であったにもかかわらず、重労働適用者の割合は第 4次
                                                   
104
 ロシア・ギドロメテオセンター (Гидрометцентр). [Электронный ресурс] 
 URL: http://meteoinfo.ru/ 
105
 シベリアに抑留された画家 46名が描いた抑留体験の画や彫刻を集めた、シベリア抑留画集  
『きらめく北斗星の下に』の中に、山口周徳「北へ」が収録されている。この油彩は移送貨車の内部
を描いたもので 1987 年に発表された。この画から貨車の中に 2 段に設置された板の寝床の構造
がよくわかる。また、長勢了治『シベリア抑留全史』98 ページに「乗車基準は、二車軸車は 40～45
人、四車軸車は 80～90人」との記載がある。 
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移送よりも低くなった。  
給食の内容に関しては、捕虜の引渡し・受入れ文書の多くに 「温かい食事が与え
られた。パン、肉、動物性脂肪および新鮮な野菜は与えられなかった」 などと記され
ている。これは GUPVI による捕虜の移送方法に関する通達の中で指示されている、
捕虜の移送時における給食の管理基準を意識して記入されたものであると考え    
られる。移送中、捕虜に給食として何が与えられたかをこれらの文書から知ることは
できないが、スープや武装解除の際に押収された関東軍の備蓄食料が支給された 
ことが帰還者の回想記の中に散見される106。 
第 5 次移送では給食の内容が 「ガレータ（堅パン）、小麦粉」 となっており、この 
移送での重労働適用者の割合は 54.5% と最も低くなった。堅パンは通常の     
パン（黒パン）よりもさらに水分の含有率が少なく、水から炊き上げた米飯を主食と 
する日本人の体では十分な消化・吸収ができなかったのかもしれない。この第 5 次 
移送では、給食の内容に加えて、前述のように鉄道貨車の設備として 「板の寝床 
なし」 であったことも重労働適用者の割合が低くなった要因として考えられる。 
一方、「肉の供給 45 日間」 であった第 9 次移送では重労働適用者の割合が
100% であった。この移送では湯冷ましの供給も  「適切」 に行われ、上記(3)に  
述べたように貨車の設備が 「寝床有ストーブ有」 であったことも、捕虜の体力維持に
大きく貢献したと考えられる。 
長勢了治『シベリア抑留全史』では 「貨車移送については内務人民委員部の通達
があった。 45(昭和 20)年 4 月 4 日付の 「内務人民委員部鉄道護送部隊による   
捕虜・抑留者の護送方法に関する通達」107 である」 と記され、また 「移送する貨車
の設備、貨車１両への収容人数のほか、発送元（収容所、病院）から全行程の食料を 
受領すること、捕虜・抑留者に温かい食事を供するよう国防人民委員部の供給地点
に電報で適時に（列車到着の 24 時間前までに）申請すること」 などの通達の内容が
示されている108。しかし、これは通達日から見てドイツの降伏に伴うドイツ人捕虜の移
送を念頭においたものであると考えられる。 
これに対して、同年 9 月 28 日に NKVD および赤軍後方部部長の命令により、  
捕虜に対する給食の基準が新たに通達された109。 これは日本人捕虜の移送に際し
                                                   
106
 長勢了治『シベリア抑留全史』 99 ページには 「食事も、黒パンやスープなどがたまに支給されて
も乏しく（後略）」 との帰還者の回想が紹介されている。 
107
 Инструкция о порядке конвоирования военнопленных и интернированных частями 
конвойных войск НКВД СССР по железнодорожным путям от 4 апреля 1945 г. // 
Военнопленные в СССР. 1939-1956: Документы и материалы. С. 213-218. 
（出典：ГА РФ. Ф. 9401. Оп. 12. Д. 205. Т. 13. Л. 296-301. Типогр. экз.） 
108
 長勢了治『シベリア抑留全史』（原書房、2013）、98ページ。 
109
 Приказ НКВД СССР и начальника тыла Красной Армии № 001117/0013 с объявлением 
норм продовольственного снабжения для военнопленных японской армии от 28 
сентября 1945 г. // Военнопленные в СССР. 1939-1956: Документы и материалы. С. 
377-380.（出典：ГА РФ. Ф. 9401. Оп. 1. Д. 729. Л. 473–483. Подлинник.） 
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て定められたものであることは明らかである。その理由は、１日の黒パンの支給量が
これまで 600 グラムで あったのに対して、この新たな通達では黒パン 300 グラム、
米 300 グラムとなっており、これはジャリコーヴォでの停戦交渉の際に秦参謀総長が
要請し、ワシレフスキー総司令官がこれに応じた事項が反映された結果であると考え
られるからである。 
しかし、1945年中に実施された第 30収容所本部および支所への第 1次～第 9次
移送の中で、記載のない第 8 次移送を除いて、第 3 次移送（9 月 29 日出発）および 
第 9次移送（10月 3日出発）以外は 9月 28日以前の出発であり、上記給食基準の  
適用は物理的に不可能であった。また第 3 次および第 9 次移送も、現実には上記  
給食基準を整える時間はなかったと推定される。 
従って、これらの移送は 4 月 4 日付の通達のもとに行われたと考えられるが、    
この通達がそのまま満洲やシベリアでの日本人捕虜の移送に適用されたとすると、  
移送の季節や食習慣の相異から日本人捕虜にとっては非常に苦しく、その結果   
として GUPVI や移送隊の想定からも大きく逸脱した悪条件となった可能性が高い。
当時の公文書を通読すると、捕虜の移送やその他の管理にあたるソヴィエト連邦軍
の下士官・兵士の、捕虜の健康保全に対する意識は必ずしも高くなかったことが   
うかがわれ、通達の内容を忠実に守るよりも現場の状況を優先させて移送が強行  
されることが常態化していたと推測される。移送隊側と収容所側の捕虜の引き渡し・
受け入れ文書においても、これらの指示が忠実に実行された形跡を見つけ出すこと
ができなかった。しかし、このような推測が成立してもなお、第 1 次から第 9 次移送に
おいて、途中死亡者や病院引渡者の数が高くなった兆候は見出せないのである。 
以上の考察から、ウラン・ウデ市の第 30 収容所本部および支所を目的地とする 
日本人捕虜の 1945年の移送に関しては停戦直後の混乱期であったにもかかわらず  
移送部隊の管理が成立する中で行なわれたことがうかがわれる。その管理の内容は
GUPVI の捕虜の取り扱いに関する通達の内容には遠くおよばなかったものの、   
季節や物資などの制約条件の中で、少なくとも殆どの捕虜の生命と体力が保全    
される程度には機能していたのである。  
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Ⅲ．結論 
 
ソヴィエト連邦による日本人捕虜の抑留と労働使用については、日本では抑留が
始まった 1945 年当時から、70 年が経過した現在に至るまで、ポツダム宣言を受け  
入れて無条件降伏した日本に対して、ポツダム宣言に反して行われたソヴィエト連邦
の背信行為、不法行為であるとの認識が固定化されている。 
日本人捕虜にとって抑留の最初の段階であったソヴィエト連邦領内への移送、  
長期間にわたった収容所での抑留生活、およびノルマを科されての厳しい労働など、
すべてが劣悪な環境の中で行われ、そのために多くの犠牲者を出したことは厳然と 
した事実である。 
日本では、このような抑留と重労働から命からがら帰還した元抑留者の体験や  
見聞に基づいた記録や研究が数多く行われ、抑留者の飢え、過酷な労働、極寒と、
それらを緩和する手段があまり考慮されなかったことなどが強調され、その恐怖感、
絶望感、憎悪感が被害者意識により増幅されて抑留のイメージとして定着した。 
しかし日本人捕虜を抑留し労働に駆り立てたソヴィエト連邦側にもそれなりの   
論理があった。それは独ソ不可侵条約を一方的に破棄して侵攻してきたナチス・   
ドイツ軍により 2660 万人もの国民を失い、さらに多くの労働者が従軍したことから  
連邦内の労働力が大幅に低下して、深刻な食料不足におちいったことなどの事実を
認識しなければ、真の意味での抑留問題の理解は得られないと考えられる。 
本研究はこのような視点に立って、日本人捕虜の抑留と労働使用を決定した    
ソヴィエト連邦の論理を検証することを目的として行われたものである。 
 
ソヴィエト連邦の論理を検証するため、第 1 番目に日本人捕虜の抑留と労働使用
に強く影響を与えたであろう 1939年のポーランド分割占領に伴うポーランド人捕虜の 
抑留と労働使用、および 1941 年から 1945 年の独ソ戦に伴うドイツ人捕虜の抑留と 
労働使用について詳細に検討した。その結果ソヴィエト連邦は 1939 年当時から   
外国人捕虜を捕えた後、一時的な収容施設を複数経由させながら移送を行い、   
その過程で捕虜の取り調べや選別を行って、最終的に連邦内に多数設置されている
労働使用を行うための生産収容所や個別労働隊に捕虜を配分する独自のシステム
を持っていたことが明らかになった。また捕虜の管理についても、1943 年からは  
一時的な収容施設である 「軍の受け入れ分所」 までは軍が管理し、次の 「戦線 
受け入れ・移送分所」 からは NKVD に付属した組織である UPVI に管理されて生産
収容所や個別労働隊などに配属されて労働使用された。また、一部の捕虜の管理が
UPVI から共和国や州の内務省に引き継がれて、共和国や州の生産収容所や個別
労働隊に配属される場合もあった。このように捕虜を捕えてから労働使用するまで、
捕虜の移送経路や管理区分が明確に定められ、捕虜を労働力として効率的に労働
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現場に配分するシステムが存在していた。 
すなわちソヴィエト連邦には日本人捕虜の抑留と労働使用の前史としてポーランド
人捕虜とドイツ人捕虜を抑留して労働使用した歴史があった。そしてこれらの経験を
通して外国人捕虜を抑留して労働使用するための独自のシステムを作り上げ、   
混乱することなくそれを実施できる体制が確立していた。したがって日本人捕虜を  
この体制の中に取り込むことは、ソヴィエト連邦にとってむしろ当然であったと考える
ことができる。 
 
日本人捕虜の抑留と労働使用を決定したソヴィエト連邦の論理を検証するための
第 2 番目の検討は、独ソ戦によるソヴィエト連邦の人的損害に関する問題である。
1941 年から 1945 年までの独ソ戦におけるソヴィエト連邦の人的損害は約 2660 万
人とされており、これらの多くは農業や工業の労働者、或いはこれらの労働者が従軍 
した兵士であった。その結果 1942 年には農業労働者と工業労働者の合計数が   
戦争前の 75% 以下にまで減少した。しかし戦争を継続し勝利するためには兵士と 
工業労働者の数の減少を止めて増加させる必要があり、多くの農業労働者が農場 
から工場に移り、或いは直接従軍した。その結果、連邦内には深刻な食糧不足が   
発生した。 
ソヴィエト連邦は独ソ戦の最中に捕えたドイツ人捕虜を抑留して労働使用して   
いたが、スターリンはナチス・ドイツおよび日本の降伏により、さらに大量の捕虜を 
捕えることを予想して早い時期からドイツ人捕虜と日本人捕虜の抑留と労働使用を 
決定し、捕虜の労働現場への配分計画を作成していた。そしてソヴィエト連邦国家 
防衛委員会決定 No.8921cc と、同じく No.9898cc の発令によりこれを実行した。  
この決定により、ドイツ人捕虜は主として戦場となったソヴィエト連邦西部を中心   
としたヨーロッパ・ロシア地域で破壊された工場や農場などの生産施設、および道路
や鉄道などの公共施設の復旧と、生産労働などに従事させられた。一方日本人捕虜
はシベリア全域で、森林の伐採や石炭・鉱物の採掘などの資源開発、ダム、道路、 
鉄道などのインフラストラクチャーを構築するための労働に従事させられた。 
したがってドイツ人捕虜と日本人捕虜は戦後のソヴィエト連邦の経済復興のために
欠くことのできない労働力として位置づけられていたと考えることができる。 
 
第3番目の検討は外国人捕虜の労働使用に対する国際社会、特にアメリカの反応
についての考察である。1943 年 11 月～12 月のテヘラン会談においてルーズベルト
とチャーチルはスターリンに対して即時の対日参戦を要請した。しかしスターリンは 
独ソ戦が継続中であることを理由に、この要請を留保した。テヘラン会談から1年余り
経過した 1945 年 2 月のヤルタ会談では、スターリンはルーズベルトとチャーチルの 
要請に対して、ナチス・ドイツ降伏後 3 ヵ月以内に対日参戦することを表明した。   
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そしてその半年後の 1945 年 7 月～8 月のポツダム会談ではルーズベルトの死去に
より大統領となったトルーマンはアメリカ軍がこれ以上の損害を出さずに日本を降伏
させるために強い意志で会談に臨んだものと思われる。そのためソヴィエト連邦の 
対日参戦を確実なものとするために、ソヴィエト連邦が満洲で勝利した際に     
日本人捕虜の抑留と労働使用を望むことを予想したトルーマンは、ポツダム宣言の
中でそれを黙認する意思を示したと考えることができる。そしてスターリンはその   
トルーマンの意思を理解したものと思われるのである。すなわちスターリンは、日本人
捕虜を抑留して労働使用する際に起こる可能性があるアメリカやイギリスとの外交上
の問題について、それが解消される可能性を認識したことも、日本人捕虜の抑留と 
労働使用を決定した要因の一つであると思われるのである。 
 
第 4 番目の検討は日本人捕虜の抑留と労働使用を命じたソヴィエト連邦国家防衛
委員会決定 No.9898cc に記載された命令の内容からソヴィエト連邦の論理を    
検証しようとするものである。その目的のために、すでに労働使用しているドイツ人  
抑留者の労働現場への再配分と、ナチス・ドイツの降伏により武装解除された新たな
大量の捕虜の労働現場への配分先を指定し、さらに労働使用における管理方法  
の変更について詳細に命じた No.8921ccの検証と No.9898cc との比較を行った。 
その結果、ソヴィエト連邦は国内の深刻な労働力不足に対して、捕虜の労働使用
によってその問題の緩和を目指したものと考えられ、そのために国家の方針と論理を   
明確にして、ソヴィエト連邦自身に対して、ドイツや日本に対して、およびアメリカや 
イギリスなどの国際社会に対して、それを示すタイミングを見極めて発令し、さらに、
労働使用に当たっては生産性を向上させるために多くの施策を取り入れて労働使用
の管理を行うようにしたと考えられるのである。これは独ソ戦が戦われている最中の
ドイツ人捕虜に対する報復的・懲罰的な取り扱いを改めて、ドイツ人抑留者の労働 
意欲を高めて生産性を向上させる管理に転換したことを意味している。すなわち
No.8921cc および No.9898cc の検証から、ソヴィエト連邦が抑留者の労働力を国家
の復興のために使用することを真剣に考え、必要な施策を実行したことをうかがい 
知ることができる。 
 
日本人捕虜の抑留と労働使用を決定したソヴィエト連邦の論理を検証するための
第 5 番目の検討は、日本人捕虜の移送についての考察である。検討の対象は長春
（新京）市など満洲国の国政や軍政の中枢部からブリヤート・モンゴル自治ソヴィエト
社会主義共和国のウラン・ウデに設置された第 30 収容所および支所に比較的に  
早い時期に行われた移送である。この時期の移送では捕虜に支給する食料や   
貨車の構造など、GUPVI から指示された移送条件は、ドイツ人捕虜の移送の基準が
そのまま用いられたと考えられる。この基準が守られずに移送環境が劣悪だった   
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ことが日本人捕虜にとって厳しい抑留生活の始まりとなった。しかし日本人捕虜は  
秋から冬にかけてのシベリアを 2 ヵ月間以上の期間をかけて貨車で移送されたにも
かかわらず、その間に死亡あるいは極度に衰弱した者はごく僅かであった。このこと
から捕虜の生命を維持する水準の条件が整えられた上での移送であったことは   
確かである。 
一方、ドイツ人捕虜については移送中の死亡者が非常に多かったことが知られて
いる。ドイツ人捕虜の移送について準備すべき食料品、衣料品、および医療などの 
基準は日本人捕虜の移送における基準の元となったものであったが、実際の移送の
段階では日本人捕虜の移送とは大きく異なる環境に置かれたことは間違いない   
ように思われる。実際には長距離を徒歩で移送させられた事例や、設備の極めて 
乏しい貨車で移送された例も多く、このことからソヴィエト連邦軍、あるいは実際に 
移送を担当する部隊の対応はドイツ人捕虜に対するものと日本人捕虜に対するもの
とでは、大きく異なっていたと考えられる。その理由としては、ドイツ人捕虜に対しては、   
侵略者に対する報復や懲罰の感情が強かったのに対して、日本人捕虜に対しては、
報復や懲罰の根拠となる事実が存在しなかったので、移送基準などの命令が比較的
よく守られていたと考えることができる。 
 
以上 5 つの検討の結果から、日本人捕虜の抑留と労働使用を決定したソヴィエト
連邦の論理について次のように結論することができる。 
すなわち、当時のソヴィエト連邦には外国人捕虜を抑留して労働使用した実績が
あり、捕虜を効率よく労働させるためのシステムとノウハウを持っていた。そして   
独ソ戦により国内の労働力が大幅に不足しており、連邦内は深刻な食糧不足に   
おちいっていた。また、日本人捕虜の抑留と労働使用について、アメリカが黙認する
姿勢を示していると解釈することができ、さらにソヴィエト連邦軍の日本人捕虜に  
対する感情はドイツ人捕虜に対する感情よりも温和であり、過酷な取り扱いによって
死亡あるいは衰弱する捕虜の割合を低く見積もることができるので、大きな労働成果
を期待することができた。 
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図のリスト 
 
図１．ソヴィエト連邦のポーランド人捕虜の収容システム（1939年） 
図２．捕虜・抑留者業務管理総局の捕虜収容施設の構成（1943～1945年） 
図３．捕虜収容所を管理する組織の構成（1945年） 
図４．コルホーズ農民および工業労働者の数 
図５．ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.8921cc および No.9898cc で指示されたドイツ人
捕虜と日本人捕虜の人民委員部への配分  
図６．ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.8921ccで指定されたドイツ人捕虜の配分  
図７．ソヴィエト連邦国家防衛委員会決定 No.9898ccで指定された日本人捕虜の配分  
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資料１．シフローフカ「戦線後部の警備体制および満洲における軍事捕虜収容所の設置に     
ついて」、1945年 8月 16日 
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資料３．ソ連国家防衛委員会決定 No. 8921cc「軍事捕虜の配分及び彼らの労働使用改善の  
対策について」、1945年 6月 4日 
 
  
 資料１． 
Директива Наркомата обороны и Наркомата внутренних 
дел главнокомандующему Советскими войсками на 
Дальнем Востоке о порядке охраны тыла фронтов и 
организации лагерей для военнопленных в Маньчжурии 
 
16 августа 1945 г. 
極東ソ連軍総司令官に宛てた国防人民委員
部および内務人民委員部の 
「戦線後方部の警備体制及び満洲における 
軍事捕虜収容所の設置について」の指令 
 
1945年 8月 16日 
1. Охрану тыла фронтов на территории Маньчжурии 
осуществлять силами войск Красной Армии и трех 
дивизий войск НКВД. Дополнительно войск НКВД для 
этих целей на Дальний Восток прислано не будет. В 
связи с этим Вам необходимо выделить для охраны тыла 
в распоряжение начальника охраны тыла фронтов 
потребное количество войск. Для организации охраны 
тыла на территорию Маньчжурии НКВД СССР 
командирован начальник войск НКВД охраны тыла 
генерал-лейтенант тов. Горбатюк с группой генералов и 
офицеров. 
 
2. Организацию комендантской службы в городах и 
крупных населенных пунктах Маньчжурии осуществлять 
распоряжением и средствами военных советов фронтов в 
соответствии с директивой заместителя народного 
комиссара обороны № орг/6/8392 от 13 февраля 1945 г. 
 
3. Военнопленные японо-маньчжурской армиии на 
территорию СССР вывозиться не будут. Лагеря 
военнопленных необходимо организовать по 
возможности в местах разоружения японских войск. 
Лагеря организовать распоряжением командующих 
фронтов, выделив для их охраны и конвоирования 
военнопленных необходимое количество войск. Питание 
военнопленных производить применительно к нормам, 
существующим в японской армии, находящейся в 
Маньчжурии, за счет местных ресурсов. Для 
организации и руководства вопросами, связанными с 
１．満洲地域における戦線後部の警備は、 
赤軍及び内務人民委員部に付属した軍隊の
中の三つの師団によって行う。この目的の  
ため、内務人民委員部に付属した軍隊は極東
には追加して送ることはない。上記の事項に
関連して、貴方が、戦線後部の警備のため、
必要な数の部隊を確保するべきである。 
 
 
 
 
 
２．満洲の市部及び大きな居住地における 
管理体制は、国防人民委員代理の指令、
No.орг/6/8392、1945 年 2 月 13 日付けに   
従って、戦線後部の軍事委員会の指示及び
手段によって行うこと。 
 
３．日満軍軍事捕虜は、ソ連領内に移送する
ことはしない。 
軍事捕虜収容所は、可能な限り日本軍を武装
解除した地点に設置すべきである。収容所
は、戦線指揮官の指示に基づき、必要数の 
警備・護衛兵を割り当てること。捕虜の給食
は、満洲駐屯日本軍の基準に準じて行うこと。
収容所における捕虜給養に関わる諸問題の
実施及び指導のため、ソ連内務人民委員部
から捕虜抑留者業務管理総局長クリヴェンコ
中将が将校団を率いて派遣された。 
 содержанием военнопленных в лагерях, от НКВД СССР 
командирован начальник Главного управления НКВД по 
делам военнопленных генерал-лейтенант тов. Кривенко с 
группой офицеров. 
4. Для обеспечения бесперебойной работы ВЧ связи на 
Дальний Восток вместе с тов. Горбатюк и Кривенко 
командирован начальник войск ВЧ связи 
генерал-лейтенант Угловский. 
 
 
 
 
 
４．極東への高周波通信の連続的な動作を 
確保するため、ゴルバチュック氏及びクリヴェ
ンコ氏と共に、高周波通信軍総長ウグロフス
キー中将が派遣された。 
Берия (нарком внутренних дел) 
Булганин (заместитель наркома обороны) 
Антонов (начальник Генерального Штаба) 
ベリヤ（ソ連内務人民委員部長官） 
ブルガーニン（国防人民委部長官代理） 
アントーノフ（参謀本部総長） 
参考：Русский архив: Великая Отечественная: Советско-японская война 1945 года. Т. 18 (7-2). 
M.: ТЕРРА. 2000. C. 174-175.（出典： ЦАМО (Центральный архив Министерства обороны). 
Ф.66. Оп.178499. Д. 3. Л. 220-221. Копия） 
  
 資料２． 
Сов. секретно 
 
ПОСТАНОВЛЕНИЕ ГКО СССР 
О приеме, размещении и трудовом 
использовании 500 000 военнопленных 
японской армии 
 
№ 9898сс 
23 августа 1945 г. 
 
1. Обязать НКВД СССР т. т. Берия и Кривенко 
принять и направить в лагеря для 
военнопленных до 500 000 военнопленных 
японцев. 
 
2. Обязать военные советы фронтов - 1-го 
Дальневосточного (т.т. Мерецкова и Штыкова), 
2-го Дальневосточного (т.т. Пуркаева и 
Леонова) и Забайкальского (т.т. Малиновского и 
Тевченкова) совместно с представителями 
ГУПВИ НКВД СССР по 1-му 
Дальневосточному фронту т. Павловым, по 
2-му Дальневосточному фронту т. Ратушным и 
по Забайкальскому фронту т.т. Кривенко и 
Вороновым - обеспечить проведение 
следующих мероприятий: 
 
а) отобрать до 500 000 военнопленных 
японской армии - японцев из числа физически 
годных для работы в условиях Дальнего 
Востока и Сибири; 
 
б) организовать из военнопленных перед их 
отправкой в СССР строительные батальоны по 
1000 человек в каждом, поставить во главе 
厳秘 
 
ソ連国家防衛委員会決定 
「日本軍軍事捕虜 500,000 人の受け入れ、収容 
および労働使用について」 
 
 
No. 9898cc 
1945年 8月 23日 
 
1. 日本人軍事捕虜 500 000人までの受け入れ及
び 軍事捕虜収容所に送ることについてソ連内務
人民  委員部ベリヤ氏およびクリヴェンコ氏に
義務を負わせること。 
 
2. 下記の処置を実行させることについて戦線軍
事  会議： 第 1極東戦線（メレツコフ氏及びシテ
ィコフ氏）、第2極東戦線（プルカエフ氏及びレオノ
フ氏）、 及びザバイカル戦線（マリノフスキー氏
及びテフチェンコフ氏）に、ソ連内務人民委員部
付属軍事捕虜・抑留者業務管理総局の代表者： 
第 1極東戦線のパウロフ氏、第 2極東戦線のラト
ゥシニイ氏、及びザバイカル 戦線のクリヴェンコ
氏およびヴォロノフ氏と共に、義務を負わせるこ
と。 
 
a) 極東およびシベリアの環境の中で働くために
肉体的に適した日本人 ― 日本軍軍事捕虜を 
500 000人まで選別すること； 
 
b) ソ連への移動の前に、軍事捕虜から建設大隊
を 形成し、各大隊を 1000 人とすること； 大隊及
び中隊に、まず工兵隊員から、軍事捕虜の下級
将校及び  下士官より隊長を決めること； 各大
隊に、軍事捕虜 より二人の医療員を入れるこ
 батальонов и рот командный состав из числа 
военнопленных младших офицеров и 
унтер-офицеров, в первую очередь инженерных 
войск, включить в состав каждого батальона 
двух медицинских работников из 
военнопленных, придать батальону 
необходимый для хозяйственного 
обслуживания автомобильный и гужевой 
транспорт, обеспечить за счет трофейного 
имущества весь состав батальона зимним и 
летним обмундированием, постельными 
принадлежностями, бельем, а также походными 
кухнями и личным бытовым инвентарем 
(котелки, кружки, ложки и т. п.); 
 
в) выделить на каждый эшелон 2-месячный 
запас продовольствия на всю численность 
военнопленных, увеличив для этой цели состав 
эшелонов на необходимое количество вагонов; 
 
г) учесть и принять под охрану все трофейное 
имущество, нужное в последующем для 
обеспечения лагерей военнопленных, в том 
числе летнее и зимнее обмундирование, обувь, 
постельные принадлежности, белье и все виды 
хозяйственного и бытового обслуживания 
японской армии; все указанное имущество 
подлежит передаче НКВД и на фронтах не 
должно быть расходовано; 
 
д) направить эшелонами по ж. д. и водным 
путям в пункты по указанию НКВД СССР 
сформированные строительные батальоны из 
военнопленных, обеспечив их войсковой 
охраной в пути следования до места 
назначения. 
と； 大隊に資材準備のため必要な自動車および
荷馬車運送を提供すること； 戦利品によって大
隊全員に冬及び夏軍服、寝具、下着類、また行
軍調理場及び個人用の道具（飯ごう、湯のみ、ス
プーンなど）を供給すること； 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c) 各移送列車について、2 か月分の食料を軍事
捕虜全員分補給し、その目的のため移送列車の
車両数を必要な本数分に増やすこと； 
 
 
d) 軍事捕虜収容所への供給のため、これから
必要になる夏および冬軍服、履物、寝具、下着類
および日本軍に関わる資材および生活の全ての
サービスを   含む、全ての戦利品を勘定し、お
よび警備の下に受け入れを行うこと； 上記に示さ
れている全ての戦利品は内務人民委員部に引き
渡すこととするが、戦線で使うことはできない； 
 
 
e) 鉄道移送列車及び水路を利用して軍事捕虜
から 形成された建設大隊をソ連内務人民委員
部による  指示された地点に送ること、その建
設大隊の移動中に終点まで軍事警備を確保する
こと。 
 
 
 
 Возложить на начальника Тыла Красной Армии 
т. Хрулева наблюдение за обеспечением 
направляемых в СССР военнопленных японцев 
вещевым довольствием, продовольствием, 
хозяйственным инвентарем и перевозками по 
ж. д. и водным путям. 
 
3. Гл[авному] Управлению НКВД СССР по 
делам военнопленных и интернированных 
направить 500 000 военнопленных японцев на 
следующие работы: 
 
а) на строительство Байкало-Амурской 
железнодорожной магистрали (на участках 
Известковая-Ургал, Бам-Тында, 
Ургал-Комсомольск-Совгавань, 
Тайшет-Усть-Кут) - 150 000 человек; 
 
б) в Приморский край - 75 000 чел. 
в том числе: 
Наркомуглю для работ в Сучанугле и 
Артемугле - 25 000 чел. 
НКПС на Приморскую ж. д. - 5 000 -»- 
НКЦМ для работы на Сихоте-Алиньском 
свинцовом комбинате и Синанчаолово - 5 000 
-»- 
НКО - КЭУ на строительство казарм - 10000 -»- 
Наркомлесу на лесозаготовки - 18 000 чел. 
Наркомстрою на строительство порта Находка 
и Владивосток - 12 000 -»- 
 
в) в Хабаровский край - 65 000 чел. 
в том числе: 
Наркомуглю на добычу Райчихо-Кивдинских 
углей - 20 000 -»- 
Наркомцветмет-Хинганское оловянное 
ソ連へ送られる日本人軍事捕虜の物品、食料
品、資材の供与、および、鉄道および水路での輸
送について、供給の監視を赤軍後方勤務部隊長
フルレフ氏に責任を負わせること。 
 
 
 
3. ソ連内務人民委員部 軍事捕虜・抑留者業務
管理総局が日本人軍事捕虜 500 000人を次の作
業に送ること。 
 
a)  バイカル・アムール鉄道（イズヴェストコヴァ
ヤ― ウルガル区間、バム―ティンダ区間、ウル
ガル― コムソモリスク―ソヴィエツカヤ・ガヴァニ
区間、タイシェト ― ウスチ-クート区間）の建設に 
―  150 000人； 
 
b) 沿海地方に ― 75 000 人、その内ナルコム 
ウゴリ： スチャンウゴリおよびアルチョームウゴリ
にての作業のため ― 25 000人。 
交通人民委員部： 沿海鉄道へ ― 5 000 -''- 
非鉄金属工業人民委員部： シホテアリニ鉛コン
ビナートおよびシナンチャオロヴォにての作業の
ため ―  5 000 -''- 
国防人民委員部 住宅運営管理局： 兵舎の建
設の ため ― 10000 -''- 
ナルコムレス： 森林伐採のため ― 18 000 -''- 
ナルコムストロイ： ナホトカ港およびウラジオスト
ク港の建設のため ― 12 000 -''- 
 
c) ハバロフスク地方に ― 65 000人。 
その内 
ナルコムウゴリ： ライチホ・キヴダ石炭の採炭の
ため ― 20 000 -''- 
非鉄金属工業人民委員部： ヒンガン・スズ鉱石
管理局に ― 3 000 -''- 
 рудоуправление - 3 000 -»- 
НКО - КЭУ на строительство казарм - 5 000 -»- 
 
Наркомнефти - Сахалиннефть и 
нефтеперегонным заводам - 5 000 -»- 
Наркомлесу на лесозаготовки - 13 000 -»- 
Наркомморфлоту и Наркомречфлоту - 2 000 -»- 
НКПС - Амурская дорога - 2 000 -»- 
Наркомстрою на строительство Николаевского 
порта, Амурстали и завода № 199 в 
Комсомольске - 1 500 -»- 
 
г) в Читинскую область - 40 000 чел. 
в том числе: 
Норкомуглю - для добычи Букачачинских и 
Черновских углей - 10 000 -»- 
НКЦМ - для молибденовых, вольфрамовых и 
оловянных предприятий - 13 000 -»- 
НКЛес - на лесозаготовки - 4 000 -»- 
КЭУ - НКО - строительство казарм - 10 000 -»- 
НКПС - Забайкальская ж. д. - 3 000 -»- 
 
д) в Иркутскую область - 50 000 чел. 
в том числе: 
Наркомуглю на Черемховские копи - 15 000 
чел. 
КЭУ - НКО на строительство казарм - 11 000 
-»- 
Наркомлес - на лесозаготовки - 7 000 -»- 
НКПС на В.-Сибирскую ж. д. - 5 000 -»- 
НКЭП для завода № 389 - 2 000 -»- 
Наркомстрой и НКТМ для завода им. 
Куйбышева, завода № 39 и 
гидрогенизационного завода - 10 000 -»- 
 
 
国防人民委員部 住宅運営管理局： 兵舎の建
設の ため ― 5 000 -''- 
石油人民委員部： サハリンネフティ および石油
精製工場に ― 5 000 -''- 
ナルコムレス： 森林伐採のため ― 13 000 -''- 
ナルコムモルフロートおよびナルコムレチフロート
に ― 2 000 -''- 
交通人民委員部： アムール道路 ― 2 000 -''-ナ
ル建設人民委員部： ニコライ港、アムールスタリ
及びコムソモリスク市にて工場 No199 の建設の
ため― 1 500 -''- 
d) チタ州に 40 000人 
その内 
石炭産業人民委員部： ブカチャチンスクおよび
チェルノフ 石炭の採炭のため ― 10 000 -''- 
非鉄金属工業人民委員部： モリブデン、タングス
テンおよびスズ企業のため ― 13 000 -''- 
ナルコムレス： 森林伐採のため ― 4 000 -''- 
国防人民委員部 住宅運営管理局： 兵舎の建
設の ため ― 10 000 -''- 
交通人民委員部： バイカル鉄道 ― 3 000 -''- 
 
e) イルクーツク州に 50 000人。 
その内 
ナルコムウゴリ： チェレムホフ鉱山へ ― 15 
000 -''- 
 
国防人民委員部 住宅運営管理局： 兵舎の建
設の ため ― 11 000 -''- 
 
ナルコムレス： 森林伐採のため ― 7 000 -''- 
交通人民委員部： シベリア鉄道へ ― 5 000  -''- 
電気工業人民委員部： 工場 No389のため ―     
2 000 -''- 
ナルコムストロイおよび重機械工業人民委員会： 
クイビシェフ工場 No39 および水素添加工場のた
  
 
е) Бурят-Монгольская АССР - 16 000 чел. 
в том числе: 
НКЦМ - Джидинского 
молибдено-вольфрамового комбината - 4 000 
-»- 
НКПС - паровозоремонтному заводу в 
Улан-Удэ - 2 000 -»- 
Наркомлесу - на лесозаготовки - 10 000 -»- 
 
ж) Красноярский край - 20 000 чел. 
в том числе: 
Наркомуголь - для Хакас-уголь - 3 000 -»- 
НКЦМ - для Енисейзолото - 3 000 -»- 
Наркомстрой и НКТМ - на строительство и 
эксплуатацию завода НКТМ б. «Красный 
Профинтерн» - 5 000 -»- 
НКВооружения - заводу № 4 - 2 000 -»- 
НКЛес - на лесозаготовки - 7 000 -»- 
 
 
з) Алтайский край - 14 000 чел. 
в том числе: 
Наркомстрой - на строительство тракторного 
завода в Рубцовске и заводов № 617 и 77 в 
Барнауле - 6 000 -»- 
НКТМ - для Барнаульского и Бийского 
котельных заводов - 4 000 чел. 
НКПС - Барнаульскому ВРЗ - 1 000 -»- 
НКЦМ - Золотушинскому рудоуправлению - 3 
000 -»- 
 
 
и) Казахская ССР - 50 000 чел. 
в том числе: 
め ― 10000 -''- 
 
f) ブリヤート自治ソビエト社会主義共和国  ― 
16 000人。 
その内 
非鉄金属工業人民委員部： ジディンスク・モリブ
デン・タングステンコンビナートへ ― 4 000 -''- 
交通人民委員部： ウラン・ウデ市 機関車修理工
場に― 2 000 -''- 
ナルコムレス： 森林伐採のため ― 10 000 -''- 
 
g) クラスノヤルスク地方 ― 20 000人。 
その内 
ナルコムウゴリ： ハカス・ウゴリに ― 3 000 -''- 
非鉄金属工業人民委員部： エニセイゾロトのた
め ― 3 000 -''- 
ナルコムストロイおよび重機械工業人民委員会：
「クラスニイ・プロフインテルン」重機械工業人民
委員会付属工場の建設および運用のため ―   
5 000 -''- 
武装化人民委員部： 工場 No4に ― 2 000 -''- 
ナルコムレス： 森林伐採のため ― 7 000 -''- 
 
h) アルタイ地方 ― 14 000人。 
その内 
ナルコムストロイ： ルブツォフスクでのトラクター 
工場およびバルナウルでの工場 No. 617、No. 77
の建設のため ― 6 000 -''- 
重機械工業人民委員部： バルナウル及びビイス
クボイラー工場のため ― 4 000人。 
交通人民委員部： バルナウル車両修理工場へ 
― 1 000 -''- 
非鉄金属工業人民委員部： ゾロトゥシンスク鉱
石管理局に ― 3 000 -''- 
 
i) カザフ・ソビエト社会主義共和国 ― 50 000
 Карагандинская область 
Наркомстрой - на строительство Казахского 
металлургического завода, 
машиностроительного завода Наркомугля и 
Акчатаусского вольфрамового комбината - 10 
000 -»- 
НКУП - для Карагандауголь - 10 000 -»- 
НКЦМ - в Джезказган - 3 000 -»- 
Восточно-Казахстанская область 
Наркомстрой и Наркомцветмет для работ по 
Ридеру, Усть-Каменогорску и Зыряновскому 
свинцовому рудоуправлению - 15 000 -»- 
Южно-Казахстанская область 
НКЦМ - для «Ачисайполиметалл» - 3 000 -»- 
Джамбулская область 
НКПС - на Карагандинскую ж. д. - 9 000 -»- 
 
 
 
к) Узбекская ССР - 20 000 чел. 
в том числе: 
Наркомстрой - на строительство 
металлургического завода Беговат и других 
предприятий в Коканде и Ташкенте для 
Наркомчермета и Наркомцветмета – 
15 000 -«- 
Наркомуголь - для Ангренуголь - 3 500 чел. 
Наркомнефть - для Калининнефть - 1 500 -»- 
 
 
4. Обязать народных комиссаров: по 
строительству (т. Гинзбурга), Угольной 
промышленности (т. Вахрушева), Нефтяной 
промышленности (т. Байбакова), Главснаблес 
(т. Лопухова), Наркомлес (т. Салтыкова), 
Морского флота (т. Ширшова), Речного флота 
人。 その内 
カラガンダ州 
ナルコムストロイ： カザフ金属工場、ナルコムウ
ゴリの機械製造工場及びアクチャタウ・タングス
テンコンビナートの建設のため ― 10 000 -''- 
石炭工業人民委員部： カラガンダウゴリに ―    
10 000 -''- 
非鉄金属工業人民委員部：ジェズカズガンへ ―   
3 000 -''- 
東カザフスタン州 
ナルコムストロイおよびナルコムツヴェトメト：リデ
ル、オスケメンおよびジリャノフ・鉛鉱石管理局の
作業の ため ― 15 000 -''- 
南カザフスタン州 
非鉄金属工業人民委員部： 「アチサイポリメタ
ル」に ― 3 000 -''- 
ジャンブール州 
交通人民委員部： カラガンダ鉄道へ― 9 000 
-''- 
 
j)  ウズベク・ソビエト社会主義共和国― 20 
000人。その内 
ナルコムストロイ： ナルコムチェルメトおよびナル
コムツヴェトメトのため、ベゴヴァト金属工場およ
びコカンダとタシュケントにてのその他の企業の
建設のため ― 15 000 -''- 
石炭産業人民委員部： アングレンウゴリ ― 35 
00人 -''-。 
ナルコムネフティ ― カリニンネフティ ― 1 500 
-''- 
 
4. 項目 3 に従って、作業に到着する軍事捕虜の
受入れ、収容、労働使用を確保することについ
て、人民  委員： 建設（ギンツブルク氏）、石炭
工業  （ヴァフルシェフ氏）、石油工業（バイバコフ
氏）、 グラヴスナブレス（ロプホフ氏）、ナルコムレ
 (т. Шашкова), Цветной металлургии (т. 
Ломако), секретаря ЦК КП(б) Казахстана (т. 
Боркова), секретаря ЦК КП(б) Узбекистана (т. 
Юсупова) и секретарей краевых и областных 
комитетов ВКП(б): Приморского края (т. 
Пегова), Хабаровского края (т. Назарова), 
Красноярского края (т. Аристова), Иркутской 
области (т. Ефимова) и Читинской области (т. 
Кузнецова) - обеспечить прием, размещение и 
трудовое использование военнопленных, 
прибывающих на работы, согласно п. 3. 
 
Помещения для приема прибывающих 
военнопленных должны быть подготовлены на 
50% к 15 сентября с.г. и остальные 15% - к 1 
октября с.г. 
 
Возложить на наркоматы обеспечение лагерей 
военнопленных помещениями, отоплением и 
освещением. 
 
5. Разрешить НКВД СССР для обеспечения 
охраны японских военнопленных увеличить 
численность конвойных войск на 35 000 
человек, за счет обшей численности войск 
НКВД. 
 
6. Обязать НКО (т. Булганина): 
а) выделить и передать до 15 сентября 1945 г. 
для организации лагерей военнопленных - 
офицеров строевой службы - 4500 человек, 
медицинского состава - 1000 чел., офицеров 
интендантской службы - 1000 чел. и 
красноармейцев - 6000 человек; 
б) выделять лагерям военнопленных 
ежемесячно дополнительно 1000 тонн 
ス  （サルティコフ氏）、 海運（シルショフ氏）、水
運  （シャシコフ氏）、非鉄金属工業（ロマユスポ
フコ氏）、カザフスタン共産党中央  委員会書記
（ボルコフ氏）、ウズベキスタン共産党中央委員会
書記 （ユスポフ氏）、および全連邦共産党ボリシ
ェヴィキの地方および州の書記： 沿海地方（ペゴ
フ氏）、ハバロフスク地方（ナザロフ氏）、クラスノ
ヤルスク地方（アリストフ氏）、イルクーツク州（エ
フィモフ氏）およびチタ州（クズネツォフ氏）に義務
を負わせる   こと。 
 
 
到着する軍事捕虜を受け入れるための場所の
50%は本年の 9 月 15 日までに、その他の 15% 
は本年の  10月 1日までに準備すること。 
 
軍事捕虜収容所の建物、光熱設備の供給につい
ては人民委員部に責任を負わせること。 
 
 
5. 日本人軍事捕虜の警備を確保するため護送
隊の人数を、内務人民委員部軍隊の総数を利用
することによって 35 000人に増やすことを内務人
民委員部に  許可すること。 
 
6. a) 軍事捕虜収容所の形成のため、戦闘勤務
将校 ― 4500人、医療員 ― 1000人、経理勤務 
将校 ― 1000 人および赤軍兵員 ― 6000 人を
1945 年 9 月    15 日まで提供すること。および
引き渡すこと 
 
 
 
b) 軍事捕虜収容所に毎月ガソリン 1000 トンを追
加 提供することについて、国防人民委員部（ブ
ルガニン氏）に義務を負わせること。 
 автобензина. 
 
7. Обязать НКВТ (т. Микояна) выделить НКВД 
СССР на Дальнем Востоке грузовых 
автомашин для лагерей военнопленных - 1200 и 
для конвойных войск - 900, в том числе 10 % - 
«Додж» 3/4. 
 
8. Обязать ЦУП ВОСО К[расной| А[рмии| 
(т.Дмитриева), НКПС (т. Ковалева), НКМФ (т. 
Ширшова) и НКРФ (т. Шашкова) - обеспечить 
перевозку 500 000 японских военнопленных 
эшелонами по ж. д. и водным путям по заявкам 
фронтов и НКВД в течение августа - октября с. 
г. 
 
9. Поручить тт. Хрулёву (НКО) и Чернышеву 
(НКВД) разработать и ввести для 
военнопленных японцев нормы довольствия 
применительно к существующим в японской 
армии нормам продовольственного снабжения. 
10. Обязать НКО - т. Хрулева: 
а) передать ГУПВИ НКВД СССР для 
временного размещения военнопленных 
японцев на строительстве Байкало-Амурской 
железнодорожной магистрали 3000 больших 
палаток и 150 000 комплектов 
отремонтированного зимнего обмундирования, 
в том числе полушубки и валенки; 
б) передать НКВД СССР для военнопленных 
японцев необходимое количество трофейного 
японского обмундирования и предметы 
хозобихода. 
 
11. Обязать НКО (т. Буденного) передать 
лагерям НКВД СССР для военнопленных 
 
7. 軍事捕虜収容所のため ― 1200 台および護
送隊のため ― 900 台のトラック、内 10% 「ダッ
ジ」3/4、を極東にてソ連内務人民委員部が提供
することについて国際貿易人民委員部（ミコヤン
氏）に義務を負わせること。 
 
8. 本年の8月～10月の間、戦線および内務人民
委員部の依頼によって、鉄道を利用して移送列
車および 水路で日本人軍事捕虜 500 000 人の
移送を確保する ことについて、赤軍軍網管理総
局（ドミトリエフ氏）、  交通人民委員部（コヴァリョ
フ氏）、海運人民委員部（シルショフ氏）および水
運人民 委員部（シャシュコフ氏）に義務を負わせ
ること。 
 
9. 日本人軍事捕虜のため、日本軍に使用され
ている食料品供給のノルマと同様に、給与のノル
マを開発し、および導入することについて、フルリ
ョフ氏（国防人民委員部）およびチェルニショフ氏
（内務人民委員部）に委託すること。 
10. a) 日本人軍事捕虜をバイカル・アムール鉄
道の 建設地に一時的に収容するため、大テント
3000 及び修理された冬軍服 150 000 セット、そ
の内、毛皮の短 外套および毛皮の長靴を、ソ連
内務人民委員部軍事捕虜・抑留者業務管理総局
に引き渡すこと 
 
 
b) 日本人軍事捕虜のため、日本の戦利軍服及
び  資材の必要な数をソ連内務人民委員部に
引き渡す  ことについて、国防人民委員部（フル
リョフ氏）に義務を負わせること。 
 
11. ソ連内務人民委員部付属日本人軍事捕虜収
容所に、戦利品および極東軍の資源より、馬
 японцев 4000 лошадей трофейных и из 
ресурсов войск на Дальнем Востоке. 
 
12. Обязать Наркомздрав СССР (т. Митерева) и 
ГВСУ НКО (т.Смирнова) организовать и 
выделить минимальное необходимое 
количество госпитальных койко-мест для 
лечения военнопленных японцев. 
 
13. Обязать НКО (т. Воробьева) передать НКВД 
СССР для лагерей военнопленных японцев на 
Дальнем Востоке 800 тонн колючей проволоки. 
 
 
14. Возложить на тов. Берия наблюдение за 
выполнением настоящего постановления. 
 
ПРЕДСЕДАТЕЛЬ ГОСУДАРСТВЕННОГО 
КОМИТЕТА ОБОРОНЫ 
И. СТАЛИН 
4000 頭を引き渡すことについて国家防衛委員会
（ブジョーンヌイ氏）に義務を負わせること。 
 
12. 日本人軍事捕虜の治療を行うため、必要最
小限の病床を準備し供給することについて、ソ連
医療人民委員部（ミテレフ氏）および国防人民委
員部 軍衛生管理総局（スミルノフ氏）に義務を負
わせること。 
 
13. 極東におけるソ連内務人民委員部付属日本
人軍事捕虜収容所に有刺鉄線 800 トンを引き渡
すことに ついて国家防衛委員会（ヴォロビヨフ
氏）に義務を負わせること。 
 
14. 本決定の実施について、監視の責任をベリ
ヤ氏に負わせる。 
 
国家防衛委員会 議長 
I. スターリン 
参考：Русский архив: Великая Отечественная: Советско-японская война 1945 года. Т. 18 (7-2). 
М.: ТЕРРА, 2000. С. 175-179. （出典：ЦАМО (Центральный архив Министерства обороны). 
Ф.66. Оп.178499. Д. 8. Л. 593-598. Копия）. 
 
 
  
 資料３． 
Сов. секретно 
 
ГОСУДАРСТВЕННЫЙ КОМИТЕТ ОБОРОНЫ 
СССР 
ПОСТАНОВЛЕНИЕ 
О РАСПРЕДЕЛЕНИИ ВОЕННОПЛЕННЫХ И 
МЕРОПРИЯТИЯХ ПО УЛУЧШЕНИЮ ИХ 
ТРУДОВОГО ИСПОЛЬЗОВАНИЯ 
 
№ 8921сс 
4 июня 1945 г. 
 
Государственный Комитет Обороны постановляет: 
1. Распределить военнопленных в количестве 
2100000 человек между наркоматами (включая 
ранее завезенных) на следующие работы: 
НКВД СССР 460000 чел. 
В том числе:   
строительство шоссейных дорог 400000 -"- 
строительство черной 
металлургии 9000 -"- 
строительство цветной 
металлургии 6000 -"- 
строительство железных дорог 10000 -"- 
строительство аэродромов 10000 -"- 
строительство сланцеперегонных 
и газовых заводов и газопровода 
"Эстония - Ленинград" 10000 -"- 
восстановление 
Беломоро-Балтийского канала 5000 -"- 
厳秘 
 
ソ連国家防衛委員会 
 
決定 
「軍事捕虜の配分及び彼らの労働使用改善
の対策について」 
 
 
No. 8921cc 
1945年 6月 4日 
 
国家防衛委員会は決定する。 
1．軍事捕虜 210 万人（以前移送された者を 
含めて）を人民委員部に配分し、次の作業に
配分すること。 
ソ連内務人民委員部 460000 人 
その内：   
自動車道路の建設 400000 -"- 
鉄鋼業の建設 9000 -"- 
非鉄金属工業の建設 6000 -"- 
鉄道の建設 10000 -"- 
飛行場の建設 10000 -"- 
結晶片岩加工・ガス工場及び
ガスパイプライン「エストニア-
レニングラード」の建設 10000 -"- 
白海・バルト海運河の復旧 5000 -"- 
ガスパイプライン「モスクワ- 
サラトフ」の建設 10000 -"- 
 строительство газопровода 
Москва - Саратов 10000 -"- 
Наркомуголь - на строительство 
и восстановление шахт и 
угледобычу 305000 чел. 
В том числе:   
Донбасс 152000 -"- 
Шахтостроение Центра и 
Востока Кузбассшахтострой, 
Карагандашахтострой, 
Кизелшахтострой, 
Тулашахтострой, 
Мосшахтострой, 
Октябрьшахтострой (Скопино), 
Богословшахтострой 26000 -"- 
Жилстроительство 
Востокжилстрой, 
Кемеровожилстрой, 
Кизелжилстрой, 
Карагандажилстрой, 
Богословжилстрой, 
Челябинскжилстрой, 
Тулажилстрой, Мосжилстрой 21000 -"- 
Карагандинский бассейн 21000 -"- 
Комбинаты "Тулауголь" и 
"Москвауголь" 25000 -"- 
Кузнецкий бассейн 20000 -"- 
Кизеловский бассейн 10000 -"- 
Остальные бассейны 
(Челябинскуголь, 30000 -"- 
石炭産業人民委員部 - 
炭坑の建設及び復旧、採炭の
ため 
 
 305000 人 
その内：   
ドンバス 152000 -"- 
中央部及び東部の炭坑建設： 
クズバス炭坑建設 
カラガンダ炭坑建設 
キゼル炭坑建設 
トゥーラ炭坑建設 
モス炭坑建設 
オクチャーブリ炭坑建設（スコ
ピノ） 
ボゴスロヴ炭坑建設 26000 -"- 
住宅建設： 
ヴォストック住宅建設 
ケメロヴォ住宅建設 
キゼル住宅建設 
カラガンダ住宅建設 
ボゴスロヴ住宅建設 
チェリャビンスク住宅建設 
トゥーラ住宅建設 
モス住宅建設 21000 -"- 
カラガンダ炭田 21000 -"- 
コンビナート「トゥーラ石炭」  
及び「モスクワ石炭」 25000 -"- 
クズネツク炭田 20000 -"- 
キゼロヴスク炭田 10000 -"- 
 Свердловскуголь, Грузуголь, 
Средазуголь, Ленинградуголь) 
НКПС - на восстановление 
дорог, заводов и новое 
строительство - всего 220000 чел. 
В том числе:   
на дороги УССР 85000 -"- 
БССР 26000 -"- 
Прибалтики 8000 -"- 
Центра и Урала 61000 -"- 
Иркутск - Слюдянка 10000 -"- 
Карагандинскую 10000 -"- 
Закавказскую 16000 -"- 
Лесозаготовки и другие работы 10000 -"- 
Наркомстрой - всего 205000 чел. 
В том числе:   
Севастопольстрой 25000 -"- 
Николаевские судостроительные 
заводы 15000 -"- 
Восстановление черной 
металлургии и других заводов 
Юга, Украины и Средней Азии 70000 -"- 
Ново-Троицкий 
металлургический завод 9000 -"- 
Сталинградский тракторный 
завод 7000 -"- 
他の炭田 
（チェリャビンスク石炭、スヴェ
ルドロヴスク石炭、グルズ  
石炭、スレドアズ石炭、レニン
グラード石炭） 30000 -"- 
交通人民委員部  -  道路、 
工場の復旧及び新たな建設 
合計 
 
 
220000 
 
 
人 
その内：   
ウクライナ・ソビエト社会主義
共和国の道路 85000 -"- 
ベラルーシ・ソビエト社会主義
共和国 26000 -"- 
バルト3共和国 8000 -"- 
中央部及びウラル部 61000 -"- 
イルクーツク - スリュジャン
カ 10000 -"- 
カラガンダ 10000 -"- 
コーカサス 16000 -"- 
森林伐採及び他の作業 10000 -"- 
建設人民委員部 - 合計 205000 人 
その内：   
セヴァストポリ建設 25000 -"- 
ニコラエヴ造船工場 15000 -"- 
鉄鋼業の復旧及び南部、ウク
ライナ、中央アジアの工場の
復旧 70000 -"- 
 Целлюлозно-бумажные 
комбинаты в Карело-Финской 
ССР 3000 -"- 
Строительство заводов:   
Сталинградский тракторный, 
завод "Баррикады", Ульяновский 
автозавод, Танкодром в Горьком, 
завод в Колпино, Владимирский 
тракторный, завод в Саратове, 
Кировский завод в Ленинграде, 
Завод N 183 Южуралтяжстрой, 
завод имени Кирова в 
Челябинске, Миасский 
автозавод, Уралмашстрой, 
Свердловскпромстрой, 
Уралтяжстрой: Северский, 
Алапаевский и Ревдинский 
заводы, Североникель, 
Сталинский алюминиевый завод, 
Березниковский магниевый 
завод, Текелийский и 
Усть-Каменогорский комбинаты, 
домостроительные комбинаты 
  
76000 -"- 
НКО СССР - всего 220000 чел. 
В том числе:   
работы по очистке Одера и 
Вислы 60000 -"- 
строительство автодороги 
Иркутск - Слюдянка 30000 -"- 
работы по строительству шахт 
Донбасса 25000 -"- 
ノヴォ＝トロイツク鉄鋼工場 9000 -"- 
スターリングラード・トラクター
工場 7000 -"- 
カレロ＝フィン・ソビエト社会 
主義共和国の製紙・パルプ  
コンビナート 3000 -"- 
工場の建設：   
スターリングラード・トラクター
工場「Баррикады
バ リ ケ ー ド
」、ウリヤノ
フスク自動車工場、ゴリキーで
の戦車試走場、コルピノでの
工場、ウラディーミル・トラクタ
ー工場、サラトフでの工場、 
レニングラード・キロフ工場、 
ユジュウラル重機建設工場 
No. 183、チェリャビンスク・  
キロフ工場、ミアス自動車  
工場、ウラル機械建設、スヴェ
ロドロフスク工業建設、ウラル
重機建設：セヴェルスク、アラ
パエフスク及びレヴディンスク
工場、セヴェロニッケル、スタ
ーリンスクのアルミニウム  
工場、ベレズニコヴスクマグネ
ジウム工場、タケリイスク及び
ウスチ・カメノゴルスクコンビナ
ート、住宅建設コンビナート 
  
76000 -"- 
ソ連国防人民委員部 - 合計 220000 人 
その内：   
オーデル川及びヴィスワ川の
清掃作業 60000 -"- 
 строительство Ново-Тверецкого 
канала 5000  
строительство в округах 100000 -"- 
Наркоматы гражданского 
жилищного строительства для 
восстановления городов 72000 чел. 
В том числе:   
Киева 14000 -"- 
Петрозаводска 6000 -"- 
Минска 5000 -"- 
Вильнюса 5000 -"- 
Риги 5000 -"- 
Таллина 5000 -"- 
Сталинграда 8000 -"- 
Севастополя 4000 -"- 
Орла, Новгорода, Великих Лук, 
Смоленска, Чернигова, 
Воронежа, Курска, Брянска и 
других по 1000 - 2000 чел. 20000 -"- 
Наркомчермет - всего 70000 -"- 
В том числе:   
заводы Юга и Украины 30000 -"- 
Магнитогорский комбинат 7000 -"- 
заводы Свердловской и 
Челябинской областей 23000 -"- 
イルクーツク ― スリュヂャン
カ自動車道路の建設 30000 -"- 
ドンバス地方の炭坑の建設 
作業 25000 -"- 
ノヴォ＝トヴェレツキー運河の
建設 5000  
地方における建設 100000 -"- 
住宅建設人民委員部 
市町の復興のため 72000 人 
その内：   
キエフ 14000 -"- 
ペトロザヴォドスク 6000 -"- 
ミンスク 5000 -"- 
ヴィリニュス 5000 -"- 
リガ 5000 -"- 
タリン 5000 -"- 
スターリングラード 8000 -"- 
セヴャストポリ 4000 -"- 
オリョル、ノヴゴロド、ヴェリキ
エ・ルーキ、スモレンスク、チェ
ルニゴフ、ヴォロネジ、クルス
ク、ブリャンスク、及びその他
の市町に1000-2000人ずつ 20000 -"- 
鉄鋼業人民委員部 - 合計 70000 -"- 
その内：   
南部及びウクライナの工場 30000 -"- 
 остальные предприятия 10000 -"- 
Наркомбумпром - 
целлюлозно-бумажные 
комбинаты: Сегежский, 
Сясьский, Краснокамский, 
Соликамский, им. Куйбышева, 
им. Свердлова, Соломбальский, 
Архангельский, Питкярантский, 
Энсо, Иоханес, Кексгольмский, 
Окуловский, Марийский и 
бумажные фабрики: 
Антропшинская, Каменская, 
Балахнинская 50000 -"- 
Наркомлесы союзных республик: 
РСФСР, Карело-Финской ССР, 
БССР и УССР на лесозаготовки 50000 -"- 
Наркомцветмет - на 
алюминиевые, медные, 
никелевые и свинцовые заводы и 
золотодобычу 60000 -"- 
Наркомэлектростанций - всего 43000 чел. 
В том числе:   
строительство электростанций 
Кураховской, Зуевской, 
Штеровской, Астраханской, 
Несветай, ДнепроГЭСа, 
ХрамГЭС, Свирской и других 23000 -"- 
торфопредприятия 20000 -"- 
Наркомстройматериалов СССР - 
всего 35000 -"- 
マグニトゴルスク・コンビナート 7000 -"- 
スヴェルドロフスク州及び   
チェリャビンスク州の工場 23000 -"- 
そのたの企業 10000 -"- 
製紙工業人民委員部 - 
製紙・パルプ・コンビナート： 
セゲジュスク、シャシスク、クラ
スノカムスク、ソリカムスク、 
クイベィシェフ記念、スヴェルド
ロフ記念、ソロンバリスク、アル
ハンゲリスク、ピトキャラントス
ク、エンソ、イオハネス、ケクス
ゴリムスク、オクロフスク、マリ
イスク、及び製紙工場：アント
ロプシンスク、カメンスク、バラ
フニンスク 50000 -"- 
連邦共和国の森林工業人民
委員部：ロシア、カレロ＝フィ
ン、ベラルーシ、ウクライナ 
森林伐採の作業のため 50000 -"- 
非鉄金属工業人民委員部： 
アルミニウム、銅、ニッケル、
鉛工場及び採金 60000 -"- 
発電所人民委員部 - 合計 43000 人 
その内：   
クラホヴスク、ズエヴスク、  
シュテロヴスク、アストラハンス
ク、ネスヴェタイ、ドニエプル 
水力発電所、フラム水力発電
所、スヴィルスク、その他の 
発電所の建設 23000 -"- 
 В том числе:   
добыча асбеста 15800 -"- 
на цементные заводы 10000 -"- 
на торф и лесозаготовки 9200 -"- 
Наркомбоеприпасов - на 
строительство 15000 -"- 
Главвоенпромстрой при СНК 
СССР - на строительство 18000 -"- 
Наркомнефти - на строительство 23000 -"- 
Наркомавиапром - на 
строительство 25000 -"- 
Наркомморфлот - на 
восстановление портов Одессы, 
Таллина, Феодосии, Керчи, Риги, 
Туапсе 13000 -"- 
Наркомтяжмаш - на 
строительство завода "Красный 
Профинтерн" и других 15000 -"- 
Наркомхимпром - на 
строительство заводов 15000 -"- 
Наркомтанкопром - на 
строительство заводов N 183, 264 
и других 15000 -"- 
Наркомвооружения - на заводы 
N 25, 75, 221, 92 и торф 12000 -"- 
Наркомречфлот - для работы на 
судоверфях 10000 -"- 
泥炭企業 20000 -"- 
建設材料人民委員部 - 合計 35000 -"- 
その内：   
アスベストの採掘 15800 -"- 
セメント工場へ 10000 -"- 
泥炭及び森林伐採作業へ 9200 -"- 
武器弾薬人民委員部 - 建設
のため 15000 -"- 
ソ連人民委員会議所属軍事 
建設管理総局 - 建設のため 18000 -"- 
石油産業 - 建設のため 23000 -"- 
航空産業人民委員部 - 建設
のため 25000 -"- 
海洋船舶人民委員部 - オデ
ッサ、タリン、フェオドシヤ、  
ケルチ、リガ、トゥアプセの  
港の復興のため 13000 -"- 
重機産業人民委員部 - 工場
「 Красный
ク ラ ス ニ ー
 Профинтерн
プ ロ フ イ ン テ ル ン
」  
などの建設のため 15000 -"- 
化学工業人民委員部 - 
工場の建設のため 15000 -"- 
戦車産業人民委員部 - 工場
No. 183、 264などの建設の  
ため 15000 -"- 
兵器産業人民委員部 - 工場
No. 25, 75, 221, 92 及び泥炭 12000 -"- 
 Наркомстанкостроения - на 
строительство заводов 
Алапаевского, Краматорского и 
других 10000 -"- 
Наркомсредмаш - на 
строительство 10000 -"- 
Наркомрыбпром - на 
рыбкомбинаты 20000 -"- 
Наркомсовхозов СССР - совхозы 
"Гигант", "Пахты-Арал", 
"Прохладный" и "Полтавский" 7000 -"- 
Наркомтекстиль СССР - 
комбинаты и торфопредприятия 7000 -"- 
Наркомэлектропром - на 
строительство заводов ХЭМЗ, N 
804, 685, 581 6000 -"- 
ГУГВФ при Совнаркоме СССР - 
строительство аэродромов 5000 -"- 
Наркомвоенморфлот - на 
строительство 4000 -"- 
Наркомминвооружения - на 
строительство заводов в 
Харькове, Ростове, Воронеже, 
Рязани 4000 -"- 
Наркоммясопром СССР 5000 -"- 
Наркомсудпром - на заводы N 
340, 522 4000 -"- 
Наркомпищепром СССР - разные 
заводы 35000 -"- 
作業へ 
河川船舶人民委員部 -  
造船所にての作業のため 10000 -"- 
戦車建設人民委員部 - アラ
パエフスク工場、クラマトルス
ク工場、その他の工場の建設
のため 10000 -"- 
中機産業人民委員部 -  
建設のため 10000 -"- 
漁業人民委員部 -  
魚のコンビナートへ 20000 -"- 
ソ連ソフホーズ人民委員部 - 
ソフホーズ「Гигант
ギ ガ ン ト
」、「Пахты
パ フ テ ィ
- Арал
ア ラ ル
」 、 「Прохладный
プ ロ フ ラ ー ド ネ ィ イ
」 、
「Полтавский
ポ ル タ ヴ ス キ イ
」 7000 -"- 
ソ連繊維品工業人民委員部 
- コンビナート及び泥炭企業 7000 -"- 
電気産業人民委員部 - 工場 
No. 804, 685, 581の建設の  
ため 6000 -"- 
ソ連人民委員会議付属民間 
航空管理総局  - 飛行所の 
建設のため 5000 -"- 
軍艦人民委員部  - 建設の 
ため 4000 -"- 
兵器産業省人民委員部  -  
ハリコフ、ロストフ、ヴォロネ
ジ、リャザニでの建設のため 4000 -"- 
ソ連肉品工業 5000 -"- 
 Наркомлегпром СССР - заводы в 
Казани, Вольске, Осташкове и 
Орше 3000 -"- 
Торфопредприятия местной 
промышленности Латвийской 
ССР - 5000, Эстонской ССР - 
5000, РСФСР - 5000, БССР - 1000 16000 -"- 
Наркомстройматериалов РСФСР 
- на заводы стройматериалов 10000 -"- 
Главлесоспирт при СНК СССР 3000 -"- 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. Установить, что настоящим 
распределением исчерпываются все ранее 
вышедшие решения Правительства о направлении 
военнопленных на работу. 
3. Обязать народных комиссаров 
наркоматов, которые получают рабочую силу из 
военнопленных и руководителей ведомств принять 
решительные меры, обеспечивающие прием, 
размещение и трудовое использование 
военнопленных в сроки и пунктах, согласованные 
с НКВД СССР. 
Разрешить НКВД СССР, при 
неподготовленности наркоматов и ведомств к 
造船工業人民委員部 - 工場
No. 340, 522へ 4000 -"- 
ソ連食品工業 - 様々な工場 35000 -"- 
ソ連軽工業人民委員部  -  
カザン、ヴォリスク、オスタシュ
コフ及びオルシャいての工場
へ 3000 -"- 
地方工業の泥炭企業：ラトビ
ア・ソビエト社会主義共和国 - 
5000、エストニア・ソビエト社会
主義共和国 - 5000、ロシア・
ソビエト社会主義共和国  - 
5000、ベラルーシ・ソビエト社
会主義共和国 - 1000 16000 -"- 
ロシア・ソビエト社会主義共和
国建設材料人民委員部  -  
建設材料の工場へ 10000 -"- 
ソ連人民委員会議所属森林 
アルコール産業 3000 -"- 
 
2．本配分によって、以前発令された、軍事 
捕虜の作業への派遣についての政府の全て
の決定が実行されることを決定すること。 
 
3．ソ連内務人民委員部と合意された期限  
及び受入れ分所に基づき、軍事捕虜の受入
れ、収容及び労働使用を確保するため、徹底
的な処置を講じることについて、労働力として
軍事捕虜を使用する人民コミサール、及び 
官庁の管理官に義務を負わせること。 
 
人民委員部及び官庁において、軍事捕虜を
受け入れるには不備がある場合は、軍事  
 приему военнопленных, передавать их другим 
наркоматам и ведомствам, имеющим возможность 
принять и использовать военнопленных. 
4. Разрешить НКВД СССР освободить из 
лагерей и спецгоспиталей и отправить на родину 
военнопленных, которые не могут быть 
использованы на работах по их физическому 
состоянию: инвалиды, хронические больные, резко 
ослабленные - длительно нетрудоспособные - 
всего в количестве до 225000 человек. 
Вывоз нетрудоспособных военнопленных из 
лагерей и спецгоспиталей произвести в течение 
июня - июля 1943 года обратными эшелонами, 
доставляющими военнопленных с фронтов. 
5. Для поднятия производительности труда 
военнопленных и установления строгой 
дисциплины в лагерях и на работе, разрешить 
НКВД СССР из военнопленных организовать 
батальоны, роты и взводы, применительно к 
условиям строительства и производства, используя 
на низовых административных должностях (до 
командира роты включительно) военнопленных - 
офицеров, в первую очередь специалистов. 
6. Установить следующий порядок 
стимулирования и принуждения военнопленных к 
выполнению установленных государственных 
норм выработки: 
а) для военнопленных, выполняющих и 
перевыполняющих государственные нормы 
выработки, увеличить размер денежного 
вознаграждения от 100 до 200 рублей в месяц, в 
зависимости от процента перевыполнения норм; 
для высококвалифицированных специалистов, 
бригадиров, десятников, командиров взводов и рот 
- от 125 до 500 рублей в месяц, в зависимости от 
процента перевыполнения норм руководимыми 
捕虜の受け入れ及び使用可能な他の人民 
委員部及び官庁に引き渡すことを、ソヴィエト
連邦内務人民委員部に許可すること。 
 
4．肉体的な状態によって労働作業が不可能
な者：障碍者、慢性病患者、いちじるしい病弱
者など、長期間労働不可能な軍事捕虜、合計
22 万 5 千人まで、収容所及び特別軍事病院
から釈放し、故郷に帰還させることを、ソヴィ
エト連邦内務人民委員部に許可すること。 
 
収容所及び特別軍事病院からの労働不可能
な軍事捕虜の搬出は、戦線から軍事捕虜を
輸送した帰りの軍用列車を利用して、1943 年
（訳注：原文は 1943 年となっているが、おそら
く、1945年であると思われる）6月～7月に行う
こと。 
5．軍事捕虜の生産効率の向上、及び収容
所・労働現場において厳重な規律を確保する
ため、建設及び生産の状況に合わせて、軍事
捕虜から大隊、中隊及び小隊を組織し、軍事
捕虜の将校、専門家を、下級管理職（中隊長
を含む）に使用することを、ソ連内務人民委員
部に許可すること。 
 
6．国家によって定められた生産ノルマを達成
するため、軍事捕虜を労働奨励及び労働  
強制する体制として次のことを決定する。 
a) 国家によって定められた生産ノルマを達成
及び突破した軍事捕虜について、ノルマの 
突破パーセンテージによって月間報酬を 100
ルーブルから 200ルーブルに上げること； 
高技能の専門家、作業班 班長、組長、中隊
長及び小隊帳について、彼らが指導する部隊
のノルマの突破パーセンテージによって月間
報酬を 125 ルーブルから 500 ルーブルまで 
 ими подразделениями; 
б) для военнопленных, хорошо работающих 
и перевыполняющих нормы выработки, 
предоставить улучшенные условия размещения, 
выдавать в первую очередь одежду, обувь, 
постельные принадлежности, дополнительное 
питание и хлеб, предусмотренные 
соответствующими решениями ГОКО, а также 
организовать ларьковую торговлю в лагерях 
предметами личного обихода; 
в) предоставить право администрации 
лагерей оставлять военнопленных, не 
выполняющих производственных заданий, на 
сверхурочной работе до двух часов сверх 
обычного рабочего времени. В отношении плохо 
работающих военнопленных применять аресты, 
содержание на гауптвахте, перевод на срок в 
штрафные подразделения с особо тяжелым 
режимом работ, лишение денежного 
вознаграждения и дополнительных видов питания; 
г) военнопленных, злостно уклоняющихся от 
работы и дезорганизаторов производства, 
предавать суду Военного Трибунала. 
7. Разрешить НКВД СССР ввести 
премирование административно-управленческого 
аппарата лагерей военнопленных за хорошие 
производственные показатели лагеря и его 
отделений. 
8. Обязать НКВД СССР провести 
мероприятия, обеспечивающие максимальный 
вывод военнопленных на работы, в том числе и 
путем использования вспомогательных команд 
охраны из числа военнопленных, применения 
вывода на работу без конвоя в отдаленных от 
границ районах. 
9. Установить, что охрана военнопленных, 
上げること； 
 
b) よく働く及び生産ノルマを突破する軍事 
捕虜について、改良された収容環境を与え、
国家防衛委員会が定められた規定に従って、
服、履き物、寝具、追加食糧とパンを供給し、   
さらに、収容所において日用品のキオスク 
販売を開始すること。 
 
c) 生産ノルマを達成しない軍事捕虜に   
ついて、普段の労働時間より 2 時間まで残業
させることについて、収容所の幹部に権利を
与えること。不適当に労働する軍事捕虜に 
対して、逮捕、営倉での収容、特別に重い  
労働体制の部隊への異動、報酬及び追加 
食糧の剥奪を適用すること。 
 
d) 悪質に労働をさぼっている軍事捕虜及び
生産を妨害する者について、軍事裁判に  
引き渡すこと。 
 
 
 
7．優れた生産数値を示す軍事捕虜収容所 
及びその支所の管理幹部について、ボーナス
制度を導入することを、ソヴィエト連邦内務 
人民委員部に許可すること。 
 
8．軍事捕虜が労働作業を最大限実施し、  
さらに国境から遠い地域で、護送隊なしで労
働作業する対策を実行することを、ソヴィエト
連邦内務人民委員部に義務を負わせること。 
 
 
9．ソヴィエト連邦国防人民委員部及び交通 
人民委員部の所属の復興作業管理総局の 
 занятых на работах НКО СССР и Главного 
Управления восстановительных работ НКПС, 
осуществляется вооруженной охраной этих 
наркоматов. 
10. Сохранить содержание лагерей НКВД 
для военнопленных и интернированных за счет 
союзного бюджета по смете НКВД СССР. 
Доходы от использования военнопленных и 
интернированных на работах зачислять в доход 
союзного бюджета. 
11. Обязать Госплан СССР (т. 
Вознесенского): 
а) при выделении квартальных фондов 
продовольствия, предусматривать отпуск ГУВС 
НКВД СССР муки сортовой, риса, крупы манной и 
масла животного для довольствия больных 
военнопленных; 
б) выделить НКВД СССР в III квартале 1945 
года для лагерей военнопленных: 100 тыс. штук 
одеял для госпитализированных больных, 5 млн. 
метров хлопчатобумажных тканей для постельных 
принадлежностей военнопленным и 250 тыс. 
мешков для продовольствия. 
12. Обязать Наркомминвооружения (т. 
Паршина), Наркомместпром РСФСР (т. Смиряева) 
и Наркомторг СССР (т. Любимова) поставить 
НКВД СССР в III квартале 1945 года: 
весов 
товарных 
400 штук поставщик 
Наркомминвооружения 
весов 
товарных 
100 " поставщик НКМП 
РСФСР 
весов 
настольных 
2000 " поставщик Наркомторг 
СССР 
 
作業現場において、軍事捕虜の警備はその
人民委員部の武装警備隊によって行うことを
決定すること。 
 
10．内務人民委員部所属の軍事・抑留者  
収容所の運用は、内務人民委員部の予算と
して、ソヴィエト連邦国家予算によって維持 
すること。 
軍事捕虜及び抑留者の労働によって得られ
た利益はソヴィエト連邦の国家予算に加える
こと。 
 
11．a) 四半期ごとに食糧品を提供する際、 
病弱の軍事捕虜のため、優良品種の    
小麦粉、米、セモリナ粉及び動物性脂肪を  
ソヴィエト連邦内務人民委員部付属軍事供給
管理総局に供給すること； 
b) 1945 年の第 3 四半期において、軍事捕虜
収容所のため、入院患者用に毛布 10 万枚、
軍事捕虜の寝具のため綿生地 500 万メート
ル、及び食糧用の袋 25 万個を、ソヴィエト連
邦内務人民委員部に提供すること；これにつ
いてソ連ゴスプラン
国家計画委員会
（ヴォズネセンスキー氏）
に義務を負わせること。 
 
12．1945年の第 3四半期において、下記の秤
をソヴィエト連邦内務人民委員部に調達する
ことを、兵器産業省人民委員部（パルシン
氏）、ロシア・ソヴィエト社会主義共和国地方
工業人民委員部（スミリャエフ氏）、商業人民
委員部（リュビモフ氏）に義務を負わせること。 
商品用の秤 400 個 調達担当： 
兵器産業人民委
員部 
 13. Обязать НКО (т. т. Булгарина и Хрулева): 
а) передать лагерям НКВД СССР для 
военнопленных до 1-го августа 1945 года 
исправные, годные к эксплуатации автомашины: 
грузовых 3-тонных - 1500, полуторатонных - 2500 
и легковых - 500; 
б) увеличить ежемесячный отпуск для 
лагерей военнопленных автобензина на 500 тонн и 
ежемесячно отпускать: 100 тонн лигроина, 50 тонн 
керосина, 30 тонн дизельного топлива и 5 тонн 
автола; 
в) передавать НКВД СССР в счет 
установленных норм обеспечения военнопленных, 
из числа отремонтированного, вполне годного к 
носке, следующее вещевое имущество: 
в июне 1945 года - пилоток-фуражек - 300 
тыс. штук, летнего обмундирования - 400 тыс. 
комплектов, обуви - 350 тыс. пар, нательного белья 
- 1100 тыс. комплектов, портянок летних - 1200 
тыс. пар, полотенец - 1500 тыс. штук; 
в III квартале 1945 года - шапок-шлемов - 
1300 тыс. штук, телогреек ватных - 1800 тыс. 
штук, шаровар ватных - 1600 тыс. штук, 
перчаток-руковиц - 1400 тыс. штук, портянок 
теплых - 2000000 пар, полушубков - 350 тыс. штук, 
шинелей - 400 тыс. штук; 
г) передать НКВД СССР для лагерей 
военнопленных: повозок - 3000 штук, саней - 3000 
штук, упряжи - 3000 комплектов, машин швейных 
- 1000 штук, машинок для стрижки волос - 3000 
штук, бритв опасных - 10000 штук, ниток 
хлопчатобумажных - 500 тыс. катушек, ниток 
льняных - 10 тонн, гвоздей сапожных железных - 
25 тонн, гвоздей сапожных текс - 8 тонн, котлов 
пищеварных - 500 тыс. литров, бочек под 
растительное масло - 2000 штук. 
商品用の秤 100 " 調達担当：ロシ
ア・ソヴィエト社会
主義共和国地方
工業人民委員部 
卓上秤 2000 " 調達担当：ソ連
商業人民委員部 
 
13．a) 1945年8月1日まで、3トンのトラック - 
1500、半トンのトラック - 2500、乗用車 - 
500、使用可能な自動車をソヴィエト連邦内務
人民委員部の捕虜収容所に提供すること； 
 
b) 月間のガソリンの供給を 500 トンに増加
し、さらに毎月リグロイン 100 トン、灯油 50  
トン、ディーゼル燃料 30 トン及びアウトール  
5 トンを供給すること； 
 
c) 軍事捕虜について定められた供給基準に
伴い、修理済みの着用に適している下記の 
物品をソヴィエト連邦内務人民委員部に引き
渡すこと： 
1945年 6月において軍帽 30万個、夏用軍服
40 万セット、履きもの 35 万足、下着 110 万  
セット、靴の下に巻く布、夏用 120 万枚、   
タイル 150万枚； 
1945 年の第 3 四半期において帽子・ヘル   
メット 130万個、綿入れ防寒ヤッケ 180万着、
綿入れズボン 160万枚、手袋 140万枚、靴の
下に巻く布、冬用 200 万枚、短い毛皮外套 35
万着、軍用外套 150万着； 
 
d) 荷車 3 千個、橇 3 千個、馬具 3 千セット、
バリカン 3千個、カミソリ 1万個、綿の糸 50万
巻、亜麻の糸 10 トン、長靴用鉄釘 25 トン、長
靴用釘「テクス」8 トン、料理用釜 50 万リット
 14. Обязать НКО (т. Смородинова) выделить 
ГУПВИ НКВД СССР 4500 человек шоферов и 
10000 чел. вахтеров из числа сержантского и 
красноармейского состава. 
15. Обязать Совнаркомы союзных и 
автономных республик, областные и краевые 
исполкомы выделить лагерям военнопленных для 
организации подсобных хозяйств пахотные земли 
и сенокосы в радиусе не свыше 25 километров от 
мест дислокации лагерей, за счет земель госфонда 
и свободных земель колхозов. 
16. Обязать Госплан СССР (т. 
Вознесенского) выделить на III квартал 1945 г. 
целевым назначением для строительства лагерей 
НКВД для военнопленных строительные 
материалы: стекла оконного 50 тыс. кв. метров, 
гвоздей - 100 тонн, рубероида - 1,0 тыс. рул., толи - 
10 тыс. рулонов и в июне и III квартале леса 
круглого - 20 тыс. кубометров, леса пиленого 15 
тыс. кубометров. 
17. Разрешить НКВД СССР для 
удовлетворения нужд лагерей военнопленных 
вывезти с фронтов, по согласованию с 
начальником тыла Красной Армии т. Хрулевым, 
коров - 10000, лошадей - 5000, из числа 
трофейных, а также материалы, оборудование и 
другое имущество, согласно приложению. 
18. Обязать ЦУПВОСО Красной Армии (т. 
Дмитриева) и НКПС (т. Ковалева) выделять НКВД 
СССР дополнительно для перевозки 
продовольствия и имущества лагерям 
военнопленных 3000 вагонов ежемесячно. 
19. Обязать НКО (т. Воробьева) выделить 
НКВД СССР 500 тонн колючей проволоки со 
скобами. 
20. Обязать Наркомздрав СССР (т. 
ル、油用樽 2千個を軍事捕虜収容所用にソヴ
ィエト連邦内務 人民委員部に引き渡すことを
国防人民委員部（ブルガーニン氏及びフルリ
ョフ氏）に義務を負わせること。 
 
14．軍曹及び赤軍兵士の中から運転手 4500
名及び受付人 1 万名をソ連内務人民委員部
付属捕虜・抑留者管理総局に提供することを
国防人民委員部（スモロディノフ氏）に義務を
負わせること。 
 
15．副業経営を組織するため、収容所の設置
場所から 25 キロメートル範囲まで、国有フォ
ンド及びコルホーズ用の空き地を利用して、
軍事捕虜収容所に耕地及び草刈り場を与え
ることをソヴィエト連邦共和国・自治共和国の
人民委員会議及び州・地方の執行委員会に
義務を負わせること。 
 
16．内務人民委員部の軍事捕虜収容所の 
建設のため、1945 年の第 3 四半期において
建築材料：窓ガラス 5 万平方メートル、釘 100
トン、タール紙 1 千巻、屋根用タール紙 1 万
巻、さらに 6 月及び第 3 四半期において丸太
木材 2万立方メートル、板状木材 1.5万立方メ
ートルを供給することをソ連ゴスプラン
国家計画委員会
（ヴォ
ズネセンスキー氏）に義務を負わせること。 
 
17．赤軍後方部部長フルリョフ氏との調整に   
よって、軍事捕虜収容所の要求を満たす  
ため、戦利品として牛 1 万頭、馬 5 千頭、   
さらに材料、機械、そのたの物品を戦線から
搬出することをソヴィエト連邦内務人民委員
部に許可すること。 
 
 Митерева) дополнительно выделить госпитали на 
30000 коек для лечения больных военнопленных в 
республиках и областях, по согласованию с 
ГУПВИ НКВД СССР. 
21. Обязать НКО (т. т. Хрулева и Голикова) 
выделить ГУПВИ НКВД СССР для 
укомплектования аппаратов лагерей 
военнопленных 7000 офицеров и сержантов, из 
них - 3500 интендантской службы, 700 человек 
финансово-счетных работников, 900 врачей и 1500 
фельдшеров, за счет подлежащих демобилизации 
из Армии. 
 
Председатель 
Государственного Комитета Обороны 
И.СТАЛИН 
 
 
 
18．軍事捕虜収容所への食糧及び物品の 
移送のため、毎月車両 3000 台をソヴィエト 
連邦内務人民委員部に供給することを赤軍
軍事交通管理中央局（ドミトリエフ氏）及び  
交通人民委員部（コワリョフ氏）に義務を負わ
せること。 
 
19．有刺鉄線 500 トンをソヴィエト連邦内務 
人民委員部に供給することを国防人民委員
部（ヴォロビヨフ氏）に義務を負わせること。 
 
20．ソヴィエト連邦内務人民委員部付属捕虜・
抑留者業務管理総局との調整によって、諸 
共和国及び州において軍事捕虜の入院患者
の治療のため、3 万病床の軍事病院を確保 
することをソヴィエト連邦保健人民委員部（ミ
テェレフ氏）に義務を負わせること。 
21. 軍事捕虜収容所の管理スタッフを定員 
まで満たすため、将校及び軍曹 7 千人、   
そのうち、下士官 3.5 千人、経理係 700 人、 
医者 900人、看護師 1.5千人をソヴィエト連邦
内務人民委員部所属捕虜抑留者業務管理総
局に派遣することを国防人民委員部（フルリョ
フ氏及びゴリコフ氏）に義務を負わせること。 
 
国家防衛委員会 議長 
I. スターリン 
参考：データベース«КонсультантПлюс»、 www.consultant.ru 
 
